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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 56～57 報告書提出後の状況

和
工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京

実績額（累計） 24,702 千円
1983.9 　電氷箱廠　契約調印（ｲﾀﾘｱの会社）
1983.7 　洗衣機廠　契約調印：東芝(株)
1984.7 　同　　上　改造完成
1985　　 設備設置

1999.10現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factories (Refregerator,
Washing Machine) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1982.6

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  竹内　芳朗

所属  (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 6,3 担当者名（職位）

現地調査期間 81.12.6～12.26／
82.3.11～3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
計画の概要
1.調査目的
　　北京電氷箱廠及び北京洗衣機廠に対し工場診断を実施し当該工場の近代化
計画を作成
    する。
2.結論及び勧告
　(1)北京電氷箱廠
　　 冷蔵庫の生産を現行30千台から1985年100千台とすることを目標として総
合的管理ｼｽﾃﾑ
     を確立し、諸設備の利用技術等の向上をはかる。
　(2)北京洗衣機廠
　　 洗濯機の生産を現行300千台（白蘭200：二層洗100）から1985年500千台
（200：300）
     とすることを目標として、製造部門を近代化し、設備の改善をはかる。

(1)北京電氷箱廠
　 総事業費：735万元（うち外貨分229万ﾄﾞ
ﾙ）

(2)北京洗衣機廠
　 総事業費：外貨分446万元（うち技術料
77万元）
             内貨分760万元
生産工程：
　・設備導入
　・板金、組立設備       15台
　・金型                 15台
　・検査機器             28台
生産管理
　(1)生産管理体制の改善
　(2)事業部の導入
　(3)倉庫の改善

品質管理についても提言内容は実施され
た。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
実施の遅れはあるが、ほぼ計画案に沿ってﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。
冷蔵庫については、実施後「雪花」冷蔵庫を生産、品質、利益とも向上した。
但し、その後、市場経済化による競争の激化に対応できず稼働率が落ちている。
洗濯機については、多種類の新製品開発に成功、全部品を国産化し、製品が表彰を受
けた。両者とも輸出を開始、外貨獲得に貢献。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 56～57 報告書提出後の状況

和
工場（民生用電子）近代化計画調査－上海

実績額（累計） 26,706 千円
1984.7　　三廠契約　　調印：松下電気貿易(株)
1985.3　　十二廠契約　調印：松下電気貿易(株)
（上海無線電三廠）　近代化計画に沿って改善と生産工
程を中心に中間段階まで実現させたが、主力製品であっ
たﾗｼﾞｶｾの市場で競争激化により業況低迷、改善対策、製
造ﾗｲﾝは操業中止となっている。
（上海無線電十二廠）　近代化計画ではﾗｼﾞｶｾ用の抵抗器
の部品加工から組立までの一貫生産を目標としてきた。
しかし、設備の導入にあたって日本企業との価格交渉に2
年と長期を要したこと、また、ﾗｼﾞｶｾの需要が1987年の設
備導入時点ですでに一巡していたこともあって組立ﾗｲﾝは
低稼働を余儀なくされている。投資ｺｽﾄも円高の影響で大
幅増となり、計画額を1割強上回る680百万円を投じたも
のの内容的には一部設備の導入をとりやめている。

1999.10現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factories (Electronics for
Household Use) Moderniation Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1982.11

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  西　光雄

所属  (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 5,3 担当者名（職位）

現地調査期間 82.3.7～3.29／
82.6.27～7.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
計画の概要
1.調査目的
　上海無線電三廠及び上海無線電十二廠に対し工場診断を実施し近代化計画を
作成する。
2.結論及び勧告
　(1)上海無線電三廠
　　 ﾗｼﾞｶｾ生産を現行175千台から1985年370千台とすることを目標として、
    総合管理体制を確立し、生産ｼｽﾃﾑと設備を改善する。
　(2)上海無線電十二廠
　　 可変抵抗器生産を現行2,500万個から1985年3,800万個とすることを
     目標として生産管理を近代化し、新設備等の導入をはかる。

(1)上海無線電三廠
　 ﾗｼﾞｶｾ製造年産約6万台（1985.6生産開
始）
　 総事業費260百万円（国内資金）
(2)上海無線電十二廠
　　1987.3　完成
　　1987.4　生産開始
　 総事業費約680百万円（国内資金）

生産管理、生産工程、品質管理について、
提言内容が実施された。

 提言内容の現況に至る理由

1. 三　廠　 (1) プロジェクト実現による効果の大きさ
            (2) 財政的好条件、好環境
2. 十二廠　 (1) 同業種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進行速度が速かった
            (2) 国内の許可条件が比較的整備されていた
            (3) ﾗｼﾞｶｾを始めとする音響電気ｾｯﾄの市場の活況

 その他の状況
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 56～57 報告書提出後の状況

和
工場（プラスチック）近代化計画調査－上海、無錫

実績額（累計） 25,571 千円
1982.8　ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷を中心に日本視察
1. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（無錫）：1983年12月工場の設備につい
                   て日本製鋼と成約
2. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ﾗﾐﾈｰﾄ ：1983年3月、工場の改造設備に
         （上海）  ついて新東邦と成約
（無錫）
政府の計画認可と資金供与によって近代化計画の実施ｽｹｼﾞｭｰﾙは
若干遅れたものの、当初計画に沿って1985年既存設備の改造と射
出成形機の導入及び生産管理面での近代化を完了している。近代
化実施により生産効率や品質面でも向上がみられ、業況は好調に
推移。1992年7月株式化へと組織変更を行っている。

3. 1990～1991年に第2次近代化技術改造を実施した。この資金は
江蘇省建設銀行を経由し世界銀行から2,250万元を借入れ、自動
車部品その他の大型成型品用射出成形機、および金型などを購入
した。これらの投資と自己資金を合計し、これまでにほぼ4,136
万元の投資を実施し経営は順調に推移してきた。（1999年現地調
査結果）

案　件　名 英 The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 12.21 人月 （内現地5.19人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1982.8

コンサルタント名 (社)東日本プラスチック造形工業協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  中野　一

所属  (社)東日本プラスチック造形工業協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会
馬（国家経済委員会付主任）
李玉安（国家経済委員会技術改造局工程
師）

調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 82.1.5～1.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　1.上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場、2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場第1工場に関し、近代化計画を策定し、提言
した。

1. 上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場
　(1)工場管理組織の改善
　(2)既存設備の改善
　　1)　印刷機
　　2)　ｲﾝﾌﾚｰｼｮﾝ
　　3)　ﾗﾐﾈｰﾄ
　　4)　ｽﾘｯﾀｰ
　　5)　製版設備
　(3)新設計画
　　 耐久食品包装材料

2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ第1工場
　(1)既存設備の改善
　　 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料着色法…ﾀﾝﾌﾞﾗｰを利用した、ﾄﾞﾗｲｶﾗｰﾘﾝｸﾞ方式
                       を採用
　　 原料乾燥機
　(2)新設計画
　　 射出成形部門…ｺﾝﾃﾅ5型→20型に増産

総事業費：既存設備の改善…1.4億円
　　　　　設備導入　　　…6.1億円
実施経過：ﾌｨﾙﾑ生産能力を2段階に分けて向上させる。
　　　　　1981年　　　270 ﾄﾝ
　　　　　1983年　　1,900 ﾄﾝ
　　　　　1985年　　6,000 ﾄﾝ

1983.　大日本ｽｸﾘｰﾝ、Think社より設備購入
                        （第1次）
　　　　・製版用ｶﾒﾗ
　　　　・色分析機
　　　　・物理化学設備   107万ﾄﾞﾙ
　　　　・製袋機
　　　　　 など。
　　　　国内より設備購入…428万元

1984.6　稼働開始
～1986.6　設備購入（第2次）…230万ﾄﾞﾙ
　　　　環境対策…150万元

　　　　生産実績：
　　　　　　1988年　2,400 ﾄﾝ
　　　　　　1989年　4,000 ﾄﾝ

生産管理、品質管理についても、提言内容が実施
された。

1.設備導入…各種ｺﾝﾃﾅ他大型成型品生産設備
　既存設備改造更新：着色剤、ﾎｯﾊﾟｰﾛｰﾀﾞｰ、ﾎｯ
ﾊﾟｰﾄﾞﾗｲﾔｰ装置
　射出成形機と付帯設備導入：日本製型締力
1600t、ｱﾒﾘｶ製型締力2700t
　金型工作機と付帯設備新設：新鋭NC制御3次元ﾌ
ﾗｲｽ盤導入により解決
　検査機試験機器と付帯試験室新設：引張・圧
縮・衝撃など試験機、低温恒温試験室
　(*)へ続く

 提言内容の現況に至る理由

(*)から
2.生産工程
　JICA近代化調査の提言は、生産工程主要22項目、生産管理主要13項目の合計35項目である。主要
提言生産工程22項目19項目は実施完了、未実施3項目は耐候性試験機その他で、中国国内政府機関
へ委託試験可能な設備であり、特別に自工場で持つ程の必要性がない機器である。よって生産工程
主要提言項目は100％実施と結論する。
　設備機器の投資も計画以上に進展し、結果は高い収益性に現われている。
3.生産管理
　生産管理13項目は全て実施されている。製品品質、金型生産技術に関しては、日本の水準に比較
すると満足ではないが、特に中国市場で劣るとは言えず問題とするほどではない。自動車、家電部
品の外観水準は高ﾚﾍﾞﾙであり、ｺﾝﾃﾅｰに関してはやや外観変形（ﾘﾌﾞ部の引け）が有るが、成形条件
と金型品質の関係の検討から解決可能である。
　生産技術研修、作業員研修では日本企業「三甲(株)」との交流が有り、大きな効果がでている。
4.投資実績、投資期間
　既存設備改造投資　1981～1985年　　293万元
　新設備導入投資　　1981～1998年　3,688万元
　その他投資　　155万元
　総投資金額　4,136万元
投資金額調達方法は銀行融資80％、自己資金20％である。
（1999年度現地調査結果）

 その他の状況
技術移転例：1. 技術関係者に対するﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材料・加工についての学科講習
　　　　　　2. 現場管理者および作業者に対する品質向上についての実技指導
　ﾗﾐﾈｰﾄ化の生産も増え、若干の計画遅れはあるが、ほぼ順調な実施経過といえる。ﾗﾐﾈｰﾄ印刷に関
しては中国でもﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの技術を有し、他からの見学も多い。上海では、製品の種類が2種類から
20種類に増加。無錫では、7ｼﾘｰｽﾞ65規格の新製品が開発された。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸによる木材の代替が進
み、木材の節約が進んでいる。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 57～58 報告書提出後の状況

和
工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－天
津 実績額（累計） 23,492 千円

　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し若干規模を縮小し、日本の各商社／ﾒｰ
ｶｰを中国側が独自に選んでﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進している。
　1984.10　松木(株)、末広鉄工所(株)、及び富田電諷音響(株)
と
           契約
　1985.10　日本企業と合弁
　1998.10　新情報はなし

案　件　名 英 The Study for the Factories (Mechanism Speaker)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 4.98 人月 （内現地1.99人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1983.11

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  今本　正 シャープ(株)

所属  (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 天津宅声器材：Tianjin Electroacoustic
Equipment Factory
李文祥（天津元　合公司対外経済　長天津
市経済委員会）呉吉祥（副主任）

調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 83.2.21～3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
[実施機関]　　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ　天津市無線電廠
　　　　　　　ｽﾋﾟｰｶｰ          　天津電声器材廠

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　　天津市

[総事業費]　　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ　1,815.6百万円
　　　　　　　ｽﾋﾟｰｶｰ          　1,530.6百万円
[実施内容]
　天津地区における民生用電子工場に対し、工場診断を実施し、既存設備の有効利用に重
点をおいた生産管理と製造技術に関する近代化計画を作成する。
1. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑの生産拡大
　(1)　機種の拡大と設定
　   　　・新規機種の開発と導入
　   　　・開発設計の技術力の修得
　　　　　 （1～3段階導入の提案）
　(2)生産工程能力の拡大上記機種設定に伴う、
　   　　・具体的工程設備と生産人員
　   　　・金型製作及び部品生産のための諸設備と人員計画
　(3)生産管理能力の拡大
　   　　・各種管理技術の導入方法
　   　　・管理体制の改善方法
　 以上の導入、修得方法の提案
2. ｽﾋﾟｰｶｰ
　(1)設備の提供、据付　　(2)設備の運転指導

[実施経過]
　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ：　　1983.3　開始　　1985.3　完了

　ｽﾋﾟｰｶｰ：　　1983.9～1984.10 　　ｽﾋﾟｰｶｰ組立
　      　　　1984.2～1985.3　　　ｺｰﾝ紙製造
　      　　　1984.10～1985.12　　ﾎﾞｲｽｺｲﾙ製造

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が実施された。

天津市無線電廠：
1985年に2000万元の投資を行い、1985年12月に日
本企業と合弁。大幅増産、品質向上を達成。

天津電声器材廠：
1985年に組立工場、1986年にﾎﾞｲｽｺｲﾙ工場の改造
を実施。総事業費は755万元。

 提言内容の現況に至る理由

ｽﾋﾟｰｶｰ部門
　1983年に工場診断のまとめ報告のため関係者が訪中。以後、予算不足の関係により商談の具体的
進展なかった。1985年より日本の設備を中心に自動化ﾗｲﾝを導入。輸出比率が30％に達している。
ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ部門
　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰは表彰を受け、輸出を開始。ｽﾋﾟｰｶｰの品質改善、生産高が大幅に増え、輸出もされて
いる。

 その他の状況
技術移転
1. ｽﾋﾟｰｶｰに関し、 (1) 各種資料説明、配布。
                  (2) 現地工場各工程に対する改良指導。

2. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し、OJT等を通じ規格・技術資料の配布、移転を行った。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 57～58 報告書提出後の状況

和
工場（プラスチック）近代化計画調査－天津

実績額（累計） 35,620 千円
天津第十四塑料製品廠：
1986年にｲﾀﾘｱから設備導入
1999.11現在：変更点及び新情報は特に無し。

案　件　名 英 The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 14.41 人月 （内現地6.52人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1983.3

コンサルタント名 (社)東日本プラスチック成形工業協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  中野　一

所属  (社)東日本プラスチック成形工業協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会、陸江（国家経済委員会技
術改造局付局長）
王毅（同工程師）調 査 団 員 数 9,3 担当者名（職位）

現地調査期間 83.1.20～2.9／
83.6.21～6.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　天津第一塑料廠及び天津第十四塑料製品廠に対し工場診断を実施し、既存設備の利用に
重点をおいた生産工程と生産管理に関する近代化計画を提言した。
1.天津第一塑料廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
　　　 新ｶﾚﾝﾀﾞｰ
　　　 旧ｶﾚﾝﾀﾞｰ
　　　 印刷
 (3) 新増設計画
　　　 逆L4本ｶﾚﾝﾀﾞｰの設置
　　　 4本ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷機の設置
　　　 ﾎﾞｲﾗｰの新設
　　　 放射線厚さ計の設置
　　　 ｵｲﾙﾐｽﾄ除去装置
　　　 ｶﾚﾝﾀﾞｰﾗｲﾝの更新
　　　 ﾌﾟﾚｽ機の増設
 (4) 所要経費：総事業費 774百万円
2.天津第十四塑料製品廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
　　　 管製品
　　　 射出成形製品
 (3) 新増設計画
　　　 管製品
　　　 (a) 原料配合設備
　　　 (b) PVCﾊﾟｲﾌﾟ押出系列
　　　 (c) 付帯設備
　　　 (d) 電気設備
　　　 (e) 検査ｹｰｼﾞ類
　　　 射出成形製品
 (4) 所要経費：総事業費 571百万円

第一塑料廠については、古い設備の改造は不許可
となり1989年まで中断。その後世銀の融資（798
万ﾄﾞﾙ）が決定し、ｲﾀﾘｱ企業が落札した。
第十四塑料については、生産管理、生産工程、品
質管理について、提言内容が実施された。事業費
は141万ﾄﾞﾙ。137項目の改善提案の内96項目を実
施に移した。

 提言内容の現況に至る理由

第一塑料廠で実施が中断となった理由は、診断、提言後に企業の生産内容が変わり、売上成績が不
良となったため、改善計画を導入しなかったことによる。
JICA報告書は世銀への計画案提出に役立った。

 その他の状況
第十四塑料廠については、製品の使用範囲が広がり、種類が増加した。ﾊｰﾄﾞPVCが高品質、生産
増、消耗率の低さで表彰された。
1996年5月10日国際ｴｸｽﾌﾟﾚｽﾒｰﾙにて当時無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ第一工場担当通訳鄭富美先生に「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形
材料基礎講座－ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形材料とその特性比較の基本概念」（中野一著 1995年 化学工業日報社
出版）を寄贈。1998年1月13日同じく当時（1983）国家経済委員会担当通訳林江東先生に同書を寄
贈。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 58 報告書提出後の状況

和
工場（家具）近代化計画調査－烟台

実績額（累計） 19,703 千円
1.技術移転
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対するOJT：木材乾燥、木取り、機械加
工、接着、研削、塗装についての技術指導
1999.11現在：変更点は特になし。

案　件　名 英 The Study for the Factories (Funiture)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 8.00 人月 （内現地3.00人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 (社)国際家具産業振興会

調
　
査
　
団

団長 氏名  青木　恒太郎

所属  (社)国際家具産業振興会 相手国側担当機関名 国家経済委員会
朱熔基（委員）

調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 83.6.15～7.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
烟台木材工業公司家具工場近代化に関し、
 1. 設備の段階的拡大
 2. 各作業段階での管理体制の確立
 3. 職員の教育・訓練に関し提案を行い、箱物家具生産能力の倍増を図り、
    日産100台年産30,000台、の体制を築く。
      総事業費 186.96百万円

国際協力事業団より1984年に報告書を受け
取り生産工程の近代化を1984年から1985年
にかけて行なった。報告書で提案された設
備投資案は248万元であったが、実際は300
万元必要であった。導入した設備は、すべ
て日本製で全部で74台であり、ほぼ報告書
の提案に沿っている。これらの設備は箱物
家具生産に使用される機械であり、1985年
には中国国内でもﾄｯﾌﾟの設備・技術を持っ
た工場になった。改造後売上げは、調査時
の258万元から500万元になった。また、改
造後当工場の製品が表彰を受けた。
生産管理面では、工場内での組織改善を行
ない、生産管理体制の確立、ﾏﾆｭｱﾙ作りなど
を行なった。品質管理については従業員教
育、組織改革などを行なった。（1995年3月
現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
近代化実施後、他工場でも技術導入をしたことと、1986年から当工場では投資を行な
わなかったこと、また市場の志向の変化により、1989年ごろから技術の遅れが目立ち
はじめ、生産量も低下してきた。現在では生産技術、能力も低い。導入した設備も古
くなり、74台導入したもののうち、3台は当初から使用できず、4台が使用できなく
なった。残りの機械もｽﾍﾟｱ･ﾊﾟｰﾂが入手しにくい、機械が旧式であるなど、問題がでて
きている。（1995年3月現地調査結果）
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 58 報告書提出後の状況

和
工場（光学機器）近代化計画調査－天津

実績額（累計） 17,521 千円
日立製作所との間で技術提携が実現。

1985.3.25　　　　契約（契約期間5年）
1986末まで 　　　30台ｾﾐﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　　完了
1987　　　　　　 37台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1988（計画）　　 23台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1989　　　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1990.11 　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1991.11 　　　　 20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　進行中
1992.11 　　　　 20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　完了
1993.10 　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　完了
1994.10 　　　　 当該技提製品は現に天津側自身の技術と
        　　　 努力により改善、改良され国産化率もほぼ
        　　　 100％に達している事より技提製品を通じて
        　　　 の本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完全に完了
・上記のように技術提携も終了し、先方は自立にて順調に操業。
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完全に終了。
1999.11現在：変更点は特になし。

案　件　名 英 The Study for the Factories (Optics)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 5.26 人月 （内現地3.00人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 (社)日本分析機器工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  橋詰昭次郎

所属  (社)日本分析機器工業会 相手国側担当機関名 天津市光学儀器廠
光学儀器廠工場長

調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 83.6.20～7.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　天津市光学儀器廠に対して工場診断を実施し、その結果に基づき既存設備の
利用に重点をおいた生産管理と、生産工程における製造技術に関する近代化計
画を提言した。
　1. 生産管理近代化計画
   (1) 業務分担と組織の検討
   (2) 職場配電計画の検討
   (3) 情報管理の強化
   (4) 管理の改善と強化
   (5) 職場の活性化
　2. 生産工程近代化計画
   (1) 現場体質の強化
   (2) 組立工程の改善
　3. 所要資金計画
　　　 総事業費 168百万円

1. 業務分担と組織の再編成
2. 職場の活性化
3. 組立工程の改善
4. その他

総事業費：297.6万元（内外貨分102万元）

 提言内容の現況に至る理由

1. 技提製品の生産ﾗｲﾝの新設による効果
2. 新工場長の就任に伴う効果

 その他の状況
1. 技術移転
　 赤外分光光度計（270～30型）の生産に必要となる生産技術、生産管理等が
 現地関係者に教授された。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 58 報告書提出後の状況

和
工場（ガラス）近代化計画調査－上海

実績額（累計） 17,962 千円
F/S追加調査実施
　1)東洋ｶﾞﾗｽ(株)　2)工場改造及び設備導入
　内容が不明確であったため
ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約

（上海玻璃瓶二廠）
診断後、日本企業から設備導入を計画してきたが、その
後の円高の中で設備価格が急騰、設計費用のみを支出し
た段階で、業況の悪化と資金繰り難に陥り、計画中止を
余儀なくされている。
1999.10現在：新情報は無し

案　件　名 英 The Study for the Factories (Glass)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 6.00 人月 （内現地4.00人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1984.2

コンサルタント名 (社)日本硝子製品工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  梅津　正明

所属  (社)日本ガラス製品工業会 相手国側担当機関名 上海玻璃瓶二廠
　明良（上海市軽工業局副局長）
　乗（上海市経済委員会企業管理処幹部）
　張（上海玻璃瓶二廠廠長）

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 83.7.11～7.31

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
計画の概要
1. 調査の目的
　　 上海市における上海玻璃瓶二廠に対し工場診断を実施し、
　 その結果に基づき既存設備の利用に重点をおいた生産管理と
　 製造技術に関する近代化計画を作成する
2. 結論及び勧告
　 (1) 国際水準までの品質の向上
　 (2) 原料秤量の自動化
　 (3) 溶解窯の耐用年数の向上
　 (4) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ
　近代化に必要な資金 832,424,500円

1. 原料秤量の自動化のためｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ制御に
よる原料自動秤量設備一式導入。
2. 溶解室の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策として、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ
制御による燃焼制御設備一式導入。

　上記2点に関して契約済みで、現在、第2
回設計会議を行っている。

　中国側が予算不足により、下記の契約内
容に変更した。

　（別紙参照）

 提言内容の現況に至る理由

　現況に至る理由
　工場改造をして新設備を導入することにより品質向上とｺｽﾄﾀﾞｳﾝがはかれる。

 その他の状況
技術移転
　工場の生産管理と生産工程における製造技術分野を中心に現状の調査を行い、改善
するための技術指導を行った。その結果、品質、生産歩留が向上した。一部の設備はｺ
ｺﾑ規制により輸出ができず、国内改造により対処。
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 実現／具体化された内容

CJHS－6156S契約（改訂版）

　中国技術進出口総公司と上海ガラス瓶二廠（以下買方と称す）を一方とし、日本東洋ガラス株式会社と兵庫県貿易株式会社（以下売方と称す）をもう一方とす
る双方の授権代表は、1988年8月26日友好的な交渉により、双方は1985年12月29日締結した契約の変更に同意する。本契約番号は旧来のCHJS－6156Sとする。1985
年12月29日締結した契約について、双方が本変更契約に正式調印後無効とする。

第一章　　定　義
　1．1　　“技術資料”とは売方が買方に提供する日本文或いは英文で書かれたエンジニアリング資料と図面を指す。（付属文書の1．2を参照）
　1．2　　ユーザー工場とは上海ガラス瓶二廠を指す。

第二章　　契約内容
　2．1　　買方は売方より購入することに同意し、売方は買方にバッチプラントと窯の“技術資料”を販売することに同意する。“技術資料”の内容は本契約の
        付属文書の1．2を参照のこと。

第三章　　価　格
　3．1　　売方は本契約の第一章の規程に基づき、提供する“技術資料”の総金額は、CIF上海J\41,736,100-（四千百七拾三萬六千百円）とする。上記の総金額
        は、固定価格でその内容と項目別価格は下記通り。

　　　　　　A.　Design Fee and Engineering Fee                                 J\ 10,800,000.-
　　　　　　B.　Drawing Fee for Non-standard Products Manufactured by China        6,500,000.-
　　　　　　C.　Furnace Design Fee                                                 9,000,000.-
　　　　　　D.　Additional Engineering Fee Use China Material                     10,000,000.-
　　　　　　E.　設計打合せ派遣費用                                                  5,436,100.-
                                                       合　　　計              J\ 41,736,100.-

　3．2　　上記総金額中の“技術資料”価格は、中国上海空港渡しのCIF価格であり、“技術資料”は上海空港で交付する以前の一切の費用を含むものとする。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 58 報告書提出後の状況

和
工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海

実績額（累計） 12,755 千円
1986.9　　中国側の要請により技術者を派遣し、技術移転の内容
         を再確認した。
1986.11 　中国側の要請により見積書を提示した。見積額2,500
          千USﾄﾞﾙに対し、中国側予算1,000～1,200千USﾄﾞﾙし
          かないとの回答があり、品種の絞り込み、整備の部分
          導入等、予算に近づける方法を提示したが、成約不成
          立となった。
1986.12 　ﾌﾟﾗﾝﾄ成約
1988.10 　導入完了

案　件　名 英 The Study for the Factories (Poly Variable
Conderser) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 4.72 人月 （内現地1.79人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1984.2

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  今本　正 東光(株)

所属  (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 上海　旦電容器廠：Shanghai Fudan
                  Capacitors Works
丁宇（廠長）調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 83.5.15～6.5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
実施機関　　　上海　　旦電容器廠
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　　 上海
総事業費　　　　2,569百万円
実施内容
　上海　旦電容器廠　　PVC製造技術改造
　1. 加工精度向上
　 (1) 容量精度　 (2) 金型精度　 (3) 旋盤部品精度　 (4) ﾌﾟﾚｽ部品精度
　2. 生産可能品種
　 (1) 体積別分類　20口　16口　12口　（薄型にも適合）
　 (2) 構造別分類　取付別3品種
　 (3) 容量別分類　4品種
　3. 能力と効果
　 (1) 旋盤部品自動化100％　(2) ﾌﾟﾚｽ部品自動化100％
　 (3) 形成部品　1回形成で24ヶ及び16ヶ（ｲﾝｻｰﾄ部品付）
　 (4) 電気ﾒｯｷ自動化
　4. 技術と設備の導入
　 (1) ﾗﾐﾈｰﾄ設備　(2) 高度自動化組立ﾗｲﾝ
　 (3) 立形成形機　(4) 横形成形機
　 (5) 機械ﾌﾟﾚｽ設備　(6) 旋盤（自動）（二次加工機を含む）
　 (7) 製品性能試験設備及び測定器　(8) 金型加工主要設備
　 (9) ﾍｯﾀﾞｰ及びﾈｼﾞ転造設備
　(10) 電気ﾊﾝﾀﾞﾒｯｷ設備（含廃水処理装置）
　(11) 一部重要金型
実施経過
　1983.12　計画開始時期
　1985.12　完了時期
　段階計画第1段階　443BF220万体制の実施　　　 開始 1983.12 　完了 1984.12
　　　　　第2段階　20B2, 223P460万体制に実施　開始 1984.10 　完了 1985.12

実施ｺｽﾄ：520万元（=1.6億円）
　　　　　（うち、外貨分は85％）

導入設備：ﾗﾐﾈｰﾄ機         1台
          ﾌﾟﾚｽ            5台
          静電ﾉｲｽﾞ防止機  1台
          測定器          1台
          など

生産工程の改善：
　1.加工工程の若干の変更
　　（提案されたｺﾝﾍﾞｱ方式の導入は実施されて
　　　いない）
　2.品質管理
　　・検査規格制定
　　・抜取検査実施
　　・QC活動の普及
　　・測定器導入

生産管理の改善：
　1.管理体制の一部変更
　2.倉庫改善を含めた在庫管理

生産実績：
　1989年　90万個（うち、443BFは、50万個）
　　　　　（目標：960万個）

品質管理についても、提言内容が実施された。

 提言内容の現況に至る理由

日本側提案内容との差が大きかった理由
1. 実施ｺｽﾄの計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ
　(1) 中国側の資金不足
　(2) 東光(株)が当時ﾗﾐﾈｰﾄ技術開発中のため他企業(TWD)から設備導入
2. 生産実績の計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ：
　　 原材料価格のｱｯﾌﾟと外貨不足による不十分な輸入

(*)
改造後の製品が1980年代の国際中間ﾚﾍﾞﾙに達し、IEC標準に適合するようになったため、輸出もさ
れている。

 その他の状況
技術移転
　1984年7月、1985年7月の2回にわたり中国側技術者が来日、金型加工機械、部品製造機械、鍍金
設備、その他の設備について調査を実施。
工場独自の対応：松下よりﾓｰﾀ各用設備導入（1985年）
                ｽｲｽ、ｲｷﾞﾘｽ、ﾄﾞｲﾂ等より金属加工用設備導入
                ﾄﾞｲﾂよりｴｱﾄﾞﾘｺﾝ技術導入　(*)
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 59 報告書提出後の状況

和
工場（計器）近代化計画調査－合肥

実績額（累計） 27,647 千円
　商業化段階で、西ﾄﾞｲﾂBopp&Reuter社が受注（ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）
　本調査報告書は商業化段階でﾃｷｽﾄとして有効に活用された。
（合肥儀表廠）
近代化計画後、市場経済化が進む中で調査対象となったｽﾃﾝﾚｽ及
び蒸気流量計は、高価格なこともあって、目標の年3000台及び
5000台生産に達していない。現状でもそれぞれ月2000台及び1500
台に留まっているが、生産工程における近代化は、一部輸入予定
の設備を国内調達に切り替えてｺｽﾄ削減努力をしつつ、ほぼ提案
内容を実現済である。投資ｺｽﾄは500万元（計画では265万元）、
銀行借り入れによって大半の資金調達を行っている。他方、生産
管理面でも販売、技術、品質管理面を強化する形で提言に沿って
組織改革や管理基準の整備を行い効果を上げている。1990年に近
代化計画はほぼ完了（当初予定1987年）した。
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the  Factories (Measuring
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 10.54 人月 （内現地3.74人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  作道　正俊

所属  三菱油化エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 安徽省合肥儀表総廠
王兆義（合肥儀表総廠廠長）

調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 84.6.17～6.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
実施機関
　合肥儀表総廠

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　安徽省合肥

総事業費
　総事業費 291百万円うち外貨分　　164百万円
　　　　　　（換算ﾚｰﾄ：1元=110円）

実施内容
　流量計の生産台数を現在の約2倍の生産台数に増強するための調査であり、
　検討した事項は次のとおりである。
　　 1. 生産管理面での近代化
　　 2. 生産工程面での近代化
　　 3. 生産能力面での近代化
　流量計の生産増強後の生産能力
　　 ・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計   3,000台/年
　　 ・蒸気流量計         5,000台/年

実施経過
　　1984.3　　開始
　　1985.1　　完了

同　左

同　左

流量計の生産増強後の生産能力
・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計  3,000台/年
・蒸気流量計        5,000台/年

生産管理、生産工程、品質管理について、
提言内容が実施された。

 提言内容の現況に至る理由

　本近代化調査結果は有効に活用され、商業化の段階に移行したが、商業化の段階で
本調査に協力会社として参画したｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は西ﾄﾞｲﾂのBopp&Reuter社に価格
面で敗退した。
　しかしながら、その後ｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は、合肥儀表総廠と流量計生産に関する業
務提携を結び、委託生産を実施中である。

 その他の状況
改造後の歯車流量計の角度は、0.5級から0.2級に改善された。製品は輸入代替できるﾚ
ﾍﾞﾙに向上し、ｴﾈﾙｷﾞｰ、資材の消耗度は明らかに低下した。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 58～59 報告書提出後の状況

和
工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海

実績額（累計） 22,472 千円
　設備導入に関し、中国側と(社)日本電子工業振興協会
で交渉を行ってきたが、1986年12月に双方合意のうえ、
交渉を中断することとした。

　1999.10現在：新情報は入っていない。

案　件　名 英 The Study for the Factories (Thyristor)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 9.32 人月 （内現地3.32人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1984.12

コンサルタント名 (社)日本電子工業振興協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  柳谷　哲朗

所属  (社)日本電子工業振興協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会　技術改造局
陸江（副局長）

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 84.3.1～3.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1. 製造品目の見直しと生産工程、生産管理の近代化
　(1) 製品：1)製品群、2)設計電圧、3)製品設計、以上3点に関する見直し
　(2) 生産工程：1)近代化一貫ﾗｲﾝ、または2)拡散ﾍﾟﾚｯﾄ工程の改造
　(3) 生産管理：1)設備管理、2)材料管理、3)工程管理、4)作業管理、
                5)品質管理、以上5点の改善
2. 総事業費：3,164,690,000円
3. 計画期間
　　 1985年度　計画開始
　　 1986年度　計画完了

生産管理、生産工程、品質管理について、
提言内容が実施された。

 提言内容の現況に至る理由

　中国側の希望する近代化のための設備改善の内容と設備予算に隔りがあり、1986年
の円高によりその差が交渉によって埋めることが不可能なほど広がった。

 その他の状況
CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。
生産ﾗｲｾﾝｽを取得。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 58～59 報告書提出後の状況

和
工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海

実績額（累計） 18,534 千円
1985.3　 中国側調査団来日
       (株)ﾄﾝﾎﾞ工場視察

1986.初　中国から試験機器6種類9台について引き合い有り。
       東西貿易K.K.を通じて見積書提出。

（上海墨水廠）
当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その後の事業環
境の悪化と資金調達難の中で大規模投資は不可能となり一部の設
備を国内調達したに留まり、計画は中止に追い込まれている。
1999.11現在：変更点・新情報は特に無し。

案　件　名 英 The Study for the Factories (Ballpen-ink)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 8.20 人月 （内現地2.50人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1984.11

コンサルタント名 (株)トンボ鉛筆

調
　
査
　
団

団長 氏名  川崎　勲

所属  (株)トンボ鉛筆 相手国側担当機関名 上海市軽工業局制筆公司上海墨水廠
李旭（上海市経済委員会生産技術局　技術
改造処副処長）調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 84.3.15～3.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

上海墨水廠に対し工場診断を実施し、近代化計画を提言した。
1. 油溶性黄色または油溶性黒黄染料を海外より輸入して使用。
2. 反応釜についているかくはん機は可変速かくはん機に変更する。
3. 反応釜の加熱装置を温水による自動制御に変更。
4. 合成した油溶性染料は、真空乾燥機で水分1％以下に乾燥してからｲﾝｷ配合に使用する。
5. ｲﾝｷ配合は水分を含まない状態で実施し、真空脱水工程を廃止する。
6. 高性能の遠心濾過器を導入する。
7. 新しい画線機、粘度計、水分計を導入。
8. 工程管理・品質管理の教育を実施。
9. 試作ﾃｽﾄ専門の技術要員を確保。
10.ﾎﾞｰﾙの材質をｽﾃﾝﾚｽから超硬に切り換える。

　生産管理、品質管理について、一部のみ提言内
容が実施された。

 提言内容の現況に至る理由

　当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その後の事業環境の悪化と資金調達難の中で大
規模投資は不可能となっており、計画は中止に追い込まれている。

 その他の状況
技術移転例
　品質管理ｾﾐﾅｰ、勉強会、ｲﾝｷ製造方法公開
企業の管理ﾚﾍﾞﾙが向上した。ｹﾝﾄ樹脂印刷ｲﾝｸ、混合溶剤ｲﾝｸを開発、表彰を受けた。
その後の状況不明。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 59 報告書提出後の状況

和
工場（整流器）近代化計画調査－上海

実績額（累計） 13,842 千円
1988年　ｽｳｪｰﾃﾞﾝより直流ﾓｰﾀｰ用整流器をﾉｯｸﾀﾞｳﾝ方式で導入。
1989年　組立て開始。
1999.10現在：新情報は特になし

案　件　名 英 The Study for the Factories (Rectifiers)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 5.41 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 (社)日本電気工業会

調
　
査
　
団

団長 氏名  久保　康夫 東芝(株)

所属  (社)日本電機工業会 相手国側担当機関名 上海整流器廠：Shanghai Rectifier Works
黄志方（上海整流器廠廠長）

調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 84.6.20～7.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
工場の近代化計画に関し、生産工程と生産管理について次の提言を行った。

　1. 生産工程
　 (1) 職場環境改善：ﾚｲｱｳﾄ整備、防塵対策等を含め作業環境改善
　 (2) 流し化製造導入：標準の整流装置を流し化製造し、能率向上と問題点顕在化で改善
       活動促進。
　 (3) 品質保障体制：試験検査方法の改善と試験場の整備。
　 (4) 小集団活動：ZD活動、改善提案制度の導入で職場の活性化を行う。
　 (5) 設備の改善：組立、試験、ﾌﾟﾘﾝﾄ基板製造、開発の各設備充実。

　2. 生産管理
　 (1) 工場全体組織の見直し：生産活動の有機編成と改革推進の強化をはかる。
　 (2) 新製品開発体制整備：整流装置の開発体制を整備し自力開発とｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟをはか
る。
　 (3) 用品調達の改善：年2回手配を改め、必要な物を必要な時に必要な量の調達を行
う。
総事業費：
            590百万円
整流器生産目標：
            1988年　5,000台／年

1. 生産工程
　 (1) 職場区分の明確化
　 (2) 加工工程の一部変更
　 (3) 品質保障体制：
           試験装置の導入（4台、40万ﾄﾞﾙ）
           負荷ﾃｽﾄ
           中間検査
　 (4) QCｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
　 (5) ﾕｰｻﾞｰｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
2. 生産管理
　 (1) 新製品開発体制の強化
　 (2) 在庫期間の短縮
　 (3) 従業員の教育

品質管理について、提言内容が実施された。

 提言内容の現況に至る理由

　製造ﾗｲﾝの改善は行われておらず、資金面及びｽｹｼﾞｭｰﾙ面での困難さがﾈｯｸであったと考えられ
る。

 その他の状況
　CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。生産ﾗｲﾝｾﾝｽを取得。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫

実績額（累計） 45,326 千円
1998.10現在：新情報なし
左記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては、JICAにて1996年2月～11月にかけて実
施された『工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査』の業務受託会
社にお問い合わせ下さい。上記調査は当連盟加盟外の企業に委託
された模様であり、当連盟としてはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ出来ないことをご留
意頂きたい。

1999.11　現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Steel) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 7.00 人月 （内現地7.36人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

団長 氏名  別府　正義

所属  (社)日本鉄鋼連盟 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局　副局長）
劉勇昌（冶金工業部　鋼鉄生産技術司）調 査 団 員 数 5,5 担当者名（職位）

現地調査期間 85.3.3～3.21／
85.7.7～7.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　現在の普通鋼主体の工場から1990年に特殊鋼主体の工場に近代化するために、以下の改
善項目を提案した。
1. 原材料管理････鉄くずの種類別管理方法の改善等
2. 製鋼工場･･････炉外製錬炉の採用、新30ﾄﾝ電気炉の導入、電気炉変圧機容量の増大、ｽﾗ
ｲ
                ﾃﾞｨﾝｸﾞﾉｽﾞﾙの採用等
3. 圧延工場･･････燃焼自動制御ｼｽﾃﾑの導入、鋼塊の大型化、ﾎｯﾄｽｶｰﾌｧｰの設置、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ
                の導入
4. その他････････製品検査、大気・水質・騒音等環境対象策、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ

　以上の近代化に当っては、段階的に推進するものとし、この結果、1990年には特殊鋼化
率は65％に上昇、製品ﾄﾝ当り売上高の増加も期待される。

　　　総事業費：
　　　　　設備費　　8,376万元
　　　　　他技術費　　334万元

　　　実施経過：
　　　　　生産量
　　　　　　　当時　　18万ﾄﾝ/年
　　　　　　　1990　　25万ﾄﾝ/年
　　　　　製鋼能力
　　　　　　　当時　　12万ﾄﾝ/年
　　　　　　　1990　　30万ﾄﾝ/年

総事業費：
　　　1990年までの実績　7,000万元
　　　　　　　　　　（うち、外貨分は30万ﾄﾞ
ﾙ）
　　　　　　　見込み　1.2億元

1. 生産工程
　(1) 設備導入
　　　　　30万ﾄﾝ電気炉　1台（5,000万元）
　　　　　精錬炉        1台
　　　　　連結式加熱炉
　　　　　電気炉集じん装置
　　　　　重油集中供給ｼｽﾃﾑ
　　　　　工業用水再循環装置
　　　　　750Φ圧延機（1991年据え付け予定）
　　　　　外国製電気炉  1台（検討中）

　(2) 変電所改造（1,000万元）
　(3) 品質管理：
　　　　　分析器2台をｱﾒﾘｶより導入し、炉のｵﾝﾗ
ｲﾝ
　　　　　管理を実施

2. 生産管理
　(1) 倉庫の改善
　(2) ｽｸﾗｯﾌﾟの区分管理
　(3) 原材料計量機の精度向上
　(4) 各種教育の実施

 提言内容の現況に至る理由

　資金の不足、特に外貨の不足から、国産設備、同社製設備の導入を進めている。

 その他の状況
　国産品を中心に改造を実施中であるが、性能面で計画ﾚﾍﾞﾙに達していない面もみられる。しか
し、特殊鋼主体への転換は成された。生産管理、品質管理ﾚﾍﾞﾙは大幅に向上。技術面でも良好な効
果があった。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市）

実績額（累計） 61,295 千円 1987年初、同廠の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策を中心ﾃｰﾏとする調査ﾐｯｼｮﾝ来日の
相談が当方に寄せられ、日本国内訪問先など手配した経緯がある
が、結局来日せず。

その後、新たな交流・ｺﾝﾀｸﾄなし。
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Heavy, Machinery)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 14.00 人月 （内現地3.25人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.10

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  宮島　信雄

所属  (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　薜光中（診断弁公室副主任）
第一重機廠廠長
　李家駿（廠長）

調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 85.3.2～3.22

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1. 製鋼：既設電気炉の近代化必要。平炉は電炉に取替ること。
2. 鍛造：品質と生産向上のために作業改善、周辺機器の追加が必要。
3. 熱処理：熱処理曲線の整備、焼入炉新設。
4. 熱管理：計測器の整備、各炉の近代化改善。
5. 耐火物：自家製品は材質、形状、取り扱い共に改善を要する。外部購入品は用品管理の
改善を要する。

近代化調査後の工場改善情況（部分的に実施）は
以下の通りである。
（製鋼）工場内で改善計画を策定し、電気炉を新
設。また酸素の積極的活用、取鍋精錬炉の導入。
集塵機の大型化、下注造塊法の大型鋼塊への適用
などを実現し、生産工程の近代化、作業効率の向
上、作業環境の改善をはかっている。
（鍛造）自動鍛造の増加により鍛造量は1985年の
23.260tから1994年には45.673tに増えている。ま
た、水圧ﾌﾟﾚｽの改善、表面溶剤用ｽｶｰﾌｨﾝｸﾞ器具の
購入、手動式鋼塊ﾄﾝｸﾞの自社開発、工具ﾏﾆｭﾌﾟﾚｰﾀ
の設置などを行い作業効率の向上と品質面の改善
を実現している。
（熱処理・熱管理）加熱、冷却曲線の実測など
ﾃﾞｰﾀ整備、またﾛｰﾙ、ﾛｰﾀ製造工程のﾃﾞｰﾀ整備と調
整により、省ｴﾈﾙｷﾞｰ（加熱時間25％短縮や余熱処
理などで約30％の省ｴﾈ効果）や品質改善をはかっ
ている。なお熱管理に関しては資金不足もあって
大型炉を一部改善したのみ。
（耐火物）耐火物ﾒｰｶｰとﾀｲｱｯﾌﾟして一部改善を実
施。これら各分野での改善の総ｺｽﾄは8600万元と
当初計画の30％程度にとどまっており、計画の実
施も資金調達難から大幅に遅れている（資金調
達、自己資金20％、銀行借入80％）
(*)

 提言内容の現況に至る理由

　1964年に導入のｿ連式鋳鍛工場である。製鋼、鋳造、機械製作、耐火物製作などの一貫重機械工
場であるが、全設備が老朽化しており、更新改良の必要があった。公害対策は全く採用されて居ら
ず、省ｴﾈの思想もなかった。

(*)工場全体としては、近代化計画の実施による生産効率の向上や品質向上で、競争力を高めてお
り、収益面でも改善（赤字の解消）がはかられているとのことである。今後は市場経済に対応して
病院など関連部門の独立採算化、工員の減員、管理部門の集約などのﾘｽﾄﾗを進めていくことが必要
となっている。（1995年3月現地調査結果）

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（大冶冶金）近代化計画調査

実績額（累計） 55,964 千円
　調査実施後、(株)ﾃｸﾉ大手（大手興産(株)）側における動きは
特にない。

　1999.11現在：新情報は入っていない。案　件　名 英 The Study for the Factory (Daye Copper Refining)
Modernization Proram in the People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数 27.06 人月 （内現地5.68人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 (株)テクノ大手

調
　
査
　
団

団長 氏名  幾島優次郎 (財)日本品質保証機構

所属  直島大手興産(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）

調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.25～3.16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　湖北省大冶冶金工場に於ける粗鋼、硫酸の生産能力増強計画の近代化実施計画
　（粗鋼 100,000ﾄﾝ/年、電気銅 50,000ﾄﾝ/年、硫酸 300,000ﾄﾝ/年にそれぞれ改造）であ
り
　1. 生産工程での近代化
　2. 生産能力面での近代化
　3. 生産管理面での近代化
の提案を行った。

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実
施された。

 提言内容の現況に至る理由

　1985年に診断書提出後、資金不足のため生産能力の増強については着手できなかった。1987－
1988年にｶﾅﾀﾞのﾛﾗﾝﾀﾞ社から改造計画を受け検討した結果、ﾛﾗﾝﾀﾞ社の提示した案で現在進行中であ
る。1996年上期には操業に入る予定。（1993年度現地調査）

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（大連化学）近代化計画調査

実績額（累計） 39,213 千円
　報告書の内容は部分改造を提案。国家経済委員会は部分改造に
賛成。工場側は全面改造を希望。
・工場の部分改造は行わず、30万ﾄﾝの新工場建設を1988年に決定
した。
・ｱﾒﾘｶ、ﾄﾞｲﾂからの技術導入で1995年完成を目指している。
・1993年6月ﾄﾞｲﾂがｿﾌﾄﾛｰﾝをつけ、それにより30万ﾄﾝ/年のｱﾝﾓﾆｱ
ﾌﾟﾗﾝﾄが1994年3月現在建設中である。

案　件　名 英 The Study for the Factory (Dailian Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 13.58 人月 （内現地4.34人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1984. 1985

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  山中　信夫 日産化学工業(株)

所属  日産化学工業(株) 相手国側担当機関名 大連化学工業公司　陸江（国家経済委員会
技術改造局副局長）
朱心才（大連化学工業公司経理）調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.5～3.16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　大連化肥工場は老朽化した工場で本格的には建て直すべき状況になっていると思われる
が、今回の調査では、既存装置を極力利用して所要資金をあまり大きくしないような提案
を行った。
　現地調査の結果からできるだけｴﾈﾙｷﾞｰ効率を高めるために下記に示すような4つの提案を
行った。
1. 一酸化炭素変換工程の加圧2段化
2. 脱炭酸ｶﾞｽ工程の新型ﾍﾞﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ方式への改造
3. 精製工程の新型液体窒素洗浄法と吸着法の組合せへの変更
4. ｱﾝﾓﾆｱ合成塔出口からの熱回収

1993年1月現在の新しい展開。
　ｱﾝﾓﾆｱ　300,000T/Y
　尿素   520,000T/Y
の新設ﾌﾟﾗﾝﾄを、ﾄﾞｲﾂのｿﾌﾄ･ﾛｰﾝで1992年6月
LINDE(ﾘﾝﾃﾞ社)が受注した。
契約金額は1億数千万ﾏﾙｸと言われている。
新ﾌﾟﾗﾝﾄが完成後は、旧ﾌﾟﾗﾝﾄ（現在稼動中のも
の）はｽｸﾗｯﾌﾟとなる。新工場完成時期は1995年夏
頃の予定。
　1998.10現在：
1)1994年のｱﾝﾓﾆｱ生産高：184,216ton
2)TopsoeのProcessの300,000T/年のｱﾝﾓﾆｱ工場新
設で1997年完成予定と報道されている。

 提言内容の現況に至る理由

　部分改造か全面改造かで国家経済委員会と工場側に意見の食い違いがあり、実現されるとしても
先になるもよう。
　我々の提案は左記にあるように、なるべくｺｽﾄをかけずにできる、かつenergy efficeney の改善
に著しい効果が期待できるものであった。
しかしながら工場側は、老朽化したﾌﾟﾗﾝﾄのｽｸﾗｯﾌﾟ後、新規のﾌﾟﾗﾝﾄを建てることに固執しているよ
うである。
　従って、相当の資金を必要とするものとなっており、未だ実現にいたっていない。

 その他の状況
　改造に必要な機器・機械は先進国からの供給となるため、外貨手当が付かない場合は計画自体が
進展しない。特に状況の変化はない。
（1988年暮、ﾖｰﾛｯﾊﾟの雑誌に本ﾌﾟﾗﾝﾄの改造をｲﾀﾘｱのTechni monte社が受注したとの記事が出た
が、Techni monte及び中国側に問い合わせたところそのような事実なしと否定された。ｽｸﾗｯﾌﾟ ｱﾝ
ﾄﾞ ﾋﾞﾙﾄ案については依然として検討続行中とのこと。）
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（錦西化学）近代化計画調査

実績額（累計） 62,651 千円
1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報なし。

案　件　名 英 The Study for the Factory (Jinxi Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 28.21 人月 （内現地7.00人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 千代田化工建設(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  結城　康

所属  千代田化工建設(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）
楊武祥（遼寧省石油化学工業局所長）調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.25～3.16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
近代化計画実施上の留意点として
　1. 工場全体の近代化基本計画の立案
　2. 改造計画実施のための実行組織
　3. 改造計画予算の組み方
　4. 改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ
について提案を行った。

工場近代化の実施状況としては、報告書提出後、
本工場の近代化計画が国家の第7次5ヶ年計画とし
てとりあげられたため診断の提案に沿った改造を
ほとんど実施してきた。生産工程の近代化につい
ては、苛性ｿｰﾀﾞ生産用のｲｵﾝ交換膜法、電解設備
（旭硝子社製ﾌﾟﾗﾝﾄ1990年）、およびﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ
製造設備（ｱﾒﾘｶ製ﾌﾟﾗﾝﾄ、1988年）を導入しすで
に稼働している。さらに第9次5ヶ年計画終了時ま
でには80,000ﾄﾝ/年ｸﾗｽのｲｵﾝ交換膜法電解設備を
導入したいという意向である。さらに生産管理、
品質管理についても報告書の提案を参考にしつ
つ、従業員のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟのための教育・訓練、生産
管理体制の確立、作業工程ﾏﾆｭｱﾙの整備、などを
行い品質管理については新規機器の導入、分析手
法の改善、ﾃﾞｰﾀ収集による統計的な品質管理を行
なっている。報告書の提案の内容はほとんど実施
済みである。報告書は、中国語に翻訳され活用し
た。（1995年3月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
調査当時と現在と比較して生産量は苛性ｿｰﾀﾞで、年間85,000ﾄﾝから125,000ﾄﾝへ、またﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ
では12,000ﾄﾝから40,000ﾄﾝへと上昇した。売上高では、1億3,000万元から8億5,000万元へと大きく
伸びている。現在本工場は苛性ｿｰﾀﾞの生産量で全国8位、中国の特大企業の162番目になった。
（1995年3月現地調査結果）
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（南京化学）近代化計画調査

実績額（累計） 62,796 千円
　現在までのところ日本側の提出した報告書は一部を除いて、採
用されていない。その間の進捗状況は以下のとおり。
　・ﾚｿﾞﾙｼﾝ製造技術の導入をｱﾒﾘｶに打診。
　　（ｱﾙｶﾘﾌｭｰｼﾞｮﾝ設備）
　・一旦拒否されたが、現在までｱﾒﾘｶとの交渉継続中。
　・自社でも装置改造を進めている。（報告書の一部を採用、中
    国内機器使用）
　・比較的、費用のかからない生産管理の提言内容は、かなりの
    部分が採用されている。
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Nanjing Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 23.38 人月 （内現地5.73人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  佐藤　晋

所属  三菱油化エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 江蘇省南京化工廠
汪忠懐（社長）
辛振東（副社長）調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.26～3.16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
　工場全般、生産管理、生産工程、生産能力に関し近代化計画を提案した。
　このうち生産工程については、優先度をA、B、Cに分けたが優先度Aの項目を実施するの
に必要な投資額は963,470千円と見込まれる。また、生産能力の近代化についてはﾚｿﾞﾙｼﾝに
ついて検討を実施したが投資額は中改造ｹｰｽが経済性に優れ、投資額は337,670～492,170千
円で投下資本回収期間は0.9～1.5年と見込まれる。

 提言内容の現況に至る理由

　中国側の情勢変化により提言内容が企業側の状況と一部合致していない状況となっている。

 その他の状況
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは報告書の提案・勧告が、今後一層の具体化が実現される可能性はあるとみている。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60 報告書提出後の状況

和
工場（セメント）近代化計画調査

実績額（累計） 66,102 千円
　1986年9月にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ関係者が訪中した際に中国側関係者より得
た情報によると、耀県工場は報告書を参考にして改造計画を進め
ているとのことである。

1999.10現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Cement) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 5.00 人月 (内現地23.22人月)

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 宇部興産(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  半田　信吉

所属  宇部興産(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局　副局長）
包先成（耀県セメント工場　工場長）調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 85.3.1～3.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1. 耀県ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（陝西省耀県）
　 既存の湿式製造方式のままの場合と乾式製造方式に改造した場合の二つのｹｰｽにつき、
熱
   消費の低減、計測・制御ｼｽﾃﾑの自動化、製造環境の改善のための設備の近代化と運転管
   理、品質管理、保全管理、職場風土の活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
2. 工源ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（遼寧省本渓市）
　 既存の乾式余熱ﾎﾞｲﾗｰ方式のままで、生産量の増加、熱消費の低減、余熱発電量の増
加、
   計量の自動化、製品品質の改善、環境の改善のための設備の近代化と運転管理、品質管
   理、保全管理、職場風土の活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
　 改造は1、2、3号ｷﾙﾝを中心に提案。

提言内容を参考に、生産管理、品質管理につい
て、一部改良が国内の技術協力によって実施され
た。

工源ｾﾒﾝﾄ工場：
資金的に国産技術による改造を1、2号に対し実施
し、現在4号ｷﾙﾝを新設中（1.4億元）。
3号ｷﾙﾝは廃業の方向。

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
当初改造を予定していた4号ｷﾙﾝは部分的に改造が
行われている（1993年度現地調査）。

 提言内容の現況に至る理由

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
政府の計画承認が新設を優先することになったため、乾式の5号ｷﾙﾝ（生産能力70万ﾄﾝ/年）を建設
済み。改造する予定の4号ｷﾙﾝについては、環境問題もあり1994年上期には改造・計画を決定する予
定（1993年度現地調査）。

 その他の状況
対象ｷﾙﾝに環境問題解決のためUNIDO資金1,000万ﾄﾞﾙが投資される予定（1993年度現地調査）
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5 報告書提出後の状況

和
工場（金型）近代化計画調査

実績額（累計） 42,703 千円
（無錫模具廠）
　近代化計画に沿った改善計画を実施中であるが、当初予定して
いた投資額600万元の金額調達が困難となり、現状時点では、384
万元（政府200万元、銀行184万元）の投資を実施済である。投資
額の減少で計画中の外国人技術者招聘と一部設備の導入は見送ら
れている。業況は順調に推移しており、近代化の効果も認められ
ている。残りの計画は資金調達をつけた段階で引き続き実施して
いくとしている。
　近代化調査対象であったﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型は、ﾏｰｹｯﾄの収縮により4
年前に生産を取りやめた。現在は、自動車用部品金型および当該
部品、ｴｽｶﾚｰﾀｰ部品などが主要製品である。このうち、自動車部
品の売上ｼｪｱが5割を越えている。1998年9月に株式会社に転換し
た。株式の保有比率は国家が51％、社員が49％である。社員の
80％が株式を購入した。株式は非公開であり、もしも退職者がで
れば、会社の特定部門が買い戻し、新入社員にこれを売り渡すｼｽ
ﾃﾑである。経営上の問題としては人材の流出がある。大卒を毎年
十数人雇用するが、研修をうけて2～3年たつと合弁企業などに出
ていってしまう。（1999年度現地調査結果）

案　件　名 英 The Study for the Factory (Dice) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 14.35 人月 (内現地6.82人月)

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.7

コンサルタント名 昭和テクノシステム(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  西山　誠三

所属  昭和テクノシステム(株) 相手国側担当機関名 無錫模具廠
　許作民（付廠長）
北京市塑料模具廠
　許鶴峰（廠長）

調 査 団 員 数 5（現地調査）、4（報告書案現地説明） 担当者名（職位）

現地調査期間 84.8.19～9.20／
85.3.12～3.21

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.無錫模具廠
　近代的設備を導入しさえすれば工場近代化が実現できるという風潮が強いが技術面にお
いても管理面においても改善すべき点が多々ある。即ち生産技術面においては　1)金型の
種類別専門工場化、2)金型設計に当りｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ、ﾓｰﾙﾀﾞｰとの連絡を密にし金型製作上のｷｰ
ﾎﾟｲﾝﾄを把握して行うこと。3)規格化標準化を促進し各人ﾊﾞﾗﾊﾞﾗの技術を体系化し技術の向
上と能率の向上を進めること。生産管理面については生産管理の重要性を認識しPlan-Do-
Check-Actionの管理ｻｲｸﾙを工場全部門で実施し高品質、高生産性、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ、納期短縮に重
点を置いた管理を行ってゆく必要性がある。これ等の項目は近代化のための基本で不可欠
の条件であり長期的な計画に基づき協力してゆくことが大切である。

2.北京市模具廠
　工場幹部の工場近代化に対する方向性、進め方は無錫より具体的で堅実であるが、現状
の問題点および改善すべき諸点については生産技術面においても無錫の場合と同様であ
る。

無錫
　樹脂用金型専用工場の建設に着手。
　工場設備ﾚｲｱｳﾄは提言をﾍﾞｰｽにして進め、機械
設備についても手配中。
　生産管理、品質管理についても、提言内容実施
の方向。

北京
　国家承認を受け近代化のための工場建設、機械
導入ならびに機械操作のための技術研修を終了。
　現地稼働中。資金的制約から国産を主体に設備
を導入。投資額は404万元。
　生産管理、品質管理についても、提言内容実施
の方向。

　1984年の調査以降、報告書の提言に基づいて日
本製の機械を購入し、技術改造をおこなった。し
かし、市況の変化により4年前から調査対象のﾌﾟﾗ
ｽﾁｯｸ金型の生産は廃止した。（1999年度現地調査
結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
無錫：改造後、金型の開発から加工までﾚﾍﾞﾙが明らかに向上。
北京：金型加工の確度をIT7からIT5に向上させた。生産性が倍増、歩留まりも向上し、管理の質も
      向上した。



0～61

個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 422

2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 6 報告書提出後の状況

和
工場（新建機械）近代化計画調査

実績額（累計） 47,710 千円 　市場経済化の中で近代化計画が9000万元（20億円）と大規模な
こともあって、国をはじめとして資金調達が当初予定したように
は容易でなくなり、改善計画の進捗にはかなりの遅れが出てい
る。現在の計画達成率は26.9％（1992年末、投資2400万元）今後
1993～1996年の間に25％の進捗を見込んでいる。投資額の80％は
銀行借り入れ、20％が自己資金で、輸入設備を国産に切り替え
て、対応。ｾﾒﾝﾄ需要は旺盛で業況は上向いており、今後も近代化
計画を継続していくとしている。
1999.10現在：その後の情報は入っていない。

案　件　名 英 The Study for the Factory (Shinken Kikai)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1986.10

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  疋田　弘

所属  石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局

調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.23～7.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

1. 工場近代化計画
　 工場近代化計画到成後の生産量
　 　近代化調査対象製品　　　 6,945 T/年
　 　近代化調査対象外製品　　10,890 T/年

　 　　　　　　　合　　計　　17,835 T/年（1985年の1.64倍）
　 近代化に要する経費　　　　1,981,996千円

2. 勧　告
　 工場全体の観点より
　 　－工場近代化計画実施の手順　　　－不要、不急品の処理
　 　－工場近代化計画の調整　　　　　－外注方針の検討
　 　－製品の作り方の徹底的な究明　　－長期経営戦略の立案
　 　－生産情報の収集整理手法の導入
　 　－原価発生単位の明確化
　 　－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸｼｽﾃﾑの確立
　 　－問題解決能力の育成
　 　－視覚による管理の推進

工場運営の観点より
　－製缶組立工程
　　加工精度の向上
　　品質の向上等
　－機械加工工程
　　設計工程における生産設計作業能率の充実を
　　計る
　－鋳造工程
　　大型鋳鋼品の品質確保
　　鋳鋼品ﾒｰｶｰに対する技術指導等

実施内容は、生産管理と品質管理について、提言
内容を参考としたもの。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

 現在までの実施内容は一部であり、更に実施する必要がある。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査

実績額（累計） 64,586 千円
　莱鋼株式公司は97年8月に上海証券市場に上場している。株式
会社設立についてはADBから提案があり、1990年からADBとの協議
を開始し1992年に技術協力実施の調印がなされた。1993年5月に
専門家が来訪し1994年10月に設計提案終了、1996年に中国政府認
可後具体的取組を開始した。1997年8月22日に会社（莱鋼株式公
司）設立、8月28日に上場した。
　1999年5月に組織全体を集団公司化し、莱鋼株式公司はその参
加企業となった。集団公司の資本金は10.6億元、株式は全て山東
省人民政府保有である。その結果、集団公司、莱鋼株式公司とも
に経営決定は省政府の意向を反映したものとならざるを得ない。
集団公司は鉄鋼鉱山2社、鋼管工場、鉱山建設会社、人造ﾀﾞｲﾔﾓﾝ
ﾄﾞ会社の国有企業計5社を企業としてのﾒﾘｯﾄはないにも関わらず
行政の指導により合併させられている。
　また、当地域が都市から離れていることもあり過去は社会施設
も企業が整備してきたが、分離が進んでいる。病院、食堂、学
校、ｻｰﾋﾞｽ業等は分離を進めているが現状は直属会社の位置付け
にあり、今後は独立させる方向である。（1999年度現地調査結
果）

案　件　名 英 The Study for the Factory (The Laiwu Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 24.89 人月 (内現地5.22人月)

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

団長 氏名  杉山　敏 日本鋼管(株)

所属  (社)日本鉄鋼連盟嘱託（日本鋼管） 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
山東来蕪鋼鉄廠
　馬　仲才（山東来蕪鋼鉄廠々長）

調 査 団 員 数 7（うち国内作業 3） 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.14～6.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　山東省莱蕪市郊外

総事業費
　67,764万元（1元=65.4円）

計画内容
　・山東省莱蕪鋼鉄廠は1972年に4つの独立した鉄鋼工場を集約、統合されてできた銑鋼一
貫
    工場ですでに同廠は転炉、熱延設備の建設により近代化をすすめていた。本報告書は
こ
    れら増強計画を前提として最適な種類、寸法の最終製品の生産を行うための設備計
画、
    操業改善策を内容とした近代化案を策定した（第2製鉄、製鋼工場を対象）。
　・第2製鉄工場：燒結工場における挿入原料の整粒強化高炉操業等についての提言等
　・第2製鋼工場：溶銑成分の安定化、二次製錬等設備、操業面の提言等、分塊工場におけ
る
    設備、操業上の問題点に対する提言等
　・操業上の改善と設備新設、改造により、1990年を目標として銑鉄生産は28万ﾄﾝから86
万
    ﾄﾝ
    へ、粗鋼生産は8万ﾄﾝから77万ﾄﾝへ、棒鋼・帯鋼・電縫管生産は6.5万ﾄﾝから58万ﾄﾝへ
と
    拡大する見込みとなった。

　設備の改善は、市場拡大に伴う設備規模の大型
化（焼結設備、送風機等）や完成の遅れ（高炉の
改造、形鋼工場新設）等は見られるものの、近代
化計画の内容に沿った改善が着実になされてい
る。管理面も管理規準・組織の見直しや活動の徹
底・新たな開始等あらゆる面で提案をこえる内容
が行われている。その結果、操業度、品質の向上
も顕著である。1987-1994年の総投資額は31億
元。
　他工場への技術移転については、ﾓﾃﾞﾙ工場に指
定され他工場からの見学者受入が積極的に行われ
ている。（1994年12月現地調査結果）
　中型形鋼工場（年50万ﾄﾝ、改造資金総額 200億
円）を1998年に操業開始し、H形鋼、I形鋼、ｱﾝｸﾞ
ﾙ、ﾁｬﾝﾈﾙ等を生産予定（新日本製鐵、三井物産が
加熱炉、圧延機、精製ﾗｲﾝ機械設備、電機・計
装・計算機設備等を受注、受注金額40億円、1995
年12月入札）－ｱｼﾞｱ開発銀行の融資

1.設備導入・生産工程
105ｍ3焼結機×1基新設(1993年)、焼結機50ｍ
3×1基増設(1995年)、高炉750ｍ3×1基新設(1993
年)、高炉750ｍ3×1基拡大(1995年)、新規ｺｰｸｽ炉
導入(1989年10月)、25ﾄﾝ転炉×1基整備(1995
年)、酸素ﾌﾟﾗﾝﾄ4機（日本製4,000ｍ3、ﾄﾞｲﾂ製
12,000ｍ3、国産3,200ｍ3×2機）導入、H型ﾐﾙ設
備導入、連鋳機4機、炉外精錬機2機、中型圧延
機、40ﾄﾝ高効率電炉等、近代化計画の内容に沿っ
た改善（一部では提案を上回る設備の導入）が着
実に実施されている。また生産設備以外の電機、
水道等の社会資本への投資も行われている。
(*)へ続く

 提言内容の現況に至る理由

・資金調達面ではADB関連の融資を1989年に3.83億ﾄﾞﾙ（直接融資1.33億ﾄﾞﾙ、保証2.5億ﾄﾞﾙ）を受
けており、このことが多額の投資を可能にした大きな原因であるが、その際にも近代化計画の存在
が融資実現に大きな役割を果たした。
・近代化計画は工場側独自の計画策定途中という時期に実施されたが、計画確定の為の視野を広げ
高いﾚﾍﾞﾙのものを作るという指導的な意味あいでこの高い評価がされている。また、日本側援助の
意味あいを「構造」を作るための支援ということで明確な認識がされていることも協力内容とﾏｯﾁ
した原因となっている。近代化計画によるﾌﾟﾗﾝ作り、その結果としての資金確保、並びに市場拡大
という要因がうまく結びついて成功へとつながっている。また、山東省の支援という要素も大き
い。

 (*) から
2.投資金額・資金調達
1989年から外資2.53億ﾄﾞﾙ（ADB1.33億ﾄﾞﾙ、協調融資0.8億ﾄﾞﾙ、商業融資0.32億ﾄﾞﾙ）＋国内融資＋
自社資金により総額40億元の投資により設備導入・改善（社会資本含む）が進められた。比率では
国内資金と国外資金がほぼ半々である。ADBの融資条件は10年据置き20年返済（ﾄﾞﾙ返済）であり
2000年から返済が始まる。上場に伴い集団公司と上場企業の負担は分担、整理され、生産関係は主
に上場企業、生活関連は集団公司が返却することになっている。また、上場に伴う資金調達で中型
圧延設備を導入している。
1986年以降1998年までの総投資は50億元であり、このうち80％が生産関連、20％が生活関連であ
る。
○ｾﾐﾅｰ …… 鉄鋼工場の管理方法、改善技術

 その他の状況
ｸﾞﾙｰﾝｴｲﾄﾞﾌﾟﾗﾝの対象工場。（省ｴﾈ計画を工場策定後、省へ申請したところ活用の指示があり実
施）
計画策定時（1986年）の売上2.5億元、生産で粗鋼11万ﾄﾝ、鋼材8万ﾄﾝ、技術者2,000人から1994年
（予定）では、売上25億元、粗鋼102万ﾄﾝ、鋼材61万ﾄﾝ、技術者7,000人へと急激な拡大をしてい
る。開発面でも国家が定める規準（設備の種類等）では全国52位にﾗﾝｸされている。（1994年12月
現地調査結果）
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査

実績額（累計） 29,129 千円
　資金不足により当面1st stepとしてETL及びShear Lineの現状
幅（514m/m）でのCost Minimum設置を希望。これに沿って
1986.11～1987.1投資実施、概算見積提示を行ったが、計画は実
施に移れてい
     ない。
1999.10現在：追加情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Shanghai No.10 Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 12.03 人月 (内現地2.46人月)

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

団長 氏名  平尾　隆 新日本製鉄(株)

所属  (社)日本鉄鋼連盟嘱託（新日鉄） 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
上海第十鋼鉄廠
　張　寄生

調 査 団 員 数 4（うち国内作業 1） 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.17～6.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　上海市、上海第十鋼鉄廠

総事業費
　2,512百万円（F.O.B JAPANﾍﾞｰｽ）

計画内容
　・上海第十鋼鉄廠は1956年に設立、1984年の総生産量は63.7万ﾄﾝ、主要製品は熱間圧延
    帯鋼、冷間圧延帯鋼・電気ﾌﾞﾘｷ・電縫管で、中国における貴重なﾌﾞﾘｷ工場の一つであ
    る。本調査では既存設備を可能な限り有効に利用し、電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造を可能とす
    るための近代化案を策定した。
　・小規模の老朽化した設備で構成されたﾗｲﾝを抱えているため現有する設備を本来あるべ
    き健全な姿に保つための施策。
　・食缶用ﾌﾞﾘｷの様な高級品を製造するために必要な設備と作業の改善及び製品品種の拡
    大。
　・経済指標の一層の向上を目的とした設備と作業の改善策。
　・原材料の品質改善
　・生産品質管理、設備管理、教育訓練等の充実による管理の高度化。
　・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨその他の周辺条件の設備
　・本近代化により、食缶用電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造が可能となり、全量を食缶用製品の製造
と
    することを目標とする。具体的に必要となるものは、酸洗、冷間圧延、調質圧延連続
焼
    純、電気ﾌﾞﾘｷ、煎断の各ﾗｲﾝの設備新設並びに改造である。
　・ﾌﾞﾘｷの生産量は、1984年実績の1万ﾄﾝに対し、4段階のｽｹｼﾞｭｰﾙをへて2～3万ﾄﾝを目標と
   する。

提言内容は、生産管理、品質管理について、一部
改良が国内の技術協力によって実施された。

 提言内容の現況に至る理由

1.規格幅を700㎜～1.2ｍに変更せざるをえなくなった。
2.ﾌﾞﾘｷ原材料の薄板の供給不足。
3.生産目標が3万ﾄﾝ/年から6万ﾄﾝ/年に変更された。

 その他の状況
・ﾌﾞﾘｷ生産は、上海と武漢の2工場のみであり、需要が1985年で50万ﾄﾝ、1995年には70万ﾄﾝと見込
まれるのに対して供給は10万ﾄﾝにも満たない状況である。
・日本側提案は、現在までのところ生かされていないが、新日鉄との関係はいまだ保たれており、
工場側は日本に再診断を希望している。
・1994年3月現在、上海第十鋼鉄廠は韓国POSCOとｺﾝﾀｸﾄしている模様である。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査

実績額（累計） 37,699 千円
1999.10現在：追加情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Shin Jia Zhnang Iron
& Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 15.62 人月 （内現地3.72人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

団長 氏名  松田　安弘

所属  (社)日本鉄鋼連盟嘱託（神戸製鋼） 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
石家庄鋼鉄廠
　于　洪（石家庄鋼鉄廠々長）

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.16～6.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　河北省・石家庄市

総事業費
　215億円（F.O.B Japan）

計画内容
　・石家庄鋼鉄廠は58年設立、粗鋼生産13万ﾄﾝの高炉、製鋼、圧延設備を持つ銑鋼一貫
    製鉄所で、すでに1991年を目標とし35万ﾄﾝに拡大する計画が策定されていた。本調
    査はこれらを前提とし、工場診断を実施し、その結果に基づき既存工場設備の活用
    を基本とした製造技術と生産管理技術に関する近代化計画を立案した。
    製鉄工場：高炉、燒結工場の設備、操業面の改善、原料ﾔｰﾄﾞ計画の策定等。
　・製鋼工場：操業改善に関する提案、高級鋼製造に対する設備的配慮、ｽｸﾗｯﾌﾟ処理、
    耐火物寿命延長策等の提案等。
    圧延工場：既存工場の改善事項と対策についての提案及び新棒鋼圧延工場建設に当
    たっての留意事項の提言等。
　・その他、生産管理、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理、品質管理、設置保全管理、環境管理、教育訓練等
    についても提言を行った。

　近代化計画策定後に中国の需要の拡大、需要製
品の変化（高級化等）が起きたため工程面の設備
も能力面を中心にそれに応じた変化が起きている
が、その基本的な方針は近代化計画を踏まえてお
り環境保護への投資（工場の都市部立地という条
件から必要とのこと）、生産ｺﾝﾄﾛｰﾙのｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化
等の計画では取り上げられた以上の改善がなされ
たものもある。一方、提案内容のうち改善が進ん
でいない主なものとしては電炉工場における連続
鋳造設備導入（計画中）、圧延新工場建設により
圧延工程の集約があげられる。（1994年12月現地
調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

　末実現と一部実施の遅れが発生した原因としては資金面の不足がある。当初は上部機関と工場で
生産品目の考えの食い違いにより資金調達がうまくいかなかった（現在は解消）ため自己資金のみ
で改善を行わなければならなかった他、現在も「総投資の30％以上の自己資金確保が国家による援
助の前提になる」「銀行借入は国家方針のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでないと難しい」等の問題がある。（現在は投
資額のうち自己資金40％、銀行借入30％、国援助30％）。来年上場し資金確保目指す予定とのこ
と。他工場への技術移転については計画策定後に交流実施等一般的な内容は行われたがその後の大
きな進展はない。
　近代化計画に対する率直な評価としては、製鉄工場のような大規模工場を対象にした場合、期
間・人員が不十分になってしまい役にたったことは間違いないが十分な深みのあるものにまでには
ならなかったという印象、市場の変化が特にそうしたことを大きくしたとの意見があった。
　次期5ヵ年計画においても重点工場となっており粗鋼生産100万ﾄﾝ体制実現のための設備増強が計
画されている。（1994年12月現地調査結果）

 その他の状況
　当工場（会社）は1994年に有限会社化。近年の国内需要の順調な拡大により生産販売高も拡大し
ており1993年時点で従業員数7,027名、粗鋼ﾍﾞｰｽ63.4万ﾄﾝ、鋼材17.5万ﾄﾝを生産、売上8.1億元、利
潤8,700万元（1985年時点では従業員数5,038名、粗鋼ﾍﾞｰｽで13.2万ﾄﾝ、鋼材109万ﾄﾝを生産、売上
9,064万元、利潤1,382万元）となっている。（1994年12月現地調査結果）
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査

実績額（累計） 56,882 千円
1987.       契約
1990.11.1   当該工場より藤倉電線(株)に下記報告と要請があっ
た。
(1)技術交流を継続したい。
(2)F/Sﾚﾎﾟｰﾄで提案のあったCase-1の実施を希望している。
(3)押出し機の導入を中国政府に要請している。
(4)難燃ｹｰﾌﾞﾙの技術導入を希望する。
上記に対し藤倉電線(株)にて対応検討中。資金面での制約がﾈｯｸ
となって、計画が大幅に遅れている。

1999.11現在：進捗状況不詳

案　件　名 英 The Study for the Factory (Electric Cable)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 19.16 人月 （内現地4.16人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1986.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  清水　正夫

所属  藤倉電線(株)被覆線事業部被覆線技術部 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 2 担当者名（職位）

現地調査期間 86.8.25～9.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　約17～8億円（38百万元、うち設備費30百万元）

計画内容
　・ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ生産量：5,500km（現行約 3,300km）
　・品質目標      ：国際的規格（IEC,BIS,JIS）への合格
　・原材料単位    ：国際水準達成
　・労働生産力    ：設計目標達成
　・機械設備      ：1970年末または1980年初の
                    国際水準達成
　・その他        ：試験分析法の改良、教育訓練の徹底

実施経過
　1990年　操業開始

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設中（770万元）
第8次5ヵ年計画で設備導入を計画
　　　設備導入費用…2,500万元（予定）

生産工程・管理面での実績：
 (1) 在庫管理方法の改善
 (2) 調達方法の見直し
 (3) 従業員教育
 (4) TQCの導入
 (5) 品質ﾚﾍﾞﾙの向上

 提言内容の現況に至る理由

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設が一次中断した理由
 1. 国から認可がおりなかった。
 2. 資金、土地の手当ができなかった。

 その他の状況
改善実施は一部に留まっているとの評価で、完遂するよう努力中。さらなる計画導入を図ってい
る。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
工場（濱州ピストン）近代化計画調査

実績額（累計） 58,797 千円
　本実施計画の機械設備と技術指導についての具体的な検討のた
め、1987年に調査団が来日し、1988年2月～3月の青島商談会を実
施。商談会では、円高による大幅なｺｽﾄ高とそれの吸収のための
中国側当該工場生産品買上げ要求に対する対応不充分の理由で商
談は西欧側企業に傾いた模様。尚、日本側企業でなく西欧企業か
ら購入する方向で検討するように山東省の指導も強く打出され流
れの方向が変わった。
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Piston) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 22.32 人月 （内現地5.52人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1986.12

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  宮島　信雄

所属 (社)日本プラント協会 技術部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
STATE ECONOMIC COMMISSION,P.R.C.
BUREAU OF IMPORT AND EXPORT
　倪　根仙（NI GENXIAN）
（国家経済委員会進出口局、副局長）

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 86.8.31～9.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　山東濱州ﾋﾟｽﾄﾝ工場

総事業費
　2,593,500千円うち外貨分2,593,500千円

計画内容
　本ﾋﾟｽﾄﾝ工場近代化のための改善提案に基づく機械設備とそれに伴う教育訓練とﾉｳﾊｳ・技
術指導等の実施計画は溶湯精製・鋳造・熱処理・機械加工・検査・金型・治具切削工具・
ﾋﾟｽﾄﾝ製造専用機の各専門技術分野ごとにその重要性、緊急性を考慮して3期（1期=2年）に
分けた計画内容となっており、各期ごとに独立機能をとり、2期にまたがらないよう配慮し
ている。

　旧式の設備が多く精度も品質管理（教育は行った）も悪い。
　また英国、ｲﾀﾘｰから導入した機器は使いきれずに放棄されていて不要の長物になってい
る（仕様を理解しないまま押し付け輸入させられたものと思われる）。

結果として省のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして投資額714万元
（1988-1990）で改善が実施された。承認が得ら
れなかった原因としては、①資金制約、②当時ま
だ全国1位企業でなく優先順位が低かったこと、③
中央企業が有利になること、等があげられた。実
際の投資は、①建物（150万元）、②外国設備
（200万元）、③国内設備（300万元）、④ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀ導入（200万元）に活用されている。この投資額
の減額により、一部設備は内製せざるをえない等
の状況になっている。管理面については、生産工
程に比べれば比較的実施された内容が見られた。
（1994年12月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

1988年くらいから当工場独自の改善を実施しており、その主な柱は、①管理ﾚﾍﾞﾙの改善、②設備導
入（4台輸入）、③開発力強化、④教育実施、の4点からなる。その成果が除々に現われ始めた（全
国1位）頃、更なる改善策としてJICAの近代化計画が実施された（計画の総投資額は6,800万元
=25.9億円）。しかし、実際に1988年に工場側が策定した上部国機関に提出した計画は、1,800万元
（一期分5年）となった。金額差は全額を申請した場合、承認が得にくいとの工場側の判断による
ものであるが、その内容についても近代化計画の内容を参考にしたとは言うものの異なる点も多い
ものとなった。これは資金をはじめ、当時の工場の事情を考慮した結果とのことである。さらに
1,800万元の計画が国の承認を得られず規模縮小へ
近代計画の評価については、①日本側が品質、技術面の改善の比重が高かったのに対し、結果とし
て工場側は量拡大を指向したこと等の食い違いが出たこと、②知りたい技術についてﾉｳﾊｳとして拒
否されたことが指摘された。全体として、近代化計画を評価し活用していこうという姿勢は乏し
かったと思われる。
また、近代化計画策定後、日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ並びに中国側双方の考えにより日本への調査団派遣が実
施されている。（1994年12月現地調査結果）

 その他の状況
濱州ﾋﾟｽﾄﾝから現在山東ﾋﾟｽﾄﾝに改名。計画策定時1985年の売上920万元、生産量100万個、従業員
600人から1993年には売上1.25億元、生産量370万個、従業員1,100人へと国内市場拡大に伴い成長
し、1988年以降は中国最大のﾋﾟｽﾄﾝﾒｰｶｰとなった。ﾕｰｻﾞｰも山東省から中国全国へと拡大し一部製品
はﾁｪｺ、米国等への輸出も行っている。製品構成は市場変化によってﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用からｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞ
ﾝ用へと移行している。（1994年12月現地調査結果）
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
工場（沈陽・大連ガラス）近代化計画調査

実績額（累計） 83,914 千円
・大連ｶﾞﾗｽ工場においては「改造工事にかかわる保証問題」
  で行き詰まり、何回か北京で商談が行われたが、新設に変
  更された。
・沈陽ｶﾞﾗｽ工場は2～3回にわたり技術的な接触があったが、
  現在では中断している。
・日本ﾒｰｶｰが「ｷﾞｬﾗﾝﾃｨ」、「金額のﾈｺﾞ」に抵抗すると考え、
  別の形でないと実現は困難とみられる。
・日本ﾒｰｶｰから「中国ｶﾞﾗｽ設計院」への技術移転（有償）を行
  い、ﾊｰﾄﾞのｷﾞｬﾗﾝﾃｨなしなどの工夫がないと具体化は困難と
  みられる。
　1992年12月調査により両工場とも改造が実施されたことを
  確認した。

1999.11現在：進捗状況不詳

案　件　名 英 The Study for the Factory (Glass) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 26.20 人月 （内現地5.70人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1986.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  呉　信二

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
　倪　根仙（副局長）

調 査 団 員 数 3,7,3 担当者名（職位）

現地調査期間 61.7.7～7.14／
61.7.7～7.20／
61.7.13～7.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　A　大連市大連ｶﾞﾗｽ工場
　B　沈陽市沈陽ｶﾞﾗｽ工場

総事業費
　A　　 435,800千円　　　　　すべて外貨分
　　　1,730,352千円　（ｹｰｽⅡ）

計画内容
　A　大連ｶﾞﾗｽ工場
　 　○生産工程は引上機の更新新設のみを行い、その他は少々改造を行うこと。
　 　○特に、品質管理を徹底するために最小限の計測機を追加すること。
　 　○生産工程のﾃﾞｰﾀ採集・採取が少ないので、日常のﾃﾞｰﾀ採集を励行し、工程管理
       を十分に行うこと。
　B　沈陽ｶﾞﾗｽ工場
　 　○近代化目標達成を3段階に分け、それぞれの目標を達成するための近代化を行う
       こと。
　 　○特に、原料調合ｼｽﾃﾑの改造窯槽構造の改造は第2段階の目玉である
       ので行うこと。

提言内容は、生産管理、生産工程、品質管理につ
いて、一部実施された。

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT

大連ｶﾞﾗｽ工場：
1988年改造提案に基づきｲｷﾞﾘｽより技術導入（684
万元）し、生産額、利益も順調に増加。
沈陽ｶﾞﾗｽ工場：
省ｴﾈを中心に1988年10月に改造を終了。炉の設備
はｲｷﾞﾘｽ、ｱﾒﾘｶ等より購入した。

両工場とも日本以外の国の技術を導入し、改造実
施済みであるので、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了したものと
みなされる。

 提言内容の現況に至る理由

・工場側及びﾒｰｶｰ側の改造に伴うｷﾞｬﾗﾝﾃｨの考え方の不足
・円　高
・日本側ﾒｰｶｰにとって、二昔前の技術であり、ﾒｰｶｰも消極的であった。

 その他の状況
大連：かまどの溶解状況の改善を通して、ｶﾞﾗｽ原液の品質を向上させ、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量を減少させ
た。優良製品率が93％向上した。
沈陽：改善後、ｴﾈﾙｷﾞｰ節約が著しい。ｵｲﾙの節約は年間2847ﾄﾝに達した。しかし生産管理、品質管
理のﾚﾍﾞﾙの向上が、さらに必要。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和
広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査

実績額（累計） 46,003 千円
　提案された計画に対して鉱山側からの要請を受けて有色金属工
場公司のｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞで大学教授、研究員、大型機械ﾒｰｶｰ、鉱山社員
等からなる対外的な研究会が2回開催され内容の検討と改善策の
再設定が行われている。その後鉱山内に実施を担当する改造委員
会が設立されて改善を行った。（1995年1月現地調査結果）

1999.10　現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 Modernization Program for the Kwangsi Mine in
the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 15.57 人月 （内現地4.11人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  大田　光弘

所属  三井金属資源開発(株) 工事本部工事部長 相手国側担当機関名 国家経済委員会企業技術改造診断辨公室
　光　中（主任）
　朱　　（副主任）調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 87.3.2～3.31
87.7.21～7.31

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　大廠銅坑鉱山採鉱部内
　（細脈帯型鉱体開発）

総事業費
　1,402,329,000円

計画内容
　1　坑内火災対策
　 ・現状の通気系調査と密閉箇所の指摘
　 ・通気系統変更計画立案

　2　採鉱法の変更
　 ・採鉱計画立案
　 ・基幹開坑計画立案と実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　 ・近代化のための導入機械

　3　近代化に要する経費

　当初の日本側計画では改善策を「緊急課題」と
「採鉱法を中心とした近代化計画」に分けた実施
が立案されたが、中国側は市場の高品位産物への
ﾆｰｽﾞの拡大、鉱山の主体的経営への移行という環
境への変化に対応する為一本化したうえで改善を
実施している。
　また、提案内容の主内容である「坑内火災の鎮
火」については当初計画通りの方法で1988年10月
から1991年12月に実施され無事鎮火した。「通気
方法の改善」については1989－1992年にかけて当
初計画通りの改善がされ、その後最新方式の導入
によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟが行われた。一方、「採鉱方法の
変更」については、当初計画では「1､2号鉱体は1
次はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄｰﾋﾟﾝｸﾞ法、2次は上向充填採掘法」
「3号鉱体はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄｰﾋﾟﾝｸﾞ法と上向充填採掘
法」とされていたが、①対象鉱山が低品位中心で
投資回収が難しい、②投資額が大きく資金確保が
できないという理由から「全ての鉱体に対して分
段空場法」が採用された。日本側策定の際には鉱
山側との話し合いが十分なされ納得のうえでの提
案であったが、結果としては上記の理由からこう
なったとのことである。採鉱方法が変わったこと
により導入設備についても変更が見られる。投資
額は合計で3,600万元（1995年1月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

　投資資金の確保については「借入枠の拡大」等の国による支援は行われなかった。資金の借入返
済はﾄﾞﾙで行われており、人民元の切下げで返済額の増大という問題も発生している。技術移転に
ついては行われておらず、鉱山の技術性格上難しいとの意見であった。
　日本側による計画策定を受けたことについては、①技術的啓発、②採鉱法指導、③仕事への姿
勢、④海外情報、等において極めて高い評価がなされた。問題点としては、実施段階で出てきた問
題へのﾌｫﾛｰの必要性があげられた。（1995年1月現地調査結果）

 その他の状況
この近代化の実施により1987年と1994年の生産量（精練後）は錫が5,300t→13,700t/年、鉛が
1,200t→3,500t/年、亜鉛が5,500t→22,000t/年へと拡大している。1994年売上は6億元。（1995
年1月現地調査結果）
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和 工場（合肥化工廠）近代化計画調査 実績額（累計） 31,922 千円
1988年に相手国より視察に来日。工事見積書提出（第2段階、丸
紅仲介）その後進展なし。

（合肥化工廠）
近代化計画後、市場経済化の中で業況の不振と資金繰り難とな
り、生産工程の改造は第1段階の中間段階に留まっている。主要
設備の日本からの導入も日本企業との価格交渉での合意に達して
いない。これまでの投資額は900万元で50％を自己資金、残りを
銀行借り入れで調達している。今後も近代化計画を継続していく
方針であるが、資金調達及び需要の低迷が課題となっている。計
画生産目標（PVC）の15000万ﾄﾝ/年に対し現状では同7200万ﾄﾝに
留まる。生産管理面では提言に沿って改善を進めており効果もみ
とめられる。

1998.10現在：ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後のｺﾝﾀｸﾄはない。
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Hefei Chemical Works)
Modernization Project in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 15.63 人月 （内現地3.61人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1987.9

コンサルタント名 電気化学工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  広田　孝

所属  電気化学工業(株)設備部部長代理 相手国側担当機関名 国家経済委員会
  朱（企業技術改造診断辨公室副主任）
  美徳群（企業技術改造診断辨公室處長
         工程師）

調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 0.0.0～0.0.0

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　安徽省合肥市合肥化工廠ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙ工場

総事業費
　第1段階機器代金　 21,760 万円
　第2段階　 〃 　　 46,800 万円
　第3段階　 〃 　　 56,450 万円
　上記金額は機器代金のみで、工事費用技術料等は含まない
　　　（日本国内調達ﾍﾞｰｽで算出した）

計画内容
　1. 合肥化工廠のﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙの本質ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ法
     同業他工場に比し中低位にある。また、製造可能品種も限定されている。
　2. 近代化の計画は3段階に分けた計画を提案した。
　　第1段階：既存設備の小改造によりﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを計る。
　　第2段階：重合及び乾燥全系列を新設し併せて、生産技術と生産管理の
             向上を行う。
　　第3段階：将来に備えた近代化計画

　以上の内、第2段階までは是非実施する必要がある。

生産管理、品質管理について、一部提言内容が参
考にされた。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
設備の改善については、主に国内調達による。検測機器は輸入に頼っている。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和
工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査

実績額（累計） 32,928 千円
1999.11現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Aluminium)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 19.67 人月 （内現地3.67人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1987.8

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  山本　昭治

所属 ユニコ　インターナショナル(株)中国室長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　篩光中（企業技術改造診断弁公室主任）
貴州省経済委員会
　劉　懐（副主任）

調 査 団 員 数 2 担当者名（職位）

現地調査期間 87.2.12～3.4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　貴州ｱﾙﾐﾆｳﾑ工場第1電解工場

総事業費
　102.5億円

計画内容
　熱流・電解設備
　陽極焼成炉
　その他付帯設備
　・近代化計画の目標
　　(1) 環境問題の改善　 (2) 生産効率の改善
　　(3) 年間1万ﾄﾝの増産　(4) 労働生産性の向上
　・近代化計画の内容
　　(1) 現有縦型ｾﾞｰﾀﾞｰﾍﾞﾙｸﾞ炉からﾌﾟﾘﾍﾞｰｸ炉へ転換を図る。
　　(2) 現有第2電解工場の炉形式を採用する。
　　(3) 操業管理体制を確立する。

以上によりﾋ素排出量1.0kg/t-Al以下が可能となり電力源単位の向上、
年間15,000ﾄﾝの増産4.6倍以上の生産性向上が可能である。

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実
施された。

 提言内容の現況に至る理由

報告書提出後、資金的な理由により計画は実施されなかった。しかしながら、第一電解工場は環境
問題で操業ｽﾄｯﾌﾟになった。1992年に第一電解工場の改造を行うことにしたが、日本案はその後の
技術革新もあって不採用となった。現在はｽｲｽの提示した案で実施される見込み（1993年度現地調
査）。

 その他の状況
第7次5ヶ年計画で一部改造が実施された。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和 工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査 実績額（累計） 11,116 千円
この間の生産性の向上においては大きな役割を果たしたとの評価
があった。（1994年12月現地調査結果）

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Xiang Yang Bearing)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 18.50 人月 （内現地3.40人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.6

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  寺井　昭

所属 NTN東洋ベアリング(株) 取締役中国室室長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（進出口局副局長）
　朱　（弁公室副主任）調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　湖北省襄燮市

総事業費
　（未積算）
　うち外貨分2,083.6百万円

計画内容
　1. 鍛造ﾗｲﾝ導入
　2. 熱処理設備改造
　3. 研削盤・仕上機導入
　4. 各種検査機器導入
　5. NC旋盤導入
　6. 研削盤の改造

　1. 近代化を行う前に、現状生産工程の解析を十分に行う。
　2. 測定機の導入を計り、上記解析を行うとともに作業長以下の技術向上を
　   計る。
　3. 生産工程中各生産要素のｱﾝﾊﾞﾗﾝｽを改善する。

近代化計画において提案された改善内容は実施時
期の遅れ（7～8次計画中に完了予定が9次計画内
にずれこみ）が一部見られるもののほぼ全て実施
済もしくは実施中。
輸入設備等の購入の提案が国産設備におきかえら
れるｹｰｽは目立ったが計画通りの成果をあげてい
るとのことで、工場の現状を踏まえた変更であり
問題とはなっていない。この間に行われた投資額
は近代化計画による提案以外も含めて4550万元、
うち外貨は300万ﾄﾞﾙで外貨は主に加工機の輸入に
利用された。投資資金の確保は内部留保と銀行か
らの借入れ。
一部未実施、実施の遅れがでた原因については、
①資金面（大規模設備には代替案）、②原材料品
質（事前予算との違い）、③国産設備低精度（要
求通りの品質にならない）の3点があげられた。
（1994年12月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
1993年5月株式会社化。株主構成は国家70％法人10％従業員20％。計画策定時1986年の生産量931万
ｾｯﾄ、売上6,500万元が1993年には生産量1,714万ｾｯﾄ、売上33,356万元へ順調に拡大。この背景には
市場が拡大をしたことに加え株式会社化による経営権の拡大が十分に機能し市場にあった製品の開
発や適切な投資による生産性並びに製品品質の向上が行われたことにより市場におけるｼｪｱも拡大
したことがあげられる、今後も乗用車のﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの製造を予定。（1994年12月現地調査結果）
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和
工場（常州トラクター）近代化計画調査

実績額（累計） 20,803 千円
(1)1987年12月、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の副工場長および技術者2名を日
本へ招聘し、提案した工場近代化についてわが国の工場における
具体例を各地で紹介した。
(2)1988年6月、生産技術者5名による専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟが訪中し、常
州 ﾄﾗｸﾀｰ工場において工場近代化の指導を行った。

1998.10現在：新情報・変更なし
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Hand Tractor)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 17.06 人月 （内現地6.12人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  須藤　昌宏 井関農機(株)

所属  井関農機(株) 取締役 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　李弘道（進出口局局長）
　王　毅（進出口副処長）調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 87.1.11～1.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　江蘇省常州市　常州ﾄﾗｸﾀｰ工場

総事業費
　158億円
　うち外貨分（158億円）

計画内容
　ﾊﾝﾄﾞﾄﾗｸﾀｰ工場の近代化を実施して、品質向上を図り製品を国際ﾚﾍﾞﾙまで、引き上げ、ま
た生産性の向上と製品種類の多様化を図ることを目的とする近代化計画。
　近代化の範囲は以下の通り。
　1. 生産工程の近代化
　　(a) ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ加工
　　(b) ｽﾌﾟﾗｲﾝｼｬﾌﾄ加工
　　(c) ﾌﾟﾚｽ加工
　　(d) 溶接加工
　　(e) 製品塗装
　2. 生産管理の近代化
　　(a) 設計管理
　　(b) 調達管理
　　(c) 在庫管理
　　(d) 工程管理
　　(e) 製造・検査設備管理
　　(f) 教育訓練
　　    ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用
　(*)へ続く

設備：（費用は1,891万元）
　　　(1) FTCﾗｲﾝ（国産化）
　　　(2) NCｾﾝﾊﾞﾝ
　　　(3) ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの設備をﾊﾝｶﾞﾘｰ
　　　    より導入
　　　(4) 塗装ﾗｲﾝをｱﾒﾘｶより導入

改善：(1) 工程変更
　　　(2) 金型標準化規定作成
　　　(3) ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使った生産管理

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が参考にされた。

 提言内容の現況に至る理由

資金不足、製品開発能力の不足、労務問題などで実施は遅れている。
第8次5ヵ年計画期中の完了をめざしている。
　(*)から
3. 品質管理の近代化
　(1)結論
　 ・近代化計画実施により、年産8万台と多品目化（4種類）が達成できる。
　 ・常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の技術、管理水準は高いので近代化の効果は大きいと確信する。
　 ・基本を守ること、基礎を充実させることが最重要点である。
　 ・近代化計画実施により、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場は中国の模範工場となり得ると確信する。
　(2)勧告
　 ・現有設備で年産8万台は困難であるので、必要な予備措置を講じ、近代化を実施する。
　 ・ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽの是正、段取りの改善、調整作業の排除及び既存設備の改善で、ある程度の生産増強
    が図れるので、早急に改善を実施すべきである。
　 ・品質不良となる原因（素材不良、錆の発生粗雑な品物の取扱い）を排除し4sの徹底を図る。
　 ・ﾌﾟﾚｽの安全は真剣に取り組むべき最重要課題であるので、近代化案をすぐ実行する。
　 ・NC機、ﾛﾎﾞｯﾄ、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入に当たっては、事前検討と要員訓練を十分行う。

 その他の状況
現在、井関農機(株)との関わりはない
1991年より2回にわたり井関農機は数人の研修生を受け入れ技術指導を行った。それに基づき常州ﾄ
ﾗｸﾀｰ工場は独自に工場の近代化を遂行している。
第7次5箇年計画で改造が国内調達により一部実施された。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和 工場（瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査 実績額（累計） 34,021 千円
実施の目途がたっていない。

1999.11現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし案　件　名 英 The Study for the Factory Shen Yang Grinding

Wheels Plant Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 15.86 人月 （内現地3.40人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1987.9

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  石坂　晃

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪根仙（進出口副局長）
　宗庚辰（瀋陽市計画経済委員会副主任）調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 87.3～（3週間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　遼寧省瀋陽市

総事業費
　約11億円（29百万元）
　　（1元=37.93円）

計画内容
　ﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石の攪拌混合、成形、焼成、仕上加工、検査等の各工程の生産技術及び設備
　を改善し生産工程、生産管理、品質及び公害防止に関し、先進的な国際ﾚﾍﾞﾙに到達せし
　める。
　対象設備：攪拌機、成形ﾌﾟﾚｽ、焼成炉
            仕上加工機及び検査設備等
　1)近代化計画の目標：対象製品はﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石とし
　　・1980年代初期の先進国の技術水準を目標とした計画の作成
　　・経済性を考慮した半自動化ｼｽﾃﾑの採用
　　・品質改善を最重点目標とする
　2)近代化計画の内容
　　・攪拌混合工程……ﾌﾟﾘﾝﾀ付ﾃﾞｼﾞﾀﾙ秤量計の採用粘結剤技術の
　　　　　　　　　　　導入他
　　・成形工程　　……金型密着成形方式の採用
　　　　　　　　　　　半自動化ｼｽﾃﾑの導入他
　　・焼成工程　　……新型ｼｬｯﾄﾙ窯の採用他
　　・仕上加工工程……ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞ穴仕上機の設置他
　　・検査工程　　……ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾉｷﾞｽの採用
　　・品質管理の推進

品質管理面を中心に、教育、品質ﾚﾍﾞﾙの設定
QCｻｰｸﾙの強化などが工場側として実施されてい
る。

 提言内容の現況に至る理由

近年の外貨不足によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定が厳しくなり、優先度の点で他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等に比べて遅れて
いる。
第8次5ヵ年計画の中でも、その位置づけが不明確である。
・1990年ごろに第一差輪庁の要人の来日があり、調査団長に電話が入っているが、調査団長は海外
出張中でその後の連絡はとれていない。

 その他の状況
具体的な改善提案は明示している。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和
工場（沈陽鋳造廠）近代化計画調査

実績額（累計） 6,691 千円 相手国側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査により資金の不足、生産量の減少により改造提案
は実施に移されていないことが判明した。
第2工場は取り壊しの方向にある。
1999.11現在：その後の情報は全くない。
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Shen Yang Foundry
Plant) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  平野　仁郎

所属  石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
　倪根仙（副局長）

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 86.11.10～11.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

　工場近代化は最新式生産設備機器を導入すれば達成できると考えることは非常に危険で
ある。その理由は新設備機器の導入には、それらを効率的に操業するための生産技術と生
産ｼｽﾃﾑを必要とするからである。これらの技術やｼｽﾃﾑは現状の生産において蓄積されたも
のを見直し、改善することによって実施されなければならない。（設備のように外部から
買うことができないものである。）
　それ故に第1に現状の生産ｼｽﾃﾑと生産技術の問題点を全て抽出し、その原因を分析し、整
理し、原因別に対策をたて実施し、その結果を評価する。そして第2に新生産設備機器に十
分対応できる生産ｼｽﾃﾑと生産技術を見通してから新生産設備機器を導入するべきである。
　第1、2工場の改造を提案。

　いまだ実施されていない。
 提言内容の現況に至る理由

　企業内部の変化により、市場の売れ行きが悪く、業務が沈滞しているため。

 その他の状況

　第8次5か年計画で一部実施予定。（第1工場）
　合弁による自動車部品工場の建設計画を推進中。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62 報告書提出後の状況

和 工場（重慶ポンプ廠）近代化計画調査 実績額（累計） 6,981 千円 相手側担当機関よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに対し、特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1999.11現在：情報は入っていない。
2003.3現在：新情報なし案　件　名 英 The Study for the Factory (Chongqing Pump

Factory) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 14.39 人月 （内現地10.93人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  田矢　孝也

所属  石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
　倪根仙（副局長）

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 86.11.10～11.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

1. 工場運営の視点より
　機械加工工程：現有設備の効率的運用を計り、工作機械の知能化（ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入）
を推進する。工場全体を広く見回しながら機械加工工程の近代化を進めていくことが大切
である。
　組立工程：工場のﾚｲｱｳﾄ・設備の配置を改善し、物の流れや保管方法を改善しなくてはな
らない。ﾌﾞﾛｯｸ組立方式を導入し、作業効率と品質を向上させる。倉庫・運搬ｼｽﾃﾑの改善を
図る。
　検査工程：小型から大型まで4種類に機種を分類し、それぞれに適応した検査方法と設備
を導入し近代化を推進する。測定の自動安定化を図る。
　生産管理部門：生産管理部門の課題は生産の多様化に伴う情報処理の高度化であると言
える。そのﾂｰﾙとしての電子計算機ｼｽﾃﾑが不可欠であり、このようなﾂｰﾙを駆使して多様化
に対応することが生産管理部門の使命といえる。

2. 工場全体の観点より
　戦略的経営の確立：近代化計画の目標とするところは生産能力の増強と品質の改善であ
るが、多様化・高度化に対応するための柔軟な管理ｼｽﾃﾑを構築する必要がある。また技術
内容の高度化・多様化に対応するための販売管理ｼｽﾃﾑ設計管理ｼｽﾃﾑの確立を図る製品の設
計改良、並びに付帯機器の設計改良、製品構成の拡充を推進する。
製品構成と市場戦略：顧客の要求が益々多様化・高度化するなかでこれらのﾆｰｽﾞに対応す
るため新製品開発に力を入れ、いろいろな製品を市場に投入していく必要がある。また、
全製品群としての構成について、全体の統制とﾊﾞﾗﾝｽに特に留意すべきである。
　報告書の位置付けについて：本報告書は以上のような観点からまとめられたものであり
同時に計量ﾎﾟﾝﾌﾟの生産という、特殊な生産ｼｽﾃﾑについて長年の経験と最新の工作機械・電
子計算機・ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱの技術動向を調査し、それを加味して作成している。計量ﾎﾟﾝ
ﾌﾟの生産という特殊な生産ｼｽﾃﾑ、即ち多品種小量の受注生産において、機械加工・組立・
検査工程等の混合の生産形態における最善の方策を述べていると同時に、生産ｼｽﾃﾑの問題
をどのようにとりあげていくべきかを示しているものと考える。

　生産管理、品質管理について、提言内容を参考
に国内調達により改善が行われた。
　報告書提出から1993年までに行われた具体的な
改善内容は
　　　工場配置の変更
　　　新倉庫建設の予定
　　　機械設備の導入
である（1993年現地調査結果）。
1994年10月現在
　第8.5計画において約800万元の投資により近代
化実施中。M/Cについては中国製を導入したが、
十分に稼働していない。
　今後新倉庫を建設する予定。

 提言内容の現況に至る理由

　中国側の資金難により計画規模を縮小して、国家計画に基づいて実施中である。第7次5ヶ年計画
では、700万元が承認済み。第8次5ヶ年計画においては、800万元を予算要求中である（1993年度現
地調査）。

 その他の状況

　製品の品質が顕著に改善された。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
工場（重慶合成化工廠）近代化計画調査

実績額（累計） 65,460 千円
　中国工場（太原有機化工）近代化計画調査時（1996年）に、同
業種の生産能力調査をしたところ、重慶合成化工廠のﾌｪﾉｰﾙ樹脂
生産能力は1万ﾄﾝ/年となっていることが判明した。調査時点で
は、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂1,500ﾄﾝ/年、成形材料2,500ﾄﾝ/年・成形材料6,000
ﾄﾝ/年であったので、ほぼ目標に近い生産能力増強を実施したこ
とになる。尚、海外からの技術導入をしたとの情報は無いので、
報告書の内容を十分に活用したと判断している。
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Chongqing Phenol
Resin Plant) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1988.7

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  鈴木　浩

所属 三菱油化エンジニアリング(株)四日市支社長 相手国側担当機関名 四川省重慶合成化工廠
　周　恩（社長）

調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 87.10.7～10.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　重慶合成化工廠近代化計画に関して、現地調査の結果を踏まえ、生産管理、生産工程に
ついて提案を行った。
　このうちで近代化計画に要する費用は生産管理面の費用は約38百万円、生産工程面で。
約2,875百万円が見込まれる。

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実
施された。

その後変化なし（1993年度現地調査）。

 提言内容の現況に至る理由

工場自体の外貨不足のため、中国製機器による一部改造、生産管理面の合理化以外には実現されて
いない（1993年度現地調査）。

 その他の状況
改善はさらに必要であり、第8次5か年計画で追加の改善を予定している。1991年に日本からの提案
をﾍﾞｰｽにして新たな近代化計画が作成され重慶市に提出された。3,600万元の予算規模だが1993年
末現在承認されていない（1993年度現地調査）。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
工場（鄭州ボーリング）近代化計画調査

実績額（累計） 54,682 千円
1. 1988年9月工場側より新製品の技術導入希望があったので、
   工場の近代化の早期実施を要望した。
2. 1988年12月調査当時の工場長杜　祥氏は、江南省経済技術
   開発区建設計画指導組副組長に転任した。
3. 1989年1月工場側との交信により、外貨予算の取得が困難な
   模様であることが推察された。
4. 1991年6月に前工場長が別件で来日し、新製品の生産技術導
   入検討のための技術資料の要望があった。資料はただちに
   送付したが、1991年11月現在反応はなし。
1998年10月現在、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後の交流はない。工場長の
交代、中国内の情勢変化により工場の方針が変わったものと推察
している。提言については、かなりの部分が採用・具体化された
模様。
1999年10月現在、同工場との交流は絶えた状態が続いている。

案　件　名 英 The Study for the Factory (Zhengzhou Hole Made
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 17.00 人月 （内下地4.40人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.8

コンサルタント名 鉱研工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  加藤　信一

所属  鉱研工業(株) 相手国側担当機関名 ・中国国家経済委員会企業技術改造診断辨
公室処長　姜徳群氏
・鄭州勘察機械廠長　杜祥氏調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 87.10.28～11.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
近代化生産規模は、調査時点の年産62台を1990年に110台とすることとし、そのための近代
化策を以下の通り提言した。
1. 経営組織をﾗｲﾝ･ｽﾀｯﾌ組織とし、これに基づく具体的な生産管理組織。
2. 生産手配は、すべて生産管理部が伝票を発行することによって行う。
3. 鋳造については (1)鋳造に温度管理 (2)成分分布 (3)作業環境改善。
4. 熱処理については (1)熱処理用鋼材の導入 (2)焼準温度の改善 (3)加熱炉
   など近代化設備の導入
5. 機械加工は (1)9台の近代化主要工作機械と若干の附属設備の導入
   (2)作業指示の明確化。なお工場側計画の設備更新と建屋増築を確認。
6. 溶接および組立は (1)作業基準の作成実行 (2)近代化溶接機、切断機の導入。
7. 治具の積極活用と切削工具の集中研磨による能率と品質の向上。
8. 生産管理については、設計管理、調達管理、在庫管理、作業管理、工程管理
   の近代化と改善の具体策。
9. ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用は最初の段階として調達管理と在庫管理を対象とする。
10.品質管理は (1)検査ﾃﾞｰﾀの活用 (2)検査器具の完備 (3)品質保証体制確立。

以上による近代化設備導入は輸入品が1.47億円、中国製品が22万元であり、提言と合意さ
れた事項が計画通り実行されれば、この投資は1994年までに回収が可能であると策定し
た。

提案された改善項目については、ほぼ全て実施さ
れていた。設備の導入を中心とする生産工程の改
善では導入設備は全て中国製とのことだったが、ｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀｰの導入等の一部内容については計画以上
の進展が見られた。
生産・品質管理面の改善においても生産管理・計
画の一元化をはじめ各内容が専門部門の指導のも
とに行われていた。（1994年12月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

中国製設備の導入となった理由については、①輸入品が高価格なこと、②ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ補修部品入手
が便利なこと、の2点があげられたが精度的には中国製で満足できるとのことであった。近代化の
為の投資額は1993年までで1390万元、1990年までで730万元（計画では1989年までで686万元）で全
て内貨となっている。投資資金のほとんどが内部資金によるもの。近代化計画はこの間の当工場の
生産性向上、製品品質の改善に大きな貢献を果たしたとの評価がなされた。近代化計画の問題点と
しては、中国における変化が激しいために策定当時は最善のものであった計画が陳腐化してしまう
ことまた、中国の国の状況を日本側が必ずしも理解できていないことがあげられた。
調査実施時は政府の指導による生産が強かったが現在では企業の自主権が拡大した結果「市場」へ
の適応の必要性が何度も強調され「品質管理委員会」「営業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ」等の取組みがなされてい
た。今後については更なる改善の為の日本をはじめとする先進国からの設備、技術の導入等が求め
られた。（1994年12月現地調査結果）

 その他の状況
当工場は近代化計画策定（1988年）後、市場ﾆｰｽﾞにあわせ製品構成を大型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ機械に特化し比
較的順調に生産を拡大している。また、立地に伴う周辺環境面への配慮から鋳鍛造部門が別会社
化、技術者数は75名から167名に増加しており開発を中心に技術力向上への積極的な取り組みがな
されている。その他内製が非効率な部品については外部からの購入を進める等の変化も見られる。
（1994年12月現地調査結果）



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 439

2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
工場（沈陽医療機器廠）近代化計画調査

実績額（累計） 55,432 千円
1988年10月報告書をJICAに提出し弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了した。その
後福岡放射線(株)は技術輸出を前提とした社内体制を検討し関連
商社と協議に入った。
福岡放射線(株)は同工場にﾌﾞｯｷｰ撮影台の試作品を作らせてみた
が、品質がおもわしくないこと、また製品の値段が韓国品並であ
り沈陽工場に作らせるにはﾒﾘｯﾄがないことがわかった。その後、
同工場とﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)との間で進展はない。
計画案はほぼ採用され、費用分担が決定した（国：地方：工場
=5：4：1）。
現在、技術面、経済面の評価を中心にF/S報告書を独自に作成
中。

1999.11現在：進捗状況不詳

案　件　名 英 The Study for the Factory (Shenyang Medical
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  佐藤　健一

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 88.2～（3週間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　沈陽医療機器廠のＸ線装置製造工場は創業以来約35年を経過している。設備・製造技術
は旧態依然としているため製品の品質、製品製造の効率が悪い。
　調査団の提言する改造案、即ち、1)医用Ｘ線発生装置、2)Ｘ線管装置、3)透視撮影台、
4)関連機器、5)塗装・鍍金の「ﾊｰﾄﾞ技術」及び、1)工場管理、2)工程管理、3)品質管理の
「ｿﾌﾄ技術」を実施することによって、国内同業他社製品に匹敵する製品となり市場では当
該品は優位となる。また、当時の生産台数100台/年を1,000台/年に引き上げる。費用は内
貨分1,160千元、外貨分9,200千元を見込んでおり、1990年6月の操業開始を予定している。
　上述の計画を早期に実施するためには、ﾘｺﾒﾝﾄﾞする日本の装置製造ﾒｰｶｰから技術導入す
ることが望ましい。

調査団の提言に基づいて、沈陽医療機器廠は沈陽
医療管理局と具体計画を検討し日本への調査団の
派遣を計画した。また、日本側製造ﾒｰｶｰもその受
入準備を開始した。
1989年6月の中国国内の動乱によって、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
は停滞していたが、その後生産管理、品質管理に
ついて、提言内容を参考に改善がおこなわれた。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
上記の通り、弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1988年10月完了した。
1990年に日本視察を実施ﾒｰｶｰを訪問。中国側は日本との技術提携の可能性を検討中。
中国国内での技術移転はｵｰﾌﾟﾝな形で行われておらず、本工場への診断が他工場へも波及するとは
言い難い。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査

実績額（累計） 48,765 千円
　1999.11現在：　変更は特に無し。

案　件　名 英 The Study on the Factory (Nanchang Valve Works)
Modernization in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.12

コンサルタント名 岡野バルブ製造(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  山崎　裕

所属  岡野バルブ製造(株) 取締役 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 88.3.2～3.23

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

1. 鋳鋼工場、機械加工工場、生産管理、品質管理についての工場近代化案を提言.
2. 設備面では、鋳鋼製造設備、機材加工設備、品質管理用測定器、試験設備の導入を提
案。
3. 管理面では、工場長直轄の専門部門を設け、企業の総合的管理体系を担う組織とするこ
   とを提案。
4. 近代化による生産量を4000t/年（27％増）とし、設備投資資金を19億5,700万円と見積
   った。

主な改善実施内容は以下の通り。

設備投資資金額700万元（提案の約10分の1）

①一部必要設備（吹付加工機械、平車式鋳物熱
 処理ｽﾄｰﾌﾞ他）の導入
②調達・倉庫・設備管理の改善
③品質管理基準に国際標準採用
④品質管理組織の改善
⑤ｶｽﾄｽﾁｰﾙ生産の改善
（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）

 提言内容の現況に至る理由

診断後、第7次5ヵ年計画期間に700万元（近代化計画の提案は約2000万ﾄﾞﾙ）を透視して改善提案の
一部分のみが実施された。市場経済の流れの影響、経営者の3回の交替、製品構成の拡大のしすぎ
（窓枠等への進出）により、経営が悪化した。改善が行われなかった原因として、投資金額が工場
の現状に比べて余りに多額であったことも指摘された。現在、債務超過事態にあり、生産額は
354.3ﾄﾝ（診断時1637ﾄﾝ）、売上高284万元（診断時1020万元）、職員も実質的に生産活動に従事し
ているのは200－300名に過ぎない。元々技術ﾚﾍﾞﾙが上位に比べ高くなかったことも経営悪化の大き
な原因として指摘された。（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）

 その他の状況
日本側の調査については、①工場の問題点に対し比較的全面で建設的な意見、対策がなされた、②
調査団は知識、経験両面で極めて優秀であった、との高い評価がなされている。
当工場は中国ﾊﾞﾙﾌﾞ工場の中位の上ｸﾗｽのところであるが、江西省内では重要な位置にある為に選定
された（他の大手工場は日本企業との交流が既にあった為、対象とならなかった）。
（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
工場（韶関ショベル）近代化計画調査

実績額（累計） 63,764 千円
・西ﾄﾞｲﾂよりｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｼﾝｸﾞの技術と設備を輸入し、改造を実施中
である。

・当工場は株式会社化され（有限責任公司）、会社名も韶関新宇
建設機械有限公司に変更されている。それに伴い組織も変更され
た。登録資本金は4680万元、持株比率は従業員80％、国家20％で
ある。
・新製品は建設用ﾀﾜｰｸﾚｰﾝ、ﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄを製造しており、ある程
度の需要がある。（1999年度現地調査結果）

案　件　名 英 The Study on the Factory (Mixer) Modernization
in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.12

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  和田山　登

所属 石川島播磨重工業(株)機械鉄構事業本部専門部 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 88.2.26～3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

　韶関ｼｮﾍﾞﾙ工場の現地調査に基づき、工場近代化計画について問題点をあげ、下記項目に
ついて改善、改良の要点を指摘した。

1. 管理機能
　1) 管理部門
　2) 製造 〃
　3) 生産管理
　4) 品質保証体制

2.　生産体制
　1) 工場の配列
　2) 作業場内の整備配列
　3) 補助工場の活性化

　上記の他、近代化実施のｽｹｼﾞｭｰﾙ経費、設備投資の経済効率についても言及している。

・生産管理、生産工程、品質管理について、報告
書の提言に沿ってほぼ全て実施されている。
1989年から1993年までの間の投資額は4000万元で
ある（1993年度現地調査）

1.設備導入・生産工程
　提案内容は多くが完全実施もしくは一部実施さ
れた。主な実施内容は、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ増設、金属加工
工場におけるLCA機の制作・投入、吊上装置活
用、製缶工場における半自動溶接機拡充、大型板
曲機導入、熱処理工程における60ﾄﾝ油圧ﾌﾟﾚｽ導入
等である。第二期（第3－4年度）分として提案さ
れた内容についてもほぼ同様であり、中小物部品
加工工場統一等が実施された。
2.生産管理
　調査で問題となった減速機の機械加工に関し
て、減速機を外注するようになり機械加工の問題
はなくなったが、減速機を加工していた現場作業
員が余剰となり機械と作業員が遊んでいる状況で
ある。溶接工程については、調査で提言した「ｱｰ
ｸ溶接の替わりにCO2溶接に変更する」ことが実施
されており、溶接の効率化は達成されている。し
かし溶接箇所のｶﾞｽ切断が不揃いで溶接のﾋﾞｰﾄﾞが
荒れている。ﾛｰﾙ曲げ加工も新しい機械を導入し
てﾛｰﾙ精度が良くなったが、大径のﾛｰﾙ曲げ加工は
天井ｸﾚｰﾝを使いながら板曲げを行っており、安全
上問題がある。現在、ISO9001取得（1999年12月
に取得予定）の準備をしている。（1999年度現地
調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

　1988年の診断後、第7次及び第8次5ヵ年計画において、国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして認められた。1993年
末まで、国家計画に従って計画的に投資が行なわれている。今後とも工場の作成した改善計画に
従って続けられる予定（1993年度現地調査）。

 その他の状況

　広東省の建設需要の高まりもあって、生産量も調査当時の5倍、生産額では10倍と順調に増加し
ている（1993年度現地調査）。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63 報告書提出後の状況

和
工場（湖南印刷機械）近代化計画調査

実績額（累計） 38,911 千円
　これまでの投資額1,600万元のうち40％以上の772.4万元は1993
年度に行われており、近代化のｽﾀｰﾄはかなり遅れたが、これは生
産管理面を中心にした改善の効果が1992年度くらいから出て業績
が改善したことで国からの資金借入が可能になったからである。
当工場は投資資金の70％を国からの借入に依存しており、国の計
画に完全に投資金額がﾘﾝｸしている。近代化の結果「1ﾛｯﾄの生産
が3ヵ月から1週間に短縮された」「品質において2級の国家認定
を受けた」等、生産効率、品質の改善効果も顕著である。（1995
年1月現地調査結果）
　1999.11現在：新たな進展なし。

案　件　名 英 The Study on the Factory (Hunan Printing Press)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.12

コンサルタント名 三菱重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  坂手　彰

所属  三菱重工業(株)生産技術部主査 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 88.3.2～3.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1. 生産管理面について、下記の採用を提案した。
 (1) 「小ﾛｯﾄ順送り生産方式」と「部品・ﾕﾆｯﾄ中心の生産形態」
 (2) 組立日程を基準とした、日程管理

2. 生産工程面については、生産能力増強、製造品質向上、生産方式の改善
 の3つの観点から、次の提案を行った。
 (1) 鋳造品質向上のため、老朽化した鋳造設備を改造、更新する。
 (2) 重要部品の機械加工設備と生産増加に伴う不足設備の増強
 (3) 機械加工設備のﾗｲﾝ化
 (4) 定置式組立方式の採用
 (5) 総組立・試運転工場の空調設備新設

3. 設備投資
 　以上の近代化実施のため、1988年～1992年（目標年度）の4年間に於ける、段階的な設
備
 投資案を提示した。

　提案された内容については当初計画に比べ遅れ
は見られるものの生産工程、管理両面において着
実に実行されつつある。1989－1993年度の近代化
のための総投資額は、1,600万元であり、1994－
1995年度で更に少なくとも1,500万元程度の投資
が行われる予定となっている。工作機械等の一部
未導入の設備についてもこれによりほとんど導入
が完了する見込み。これまでの投資額1,600万
元。

　近代化計画の指導を受けたのは省の連絡で存在
を知り工場側が希望したものであり、その最大の
目的は国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに参加することで、国からの
資金援助の獲得を容易にすることにあった。近代
化計画を通じて資金獲得を実現しただけでなく、
特に管理面において先進的手法の導入ができたこ
とに対し高い評価があった。工程の中では特に
「組立工程」への指導の評価が高かったがこれも
管理面の改善による生産性の向上が可能なためと
思われる。（1995年1月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　当工場は1993年度の実績で売上5,350万元、利益1,600万元、生産量431台、従業員数2,080人であ
り、調査時点88年度実績（売上1,202万元、生産量207台、従業員1,823人）に比べ、国内需要の拡
大もあり順調に業績を拡大している。調査時点では単色印刷機械のみの生産を行っていたが、その
後独自で多色印刷機の開発にも成功し、生産台数の約20％（80台）を占める等、製品構成の高度化
も着実に行われている。（1995年1月現地調査結果）
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 63 報告書提出後の状況

和
工場（上海大隆機械）近代化計画調査

実績額（累計） 9,662 千円
大隆機械廠基建科陳培濂氏からの書簡では、提案した改善案を
除々に進めているとのこと。
精練設備の一部については、西ﾄﾞｲﾂからの輸入が成約されてい
る。
（上海大隆機械廠）
近代化計画での提言に基本的には沿っているものの、当初、ｽﾃﾝﾚ
ｽ二次精練用に導入を計画していたAOD炉は、その後のｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽの
値上がりからｺｽﾄ高となりVODC炉に変更している。1990年11月に
西ﾄﾞｲﾂから輸入設備を建設済で、調整後、本格稼働の予定であ
る。今後の需要確保にも懸念ないとみられており、生産数量も現
在の年3万ﾄﾝから5万ﾄﾝへの増産が期待できる。今後は生産管理面
での改善に注力していくとしている。

　1999.11現在　先方のその後の状況については、全く承知（関
知）しておりません。

案　件　名 英 The Study on the Factory (Shanghai Mechanical
Works) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鉱・非鉄金属

最終報告書作成年月 1989.1

コンサルタント名 大同特殊鋼(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  常世田靖一

所属  大同特殊鋼(株)海外技術協力部主査 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 88.10.24～10.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1. 現地本格調査に基づく基本的合意事項
　　（1988年5月22日国家経済委員会と調印）
　1) 生産品についての品質（溶剤の気泡と非金属介在物）改善のため導入
　　 すべき二次精練設備の検討
　2) 二次精練設備の導入に関連して、歩留の向上生産能力の増大の検討
　3) 生産品高度化へ対応（溶剤ﾍﾞｰｽ）
鋼塊 19,533→28,180t/月　ｽﾃﾝﾚｽ　207.5t/月→10,818t/月
鉄鋼　8,890→21,820t/月　定合金 8,043t/月→25,455t/月
 計  28,443　50,000t/月

2. 提言の概要
　(1)AOD法の推奨
　　　 対象溶製鋼（主にｽﾃﾝﾚｽ鋼、低合金鋼）に要求される品質仕様
　　　 （〔O〕〔H〕〔N〕〔Pb〕〔S〕〔P〕）を満足するためDH、RH、AOD、
　　　　VAD、LF(V)法を比較しAOD法を推奨した。
　(2)電気炉操業法の改善
　　　 酸素富化＋C－Injection法による電力源単位の改善
　　　 高電圧、低電流操業への移行
　　　 操業ﾊﾟﾀｰﾝの変更
　　　 　　　（電気炉）溶解－(AOD)精練、成分、温度調整
　(3)二次精練導入に伴う、生産管理上の留意点

Ar ｶﾞｽの値上がりにより、AOD法の採用を取りや
め、VODCを検討中。
C－Injection基本試験完了し、実操業への組み入
れ予定。
生産管理、品質管理について提言内容が一部実施
された。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
工場（力風塑料成型機）近代化計画調査

実績額（累計） 49,118 千円
　他工場への技術移転は同業1社（江西省）から14人、3日間受け
入れを行い管理面を中心に実施したとのことであったが先方から
の依頼によるものである。省、工場共に当工場を核にした技術移
転を行うという発想はない。日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの交流についても
「行いたい」との意向はあるものの、積極的とは言えない。また
日本の企業との合併を考え、おととし手紙を送ったが、回答はな
くそのままになっているとのことであった。（1995年1月現地調
査結果）
1998.10現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study on the Factory (Lifeng Plastic Molding
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.2

コンサルタント名 (株)日本製鋼所

調
　
査
　
団

団長 氏名  谷口　勝真

所属  (株)日本製鋼所 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部課長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 88.5.30～6.19

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
現在の射出成形機、中空成形機の年間生産量165台を年間500台に生産能力を増加し、従業
員1人当りの、生産性向上を計る工場の計画に関して、生産工程と生産管理のそれぞれの面
から生産能力及び品質の向上を主眼として近代化計画を提案した。
1)生産工程面での近代化
 (1)機械加工工場の設備については生産能力且つ生産性の向上を計るために、中国の投資
可
  能範囲でのNC機械を導入する事を提案し､生産方式についてもｼﾞｮﾌﾞｼｮｯﾌﾟ方式をGT
（GROUP
  TECHNOLOGY）方式の採用する事を提案した。
 (2)組立工場の中小型射出成形機については組立方式をﾀｸﾄ組立方式に切替える事で生産能
  力の向上を提案した。

2)生産管理面での近代化
　調査、在庫、工程、設計、品質、設備、教育の各々の管理における問題点について、日
本の同種企業の経験と実績を基に、中国の体制の中で実施出来る対応策を提案した。

　近代化計画は7次5ヵ年計画（1986-1990年）の
途中で策定されたため、その間の予算手当ができ
ず8次計画（1991-1995年）の対象計画として日本
側提案内容がそのまま申請された。結局機械部か
ら承認されたのは計画のほぼ50％にあたる700万
元であり、工場の自己資金65万元とあわせて765
万元が近代化の為に投資された。この投資額の減
額により新設組立工場の規模が半分になり、生産
能力が当初計画の500台から300台へ縮小した他、
NC工作機の導入台数が半減する等の影響が出た。
有限公司化したとは言うものの投資資金の大部分
を国からの借り入れに依存しており、その他の調
達源を持たないことがこうした状況を生んでい
る。改善内容は基本的に日本側内容に沿ってお
り、特に生産管理面ではほとんどが実施されてい
る。しかし生産方式の変更（機械加工においてGT
方式採用、組立工程においてﾀｸﾄ方式採用）が実
施されていない原因としては、設備の未導入以前
に生産方式の意味合いに対する認識の不足、新方
式への対応力の欠如等があげられる。9次計画
（1996-2000年）において残り半分の投資内容が
認められほぼ設備の導入は終了する予定とのこと
である。
技術移転については他の分工場に対してもほとん
ど行われていない。（1995年1月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
計画策定時の1988年に比べ売上が600万元→3,000万元、生産台数165台→230台、従業員数150人
→222人、生産品目数5種→16種（市場ﾆｰｽﾞの90％に対応可）と拡大を見せてはいるものの市場経済
化により競争が激化した結果、現在の生産台数は生産能力（300台）の80％以下となっている。ま
た需要の10％程度については品質面の問題から受注できない状況にある。有限公司は現在、米国、
ｲﾀﾘｱの2社とそれぞれ合併について準備を行っている段階。（1995年1月現地調査結果）
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1 報告書提出後の状況

和
工場（陝西印刷機器）近代化計画調査

実績額（累計） 51,693 千円 1990.5　　　 廠長以下幹部追放
1990.11～12　新廠長（馬徳欽）以下4名来日
1991.4～1992.12　一機種について技術提携の交渉に入り、現在
継続中
（1992.11中国技術進出口總公司にて技術ﾈｺﾞ、価格ﾈｺﾞ合意、調
印済み）
1993.2　　　 契約発効
1993.5　　　 技術資料引渡し
1993.7　　　 技術資料説明の為、技術者派遣
1993.9　　　 技術者（6名）受入ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
1993.12 　　 1号機CKD部品出荷
1994.7　　　 組立、調整、試運転指導の為、技術者派遣
1994.8　　　 1号機完成ﾃｰﾌﾟｶｯﾄ

2号機以後の進展なし

2000.11現在：特に変更はなし

案　件　名 英 Feasibility Study of Renovation for Shaanxi
Printing Machinery Plant

調 査 延 人 月 数 3.50 人月 （内現地2.30人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名 富士機械工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  濱田　久光

所属  富士機械工業(株) 相手国側担当機関名 陝西印刷機器廠
　金　明浩度長　　94.6交替

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 88.11.25～12.15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

(1) 生産管理面、生産工程面の近代化
　現地調査で問題点を摘出し、中華人民共和国の体制の中で実施可能な改善提案を行う。

 1) 管理組織の変更
 2) 事務機器の採用
 3) 工場内整理整頓、清掃
 4) 加工機械配置変更
 5) 治具工具の大巾採用
 6) ﾊﾟﾚｯﾄ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ採用

(2) 生産能力面の近代化
 1) 設備能力増強
 2) 先進国での研修
 3) 設計ﾉｳﾊｳの取得
 4) 先進国からの専門家受入
 5) 一部機器の購入

1991.11～1992.10　提言(2) 2)先進国での研修
                  (2名)
1993.9　先進国からの技術者受入(6名)

生産能力面の近代化（1993年度現地調査）
　ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入を初めとして、生産工程の近
代化を行っている。
　生産管理・財務管理（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの導入）

 提言内容の現況に至る理由

　提言(2) 3)～5)に関しては、対象機器について中国側が実情にあわない高級機を求め、技術両面
に対する金額的評価に食い違いがあった。
　提言(1)については、実施の見通しあり。

 その他の状況
日中技術交流会を通じ、更に2名の研修生を1993年1月受入実施。
全体の投資額は、第7次および第8次5ヶ年計画で2,700万元とかなり圧縮されている。
1994年10月　研修生2名帰国
1997年11月　研修生2名受入
1998年10月　研修生2名帰国
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1 報告書提出後の状況

和
工場（上海合金工場）近代化計画調査

実績額（累計） 39,223 千円
当初は第9次5ヶ年計画期間中に実施の予定があったが、第8次5ヶ
年計画（1990～1995）中へと繰り上げが認められた。現在、第1
段階の熱間圧延、溶解、外削、鍛造設備の改造と一部新鋭設備の
導入に向けての準備段階にある。資金的には政府より借り入れ許
可枠として1500万元（うち外貨147万ﾄﾞﾙ、調達金利も1/2の4.7％
にまで低減）が既に与えられている。設備は国産品を主体に一部
輸入する予定であるが、設備調達ｺｽﾄは、調査時の3200万元から
約2倍に増加するとみられ資金調達に問題を残している。

2000.10現在：変更なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Alloy Plant) in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 5.11 人月 （内現地2.80人対）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1990.1

コンサルタント名 (株)古河テクノマテリアル

調
　
査
　
団

団長 氏名  河野　充

所属  (株)古河テクノマテリアル 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　副主任　朱
　科長　　馬雁鳴調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 89.3.6～3.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
第一段階：熱間圧延工程の設備改善（または新設）を主とし、同時に溶解、外削および鍛
造
　　　　　設備についての大型化対策を行う。
　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　371.9百万円
　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1995.1～1996.12

第二段階：太物伸線機の設備新設およびその他伸線設備の大型化対策を行う。
　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　122.7百万円
　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1997.1～1998.12

第三段階：大型ﾎﾟｯﾄ炉の新設およびその他焼鈍設備の改善を行う。
　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　182百万円
　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1999.1～1999.12

1997年現在、特に進展無し  提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
1. 技術資料
　1) 上海の合金工場製各種線材ｻﾝﾌﾟﾙの試験結果
　2) 日本のｼﾞｭﾒｯﾄ線の概況
2. 技術講演会
　1)　熱電対、補償導線及び抵抗合金の見通し
　2) (株)古河ﾃｸﾉﾏﾃﾘｱﾙにおける各種工場管理の現状
  3)上海合金工場を診断しての問題点
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1 報告書提出後の状況

和
工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査 実 績 額 （ 累 計 ） 53,598 千円 1994.10現在

　報告書に沿って近代化を実施しており1993年までに約
5500万元を投資し、これによって生産能力は目標17000ﾄﾝ
を達成した。安全教育にも取り組み労働環境も改善し労
働意欲も向上している。
2000.11現在：情報は入っていない。

案　件　名 英 The Study on the Factory (Lanzhou Petro
Chemical Machine) Modernization Program in
the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  力石　浩二

所属 石川島播磨重工業(株)海外事業本部技術部部長 相手国側担当機関名 国家経済委員会　技術改造司処長
　王　毅

調 査 団 員 数 3 担当者名（職位）

現地調査期間 1.11.18～11.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

工場側から次のような近代化要求があった。
1) 固有技術の開発・改善を進め、国内及び国際市場における競争力をつける。
2) 年間生産量を数年内に1万ﾄﾝから1.7万ﾄﾝまで引き上げる。
3) 製品の品質向上をはかる。
4) 製品の納期を守る。
5) 新機種（より高温、高圧、より低温並びに耐蝕等）に参入する。
6) 石油化学工業市場（大型石油精製工業及び肥料、繊維、ｶﾞｽ化学等）に進出
する。
以上の要求を踏まえ、調査団としての工場近代化の基本方針を次のように提示
した。
1) 企業体質強化
　 企業の活性化、管理能力強化、人的資源の能力開発
2) 顧客の信頼獲得
　 生産量、品質、納期保証の厳守
3) 技術開発、新市場開拓
　 自動化、半自動化の推進、大型化、厚物への挑戦、ｽﾃﾝﾚｽ･ｱﾙﾐ部門の強化。

　報告書に沿って実施している。
　現在までに実施した主な内容は212台の新
規機械設備の導入、安全教育である（1993
年度現地調査）。

 提言内容の現況に至る理由

　資金問題のため計画を一部変更して実施している（1993年度現地調査）。

 その他の状況

　市場経済化の中で競争激化、人材の確保難等があり、合併等による積極的な外国か
らの技術、資金の導入が不可欠である（1993年度現地調査）。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1 報告書提出後の状況

和
工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査

実績額（累計） 76,461 千円 　報告書提出時の生産量約3,900ﾄﾝから1993年には6,000ﾄﾝに増加
し、売上額は約3.6倍となった。
2000.11現在：情報は入っていない。案　件　名 英 The Study on the Factory (Jinyang Air Seperation

Plant) Modernization Project
調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  和田山　登

所属  石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
外事司
処長　許　同茂調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 1.11.9～11.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

工場側から次のような近代化要求がなされた。
1) 製作期間の短縮
2) 製品の品質向上
3) 重点機種（空気分離設備、天然ｶﾞｽ液化分離設備）の呼称能力増大のための生産
　 体制整備。

　 これに対して、調査団として以下のような勧告を行った。
1) 製造設備：
　 生産部品の内外作区分を明確にし、その目的に合致した現有設備の改良・改善を
　 中堅技術者の養成を兼ね自工場で実施し、不足設備については若干の新鋭設備導
　 入を図る。
2) 製造技術：
　 低温工学技術で培った特異な技術を向上させ特殊分野の工事を伸ばすとともに、
　 特異技術の活用分野を新たに開拓することも必要である。
3) 生産管理機能：
　 より効率的な生産体制確立をめざし、工場独自の管理体制構築が必要である。
4) 品質保証体制：
　 品質保証体制を確立し、それを強力なｾｰﾙｽ･ﾎﾟｲﾝﾄとすべく各部門における品質検
　 査を徹底していく必要がある。
5) 他分野への進出：
　 本工場の持つ技術を生かして次のような新規分野を開拓することが可能である。
　 ・水素・ﾍﾘｳﾑｶﾞｽの分離
　 ・真空ﾎﾟﾝﾌﾟの製作
　 ・各種真空装置（真空蒸留装置、真空溶解、真空冶金装置、半導体製造装置等）
　 　の製作
　 ・ﾀｰﾎﾞ･ﾁｬｰｼﾞｬｰ、車輌用冷凍機の熱交換器類の製作、熱交換器の小型化、小型冷凍
　 　器への進出。

　計画は縮小されてはいるが提案の内容に沿った
改造がほぼすべての分野で行われている（1993年
度現地調査）。
　計画は縮小されたものの中国製M/C導入、欧米
各国から設備を購入した。

 提言内容の現況に至る理由

　第8次5ヶ年計画中に資金不足が生じたため計画を一部縮小し、1,500万元とした。1993年末まで
に、1,250万元を投資済みである（1993年度現地調査）。

 その他の状況

　生産量、売上高も順調に増加している。また品質の向上もこの工場の競争力強化を支えている
（1993年度現地調査）。
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 1～2 報告書提出後の状況

和 工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査 実績額（累計） 53,447 千円 相手側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査によって実施が確認された。
2002.3現在：新情報なし。案　件　名 英 The Study on the Factory (Liaoning, Dandong

Construction Machinery Works) Modernization
Programme

調 査 延 人 月 数 17.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1990.8

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 長山　光一

所属 石川島播磨重工業(株)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部　部長 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 王　毅（技術改造司処長）

現地調査期間 89.11.6 ～ 89.11.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

工場側から下記の近代化要求が出された。
1)固有技術の開発改善を進め、建設用油圧機器工場として模範的な地位を確保
する。
2)製品の品質に問題を発生させない。
3)工場全体の生産のﾊﾞﾗﾝｽをよくするとともに納期を守る。
4)より大型、高圧の分野の新種類を生産する。
5)1995年までに現在（1988／89年度）の年間生産実績、約5,000ﾕﾆｯﾄを12倍の、
約60,000ﾕﾆｯﾄのﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
6)1995年の従業員は現在の約2倍の1,000人程度にとどめ、生産性は6倍とする。

以上の要求を達成するために次のような提案をしている。
1)管理の改善　　　：企業体質の改善、生産管理の計数計画実施、
　　　　　　　　　　TQC体制確立、品質保証体制の確立
2)設備の増強、新設：鋳造工場新設（自動ﾗｲﾝ設備、ﾌﾗﾝ造型設備ﾗｲﾝ）
　　　　　　　　　　機械、組立工場新設（油圧ﾕﾆｯﾄ一貫生産設備ﾗｲﾝ）
　　　　　　　　　　および新製造技術の導入
3)技術開発　　　　：大型油圧ﾕﾆｯﾄ、歯車ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ、ｸﾗｯﾁｹｰｽ、
　　　　　　　　　　その他建設機械部品の生産導入。

　2段階の改造計画を立て、第1段階を実施
した。
　新工場を建設し、国産設備の設置を進め
ている。（900万元）
　第9次5ヶ年計画中に自動化ﾗｲﾝを中心と
した改造を進める計画である。

 提言内容の現況に至る理由

需要の伸びが大きく改造が急がれている。

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 1～2 報告書提出後の状況

和 工場（揚州捺染）近代化計画調査 実績額（累計） 45,880 千円 調査報告書提出後、国家経済委員会より一部設備購入の
ため外貨の割当があったらしく、中国繊維技術・機械輸
出入公司よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへ設備の引き合いがあった。
日本商社を紹介したが商談はまとまらず、ﾖｰﾛｯﾊﾟ製の
機械を購入したと聞いている（日本製の機械を購入する
意思がない様であった）。
近代化計画が進行しているのは事実である。
2002.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Yangchou Print) in the People's Republic of
China.

調 査 延 人 月 数 16.40 人月（内現地3.40人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1990.8

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 和田　正義

所属 東洋紡エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 国家計画委員会　企業技術診断弁公室

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 朱　変　（主任）、馬雁鳴　（科長）

現地調査期間 90.11.18 ～ 90.11.28 揚州印染廠

陳根強　（廠長）、方* 駿　（副廠長）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

実施機関
　国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　揚州印染廠

総事業費
　生産管理面の近代化　　4,200円
　生産工程面の近代化　659,100円
　生産能力面の近代化　594,500円
　　合　計　　　　　1,257,800円

実施内容
　製品計画（年）
　　晒　　1,000万ｍ
　　染　　3,800〃
　　捺染　1,600〃
　　先染　1,100〃
　　合計　7,500〃

　新増設々備
　　生桟検反機　2　　毛焼機　1　ﾊﾞｯﾄﾞﾛｰﾙ型糊抜機　1
　　連続精錬晒白機　1　ﾏｰｾﾗｲｽﾞ機　1　水洗乾燥機　1
　　連続染色機　2　中間検反機　1　連続樹脂加工機　1
　　防縮機　1　検反碼掛機　4　巻取機　6　自動包装機　1

　「アジアの繊維」誌の報道によると、揚
州印染廠と米国の宏大社（中国系私企業）
との間で合弁企業設立の調印がなされた模
様である。
　総投資額　　　4,769万ドル
　登記資本　　　3,846万ドル
　米国側出費　  2,000万ドル
　年間生産量　 ﾌﾟﾘﾝﾄ6,500～8,000万ｍ
　このプロジェクトの中で、製品構成、設
備配置、工場管理などの設計に当該報告書
が役立っていると推測される。
　1994年3月までに実施された近代化計画
は生産管理及び生産工程に近代化であり、
ほぼ完全に実施されている。生産能力の増
強については、国家からの生産制限もあり
実施しない予定（1993年度現地調査）。

 提言内容の現況に至る理由

　報告書提出後、工場改造計画を策定し国家に提出した。1991年末に国から2,706万元
の投資許可がおり、1994年3月までに技術改造計画の90％が終了している。

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2 報告書提出後の状況

和 工場（四川江北機械）近代化計画調査 実績額（累計） 64,709 千円 　1991年4月、前述の導入予定の機械類についての相談
を受け、技術的なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行ったが、その後の情報は
入っていない。
　2002.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study on the Factory  (Jiangbei Centrifugal
Separator Plant) Modernization Program

調 査 延 人 月 数 19.10 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大橋　昌弘

所属 石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 王　毅　（技術改造司処長）

現地調査期間 90.7.1 ～ 90.7.21

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

近代化の必要性
　当工場は中国最大級の遠心分離機製作工場であるが、その製品性能は品質は
国際水準から遅れている。また、産業界の要求の多様化により製品も多角化す
る必要に迫られており、
　*　製品開発能力と製造技術の向上
　*　生産管理機能の多品種少量生産体制への対応、が必要である。

このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行っ
た。
短期計画（1991～1994）
　1)　既存設備の改造
　2)　検査機器の近代化
　3)　LAYOUTの改善
　4)　工具管理改善
　5)　NC，MCの導入計画
　6)　保守要員教育

中期計画（1995～1999）
　1)　NC機付加改造
　2)　NC，MCの導入
　3)　高級検査機の導入
　4)　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入によるFMC導入計画準備

長期計画（2000以降）
　1)　FMCおよびFMSの導入・活用

　報告書に基づき、「第8次5ヵ年計画」及
び「10年発展企画」を作成した。
　「第8次5ヵ年計画」については政府の認
可が降りたので予算を考慮にいれながら、
ｽﾃｯﾌﾟ･ﾊﾞｲ･ｽﾃｯﾌﾟで推進する。
　第1段階として、教育用CNC旋盤、3次元
測定機、NC中型旋盤、NC立型旋盤を導入す
る予定になっている。（1991.4現在）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2 報告書提出後の状況

和 工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査 実績額（累計） 61,962 千円 　相手側担当機関とのｺﾝﾀｸﾄがないため、経過不明。
　1994.10現在情報はないが、一昨年に近代化計画を実
施したいが日本企業の技術援助が欲しい旨のｺﾝﾀｸﾄが間
接的にあった。
　2002.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study on the Factory  (Xiangtan Compressor
Production Plant) Modernization Programme

調 査 延 人 月 数 20.70 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 岡本　惇

所属 石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 王　毅　（技術改造司処長）

現地調査期間 90.6.  ～ 90.6.  

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

近代化の必要性
　中国の圧縮機市場は諸産業の機械化、自動化が進むなかで、そのようとは多
様化高度化している。当工場もこのような環境に対応すべく、生産品目の多角
化を図るために、
　*　製造技術の確立
　*　製品品質の向上
　*　多種少量生産体制の確立
　*　設備の更新など抜本的改善を行い工場体質強化が必要である。
このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行なっ
た。

第1期計画（2年間）
　1)　意識改革
　2)　教育ｼｽﾃﾑ確立
　3)　設計改良と標準化
　4)　工場ﾚｲｱｳﾄ改善
　5)　設備移転と投資計画

第2期計画（3年間）
　1)　設備投資実施
　2)　系列商品開発と電算機活用による設計の効率化
　3)　ﾊﾟｿｺﾝ利用による諸管理業務の効率化

第3期（5年間）
　1)　ﾐﾆｺﾝ導入による全社一貫管理ｼｽﾃﾑの確立
　2)　NC機導入及び恒温室設置により、生産性と品質の向上

 提言内容の現況に至る理由

提言内容の現況は暫定措置。

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2 報告書提出後の状況

和 工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画 実績額（累計） 50,383 千円 現在、相手側で調査報告書の内容を評価中であるが、
1991年夏の長江流域の大洪水に野影響により、遅延し
ている。
主担当官が病気入院中のために改造計画は行われていな
い。（1992年12月時点）

2002.3現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Changzhou Insulation Materials Factory) in the
People's Republic of China)

調 査 延 人 月 数 15.32 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1991.2

コンサルタント名 三菱化工エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 田村　和久

所属 三菱化工エンジニアリング（株） 相手国側担当機関名 常州絶縁材料総廠

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 殷仲林　（廠長）

現地調査期間 90.7.5 ～ 90.7.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：江蘇州常州市
事業費：小改造；687百万円（更新；2468百万円）
　　　　中改造；949百万円
概要：
　　BOPP（二軸延伸ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌｨﾙﾑ）；厚み15-20μ（4m幅）
　　年産能力1,000ﾄﾝの達成
　　 （現状では製品品質に問題があるため、生産はほとんどなし）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2 報告書提出後の状況

和 工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査 実績額（累計） 38,910 千円 2002.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Nanjing
Second Steel Mill) in the People's Republic of
China.

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 大同特殊鋼(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 別府　正義

所属 大同特殊鋼(株)海外技術協力部部長 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 技術改造司引進処

現地調査期間 90.6.4 ～ 90.6.17 王　毅　（処長）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.現地調査時における合意事項
　1.工場の年間生産量を特殊鋼主体に200,000tとする。
　2.改造については有効的に既存設備と既存工場建屋を利用し、改造時におけ
る生産休止をなるべく避ける。
　3.製品に国際競争力を持たせるため、国際規格による生産を行なう。
　4.製品の品質確保のため、国際的な先進技術、管理方法を採用する。
2.提言の概要
　1.特殊鋼生産のためには、原材料管理電弧炉での迅速溶解、炉外精錬、連続
鋳造、高熱効率加熱、二次加工設備等の新技術、新設備の導入が不可欠。
　2.環境保全への配慮が必要。
　3.計画立案－実行－結果確認－方針の確立のｻｲｸﾙを回転すること。

　製鉄工場、第一・第二圧延工場に投資を
行なってきた。1994年3月現在、報告書で
示されている第一段階が終了したところで
ある（1993年度現地調査）。

 提言内容の現況に至る理由

　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして指定されていない為、資金の調達が大きな問題
である。しかし、工場としては報告書に沿った改造を続けていく方針である（1993年
度現地調査）。

 その他の状況
　工場の売上は建設用丸棒を中心の伸びており、販売高も調査時点と比べて1993年は
約4倍に増加している。（1993年度現地調査）。
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2 報告書提出後の状況

和 工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査 実績額（累計） 51,471 千円 近代化計画の実施が具体化した模様である（完全実施か
部分的実施かは不明）。1993年7月に設備買付ミッショ
ンが来日。ワインダー・メーカーの村田機械（京都）他
を訪問したが、機械の買付は実現していない。外国メー
カーか自国製機械を購入した見込が強い。
1991-1995年に近代化計画に伴う投資を行った結果、生
産ラインは1990年代最新設備を持つ工場となり、品質
が改善、販売も拡大した。年間売上げは5億元、輸出は
4000万ドルとなった。（80％は欧米日韓香港等へ輸
出）。しかし、1990年代後半から競争が激化、アジア
経済危機の影響も受け、競争力確保のための投資を続け
ていたが収益は急激に悪化し収支はとんとん状態となっ
た。1997年から紡績産業は生産過剰を解決するために
国家レベルのマクロ調整（1997-1999年で老朽化した
1000万のスピンドルを減少される政索）が始まり、こ
の工場も1997年9.1万あったスピンドルのうち比較的古
いもの（品質は満たしているが）5.4万を1997年から
1999年にかけて廃棄した（第一、第二工場も廃棄実

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (The
Third Beijing Cotton Mill)  in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 16.80 人月（内現地4.04人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 仮本　憲功

所属 東洋紡エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 　対外経済貿易司　　帳恩* 　（副司長）

現地調査期間 90.6.9 ～ 90.6.29 　技術改造司　　　　王　毅　（処長）

　北京第三綿紡織廠　支美英　（廠長）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
施）

実施機関
　国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　北京第三綿紡織廠

総事業費
　紡績設備　　　2,737,805千円
　織布設備　　　2,736,583 〃
　用役設備　　　  932,850 〃
　　合計　　　　5,907,238 〃

実施内容
　長期生産計画（年）
　　　ｶｰﾄﾞ綿糸　　　5,227ﾄﾝ
　　　ｺｰﾏ〃　　　　 5,613〃
　　　織　物　　　 59,174千ﾒｰﾄﾙ

設備近代化の内容
　　〔紡績〕
　　　　新設　混打綿、ｶｰﾄﾞ、ﾗｯﾌﾟﾌｵｰﾏ、ｺｰﾏ、練条機、
　　　　精紡機改造　ｶｰﾄﾞ、練条機、粗紡機、精紡機、卷示機
　　〔織布〕
　　　　新設　整経機、糊付機、ﾘｰｼﾞﾝｸﾞﾏｼﾝ、ﾀｲﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ、
　　　　ﾘｰﾁﾝｸﾞﾏｼﾝ、績巻機、ｴｱｼﾞｪｯﾄ織機、検反機、その他

　工場では1991年からの第8次5ヵ年改造計
画を策定しその計画に基づいて投資を行っ
ている。今までの改造は主に、生産設備及
び生産管理の近代化である。1991年から
1995年にかけて約2億元が投資される予定
である（1993年度現地調査）。
　8・5計画（1991-95年）下に近代化計画
提案の中期計画に基づいて2.1億元を投資
し、ｽｲｽからの梳綿機2台、ｼｬｯﾄﾙ無し織り
機127台等を含め、技術改造を実施した
（1996-1997年も長期計画に基づき年
1,500-2,000万元を投資）。資金調達は銀
行からの借入が85％、自己資金が15％であ
る。生産管理面では生産管理を合理的にす
るための組織変更、TQC活動導入による品
質管理等が実施された。
第三工場は閉鎖されるが、近代化計画の提
案を実施する形で整備された機械は比較的
新しいために第一、第二工場へ移転して活
用される。経営管理を中心とする各種提案
内容は、対象工場の変化、環境の変化もあ
り修正が必要であるが、工場長ができるだ
け生かせる様に働きかけを行う予定とのこ
とである。（1999年度現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

　工場の策定した第8次5ヵ年改造計画に報告書提案の一部が採用されている（1993年
度現地調査）。

（*）から
工場の前半の工程部分は特に新しい設備が多く、ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らすと工程全体のﾊﾞﾗﾝｽ
が取れないために、第一、第二、第三工場をあわせて再編成し効率の改善を図ること
となり、1997年8月に第一、第二、第三工場全体が集団公司（北京京棉紡織集団有限責
任公司）となった。元々、各工場は独立した工場であったが、集団公司化は「北京市
の指導」「企業の判断」両方の力による。
第三工場は1997年からｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らしながら1999年8月まで操業を続けてきたが1999
年9月1日に生産を終了、閉鎖し、年末までかけて工場の生産工程の調整を実施する予
定である。生産は第一、第二工場に統合される。第三工場の従業員は半数は第一、第
二工場に配転し、半数は「分流」（工場外へ）される。全体の構造調整の結果、今年
は利益が確保できる見通し。工場跡地は不動産開発し、収益は紡績工場へ投資する計
画である。
第一、第二工場の生産品目は同様である。20番手程度の標準製品が中心であるが、10
番手以下の細ものの生産も可能である。
現在の北京第3工場の工場長は30歳。大卒後、1991年から工場勤務、1996年から工場長
となっている。（1999年度現地調査結果）

 その他の状況
2002.3現在：新情報なし



円

個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 456

2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2 報告書提出後の状況

和 工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査 実績額（累計） 54,528 千 （契約額:54,408/事前を含む:58,194） 90年3月に報告書を提出し､弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了した｡
その後同工場とﾕﾆｺ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)との間で進展はな
い｡

2002.3現在:進捗状況不詳

案　件　名 英 The Study for the Factory  (Liaoyang Pharmacy
Machinery Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 18.80 人月（事前を含む:20.4）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会　技術改造司引進処

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 王　毅　（処長）

現地調査期間 90.6.19 ～ 90.7.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:遼寧省遼陽市遼陽製薬機械省
事業費:227,223,000円
概要:
　1.調査対象製品 ｶﾞﾗｽ･ﾗｲﾆﾝｸﾞ反応機、及び化学薬品貯槽
　2.生産量 1,400台/年
　3.大型製品 10,000ﾘｯﾀｰ大型製品製造

特記事項なし
 提言内容の現況に至る理由

提言内容の現況は暫定措置。

 その他の状況
特記事項なし
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画 実績額（累計） 56,700 千円 　情報なし
　非公式な風評によると、あまり近代化は進展していな
いようである。
　2002.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 Study for the Factory (Anshan Tractor)
Modernization

調 査 延 人 月 数 16.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 三塚　康典

所属 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 中国国家計画委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 企業技術改造診断弁公室

現地調査期間 91.3.4 ～ 91.3.24 姜徳群　（副主任）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

下記のような提言を行い合意を得た。

近代化の基本的考え方
1)組織全体として長期、総合的見地からの戦略的対応
2)生産拡大には設備の増設よりもむしろ生産管理技術、既存設備の有効利用の
技術向上で対処する。
3)品質向上に関しては、治工具の工夫、品質管理技術を向上させ一部近代的設
備導入をはかる。
4)基本的環境（工場の基本設備、従業員の意識改革）を考えることが近代化の
第1ｽﾃｯﾌﾟである。

以上の基本的考えの下に3段階のｽﾃｯﾌﾟを踏んでの近代化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。
　第1期（1991～1993）　意識改革とｼｽﾃﾑの再構築
　第2期（1992～1995）　設備導入と技術充実
　第3期（1994～1998）　技術発展と新製品開発

 提言内容の現況に至る理由

提言内容の現況は暫定措置。

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（湖北機械）近代化計画 実績額（累計） 58,492 千円 （1992.6.13入手情報）
1)機電部は当廠を中国南方地域における専用機及びｽﾗｲ
ﾄﾞﾕﾆｯﾄの供給基地とし、重点企業に位置づけた。それ
に従い、工場改造のための投資を批准した。
2)機電部第六設計院で、工場建家を含む建家等の設計に
着手し、ﾌﾟﾗﾝﾄﾚｲｱｳﾄを完成している。
3)専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関し、問い合わせ
てきている。（本件、先方とのｺﾝﾀｸﾄを続けている。）
〈1994.10.20入手〉
・上記の専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関して、そ
の後部品調達を通じて可能性を検討してきたが、無理と
の結論に達し断念した。
2002.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Hubei
Machine Factory)

調 査 延 人 月 数 16.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.12

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  坂手　彰

所属  三菱重工業（株）生産技術部主管 相手国側担当機関名 国家計画委員会技術改造司　引進処

調 査 団 員 数 5 担当者（職位） 処長　王　毅

現地調査期間 91.3.1 ～ 91.11.13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.組立工程を中心とした生産方式と生産管理ｼｽﾃﾑに改める。

1)生産管理
・計画生産を改め、受注生産もしくは見込み生産形態をとる。
・組立日程を基準とした、生産計画と日程管理の方法を採用する。
・不良品の再発防止対策を強化し、工程改善によって品質を向上・安定せしめ
る。
2)生産工程
・組立工程は、ﾀｸﾄ組立方式を採用する。
・部品加工工程は、組立日程に併せた小ﾛﾌﾄ順送り生産方式を採用する。
・製品の品質向上のため、組立空間には空調されたﾕﾆｯﾄ組立場を新設する。
・歯車加工設備を導入し、内装能力を強化する。

2.設備投資
生産能力の増強と品質向上を目的とし、生産設備と一部建家の増設を含め、
1993～1995年の3年間荷役3,900万元（第2案5,200万元）の投資をする。

3.その他
1)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄと専用機の技術導入を図る。
2)生産計画は再検討する（目標が高すぎる。）

〈1992.6入手情報〉
1)八五計画において、総額4,654万元の投
資が批准された。
3期に分け
　第1期  674万元…既認可生産設備に投資
　第2期 2,980　建家を含む
　第3期 1,000　　　〃

2)精密組立棟を新設する。
3)鋳造工場を外部へ新設する。
4)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄとの専用機の技術導入を図
る。
5)その他
・報告書で提案した組織改正案に従い、標
準時間の見積業務を労働人事課から工芸科
へ移管する。
・組立中心の生産管理ｼｽﾃﾑへ改める。

 提言内容の現況に至る理由

・機電部が、中国南方地区の専用機の中心的ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとして指定した。
・自動車産業進行に従う専用機の需要が高まっている。
　（特に、武漢市内に建設中の自動車工場（ｼﾄﾛｴﾝとの合弁）への専用機の具体的商談
　　がある。）
等の理由により、報告書で提案した内容を上回る規模の改造案が実行に移される予定
である。

 その他の状況
2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現存
しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（広州鋼管）近代化計画 実績額（累計） 37,950 千円 1.1993年には、左記のうち中規模改造（第2案）を検討
しているとの情報であった。（ドイツのメーカーと技術
交流中）
2.1995年10月に広州鋼管に状況確認したところ、新立
地、新ライン建設（第3案）を採用し、実行中との事で
ある。
3.1998年6月、1991年の調査当時の上層組織「広州市冶
金集団総公司」の冶金関連部門を総集して、広鋼集団が
構成された。広州鋼管工場は、この広鋼集団の一部門と
して組み入れられることになった。広州鋼管工業は依然
として国有形態のままである。（1999年度現地調査結
果）
4.2000年8月、広鋼集団の一部門としての｢広州鋼管廠
有限公司｣が設立された。
2002.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 Study for the Factory (Steel Pipe) Modernization 調 査 延 人 月 数 10.01 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 住友金属工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 水田　寛

所属 ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業本部製鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長 相手国側担当機関名 中華人民共和国　国家計画委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 企業技術改造診断弁公司

現地調査期間 事前調査 90.12.6～90.12.14（9日間×2名） 1）姜徳群　（處長）

本格調査 91.3.9～91.3.29（21日間×5名） 2）馬雁鳴　（科長）

報告書説明 91.11.5～91.11.13（9日間×2名）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

近代化への提言ﾎﾟｲﾝﾄ
1.設備改造案については下記の3つのｹｰｽを提案した。
1）小規模改造（125百万円＊）
　　30千T／年－35千T年
　　　品質－国家特級ﾚﾍﾞﾙ（現在2級）
　　　現状設備改造及び部分的に設備導入

2）中規模改造（421百万円）
　　30千T／年－40千T／年
　　　品質－上に同じ
　　　新設備の積極的な導入

3）新ﾗｲﾝ建設（1220百万円）
　　30千T／年－50千T年
　　　品質－上に同じ
　　　ﾗｲﾝ全体を更新、又は新工場設備

2.その他の提言として下記に言及
　1）原材料の品質改善
　2）管理の高度化と標準の充実
　3）従業員全員の意識の向上

A.提言に基づく改造（新設）
1.設備
　1）鋼管亜鉛ﾒｯｷﾗｲﾝ　ﾄﾞｲﾂ製(SKO社)
能力　35千T/年
製品　φ16～114mm
　2)鋼管ﾈｼﾞ切り期　　　　 ｲﾀﾘｱ製
　3）その他設備　　　　　　中国製
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　1994年10月　設備到着
　1995年 1月　〃据付開始
　　　　 5月　〃　〃完了
　　　　 6～7月　試運転調整
　　　　 8月　試生産開始
　1996年 4月　営業生産開始

　1998年10月 営業生産中
3.改善効果
　 調査対象のﾒｯｷ製品の生産量は調査時の
1991年と比較して横ばいである。
B.その後の対応
1.2000年8月、広州鋼管廠は広鋼集団の一
部門の｢広州鋼管廠有限公司｣となった。
2.その際、新立地での新ラインを建設し
た。
1）設備能力:　180千Ｔ/年
2）2001年実績:　60千T/年

 提言内容の現況に至る理由

　最終報告書作成時（1992.1）は現有設備（小規模改造、中規模改造）改造及び新ﾗｲﾝ
建設を提言したが、一部の改造では近代的なﾗｲﾝとは言えず、現時点の状況は現有設備
はほぼそのままとし、また増産の必要性もあり、新ﾗｲﾝ（1996.4生産開始）に於て提言
内容を参考とし、設備建設を実施した。その後、2000年8月、｢広州鋼管廠有限公司｣設
立の際に、新立地にて新ラインの建設を実現した。ただし、この新ライン建設は｢工場
（広州鋼管）近代化計画｣での提言に基づくものではなく、広州鋼管廠自身の計画によ
るものである。

 その他の状況
広州鋼管の幹部は、社長はもとより1992年当時のﾒﾝﾊﾞｰとはすっかり変わっている。
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（広州油脂化学）近代化計画 実績額（累計） 53,477 千 （契約額:53,597/事前を含む:58,335）
特に進展がない模様。
2002.3現在：進捗状況不詳案　件　名 英 Study for the Factory Modernization (Kwangchow

oil and fat chemical engineering)
調 査 延 人 月 数 15.30 人月（事前を含む:16.9）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1991.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 呉　信二

所属 ﾕﾆｺ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務第4部 相手国側担当機関名 広州市軽工業局

調 査 団 員 数 6  （内通訳1名） 担当者名（職位） 季瑞玲　（副局長高級工程師）

現地調査期間 91.3.9 ～ 91.3.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

1. ｽｹｼﾞｭｰﾙについては本報告書にﾏｽﾀｰ･ｽｹｼﾞｭｰﾙを示したが、中国側にて、詳細
な実施ｽｹｼﾞｭｰﾙを作成されたい｡殊に生産を停止して行う本格改造工事期間は毎
日の作業項目と手順、所要時間等を算定し、PERT手法を駆使し、ｸﾘﾁｨｶﾙ･ﾊﾟｽを
求め、生産停止期間を最短にすることを勧める｡また、生産停止をしないで事前
に実施できる作業項目を洗い出し、事前準備作業を十分に行い、以て生産停止
期間を短縮する努力をされたい｡

2. 上記、生産停止期間中の販売予定製品量を前以て、一年位かけて作り溜め
し、販売に支障をきたさないよう、ﾏｰｹｯﾄ･ｼｪｱを失わないよう綿密な計画を中国
側で作成することを勧める｡

3. 往々にして、近代化計画といえば、設備を最新式のものに取り替えれば、そ
れだけで良品質の製品が、得られると思われがちであるが、実際は新鋭設備導
入のほか、生産管理面、運転操作面の改善がなければ、良品質のものを低ｺｽﾄで
製造し、国際市場で競争に打ち勝つという目的が達成されるものではない｡作業
管理面の近代化と同時に従業員の教育を併せ協力に推進、実施する必要がある｡
従業員のｺｽﾄ意識を喚起することを勧める｡

 提言内容の現況に至る理由

提言内容の現況は暫定措置。

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画 実績額（累計） 53,733 千円 2002.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Shandong General Tool)

調 査 延 人 月 数 15.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大川　典男

所属 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 中華人民共和国国家計画委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 企業技術改造診断公室

現地調査期間 91.3.7 ～ 91.3.27 姜徳群　（副主任）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

近代化計画に関し合意した事項は次の通りである。
　1.固有技術の開発、改善を進め模範的な作業工具工場とする。
　2.1995年度までに片目片口ｽﾊﾟﾅの生産量を現在の195万個（1990年）から760
　　万個のﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
　3.製品の品質ﾚﾍﾞﾙを向上させる。
　4.生産管理技術の向上と効率化を図る。
　5.製品のｸﾞﾚｰﾄﾞを現在の普及品から中級品・高級品へ移す。
　6.従業員は現状（713人）程度にとどめ、生産性を向上させる。

これらの実現のため次のような提言をした。
　1.管理面・・・生産管理手法の確立、品質管理・品質保証体制の確立
　2.設備面・・・ｴｱｰﾊﾝﾏｰの導入、金型加工設備、ﾒｯｷ設備、ﾌﾞﾛｰﾁ加工設備
　　　　　　　　などの導入
　3.技術面・・・材料加熱技術、ｴｱｰﾊﾝﾏｰによる鍛造技術、ﾒｯｷ技術、ﾌﾞﾛｰﾁ
　　　　　　　　加工、ﾌﾗｲｽ加工技術
これらを1995年度までに3期に分けｽﾃｯﾌﾟ･ｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。

　工場の近代化について、現在、第一期改
造計画（1993年～1994年）が終了して、
1995年3月より、すべての設備が稼働す
る。第一期改造計画は、国家の第8次5ヶ年
計画でとりあげられ、総投資額は、1,748
万元（うち外貨がUS$155万）である。導入
した設備は鍛造工程では、ｴｱｰﾊﾝﾏｰ（ﾁｮｺｽﾛ
ﾊﾞｷｱ製）、切削工程では、ﾌﾗｲｽ盤（日本
製）で、約$146.5万で金型生産設備（中国
製）である。生産管理面では技術者が従業
員に対して教育する教育・訓練、設備ﾒｲﾝﾃ
ﾅﾝｽ体制の確立、などを行なっている。品
質管理については品質管理の副工場長をお
き、品質検査の専門員をおき、品質管理に
あたっている。設備導入が終了したばかり
で全部稼働していないため生産量300万個
は、調査時とほとんど変化はないが、今
後、年間700万個くらいに上昇し、売上高
も現在の1,300万元から、5,000万元に、ま
だ伸びる見込みである。
　工場では、第二期改造計画を策定して、
山東省に提出して認可を待っている。計画
の予定投資額は、4,500万元で1995年から
1996年にかけて実施したい意向である。こ
の改造が実施されれば、報告書の提案はほ
ぼすべて実施されることになる。
（1995年3月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（上海紡織総架）近代化計画 実績額（累計） 53,752 千 （契約額:53,510/事前を含む:58,248） 　1993年に上海紡織総架工場調査一行が来日、大阪に
おいてﾐｯｸ工業株式会社を訪問し技術協議を行った。
　1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国
貿易委を通じて現地工場に打診したところ、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
の必要がない旨回答があった。

2002.3現在：進捗状況不詳

案　件　名 英 The Study for Factory Modernization (Shanghai
Heald Frame)

調 査 延 人 月 数 16.00 人月（事前を含む：17.6）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業第4部 相手国側担当機関名 上海止紡織工業局

調 査 団 員 数 5  （内通訳1名） 担当者名（職位） 呉国紅　（科研開発改造下課長　工程師）

現地調査期間 91.3.7 ～ 91.3.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

(1)ｱﾙﾐ合金製ﾋﾞﾚｯﾄの化学成分を定期的に分析し、化学成分の均一化と合わせて
ﾋﾞﾚｯﾄの均質化を図ること。
(2)押し出し金型鋼材の質的確認とともに、金型の設計変更を急ぐ必要がある。
(3)ｱﾙﾐ･ﾋﾞﾚｯﾄの加熱温度を見直す必要がある。
(4)押し出し機の保全強化。機械的ﾄﾗﾌﾞﾙを最小限にするためには、あきらかに
問題となっている箇所を小手先の修理に頼らず、機械的かつ構造的な改造を行
うこと。
(5)ｽﾄﾚｯﾁｬｰの操業条件の変更を行う必要がある。
(6)成形物の屑率を最小限にする。ｱﾙﾐ及びｽﾃﾝﾚｽ材は中国でも高価格な原材料で
ある。原材料の取扱いは工場経営上、最も重要な課題である。
(7)人口時効炉の操業条件を見直す必要がある。
(8)高速織機用ﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの連結金具設計変更
(9)金型設計技術者の教育・訓練を中・長期計画に基づき育成する必要がある。
(10)情報収集並びに情報分析を行い工場経営及び生産活動に利用する必要があ
る。
(11)品質向上・納期短縮及び原価低減の目標達成のためには、生産技術及び生
産管理の改善を行い、工場全体を近代化していく必要がある。

1992年北京機械輸出入公司からﾐｯｸ工場
(株)に設備輸入に関する引合い状がきた模
様。
ﾐｯｸ工場はﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの中国市場調査のため
同社役員を中国に派遣の予定（1993年1
月）。

 提言内容の現況に至る理由

報告書中に述べた提案事項に基づき機械・設備の導入を図るべく検討しているものと
考える。

 その他の状況

ｱﾙﾐ合金の品質基準
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2002年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和 工場（瀋陽毛巾）近代化計画 実績額（累計） 50,532 千円 　ﾊｰﾄﾞの近代化は報告書に基づき中国側で進めている
模様である（設備の部分的改造など）（日本製の機械は
高いという理由で購入する意思はない）。
むしろ、工場は日本のﾒｰｶｰの下請け化などの営業活動
を積極的に進めており、そのため報告書の製品品質、生
産性の改善などの提言が役立っているものと思われる。
工場長から、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへｺﾝﾀｸﾄがあり、2回程訪問を受け
た。
2002.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Shenyang Towel)

調 査 延 人 月 数 15.85 人月（内現地4.05人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 石井　善満

所属 東洋紡エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 企業技術改造司　王　毅　（処長）

現地調査期間 91.3.11 ～ 91.3.29 企業技術改造診断弁公室　姜徳群　（処長）

瀋陽毛巾廠　　　　　　　久桂　　（副廠長）　

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　　　　　　　　　　生産量　　　　　品　　質　　　　　　　品　　種

短期小規模改造　　 20％増　　一等品率の10％向上　　　  現状維持
中期中規模改造　　7ﾄﾝ／日 　 国際水準に近づいた品質　  現状より多様化
長期新設　　　　7.7ﾄﾝ／日　　国際水準並　　　　　　　  多様化

近代化計画所要資金（単位：千円）

　　　　　　　　　　織　布　　　　　染　色　　　　 合　計

短期小規模改造　　　 58,800　　　　  9,200        68,000
中期中規模改造　　　368,400　　　  517,100       885,500
長期新設　　　　　1,466,640　　　  781,100     2,247,740
　計　　　　　　　1,893,840　　　1,307,400     3,201,240

　外貨を使った設備投資は抑制されている
が（政府の方針）、営業利益を原資として
国内調達可能な部品を使った部分的改善は
進めている模様。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4 報告書提出後の状況

和 工場（羅定ラミー）近代化計画調査 実績額（累計） 67,718 千
（契約額：59,205/事前を含
む:64,252）

・近代化の所要整備については、工場側は中央政府と協議の結
果1993年11月に資金調達の目処がついたようである。近代の設
備の一部を日本から調達する計画とのことである。（国計委）
・羅定ﾗﾐｰ工場は、その後ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winderを新規に導
入するため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと折衝中とのことであ
る。
・また同社は1993年には業績も良くなり利益を計上できるよう
になったとのことである。

　1999年9月6日から9日までﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査と追加診断調査を実
施した。ﾗﾐｰ中心の生産に見切りを付け、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ繊維やｱｸﾘﾙ繊
維などの合成繊維や綿などの生産に切り替えた。1998年4月に
同工場の財務担当であった何　傑元氏を工場長に任命した。集
団分工場化を導入した。第一紡績工場、第二紡績工場、銀星紡
績工場、銀発紡績工場、銀豊織布第一工場、銀豊織布第二工
場、毛紡分工場、染整分工場を新組織した。

(*)に続く

案　件　名 英 The Study for the Factory (Guangdong Luoding
Ramie Textile Mill) Modernization Program in
the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 17.40 人月（事前を含む19.00）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業
最終報告書作成年

月
1992.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 6(通訳1名を含む) 担当者名（職位）

現地調査期間 92.5 ～ 4週間

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　ﾗﾐｰ精錬工程の設備改善を図り品質のよい紡績糸を生産すること。良質の紡
績糸を作ることができれば織布生産の稼働率は向上する。
　さらに、設備の保全・修理を報告書に記載したように重点的に実施する必要
がある。

　ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winder新規に導入す
るため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと折衝
中とのことである。
　主な実現化された内容は下記の通り
1)精錬工程
　原価負担の大きい精錬工程を停止、ﾗﾐｰ
製品の受注のある時は、ﾗﾐｰ・ﾄｯﾌﾟ又はﾗ
ﾐｰ・ｽﾗｲﾊﾞｰを他社から購入し、紡績糸や
織布を生産している。
2)高圧精錬工程
　原草の仕込み量を減らし、精錬液の循
環を良くし、原草に精錬液が均一に浸透
するようにした。
3)織機
　ﾗﾐｰ紡績糸の品質向上でﾈｯﾌﾟ、ｽﾗｺﾞ、ﾋ
ｹﾞが減り、経糸の糸切れ率が低減した。
　製布の生産性が向上した。

 提言内容の現況に至る理由

A.生産性の向上
B.製品の品質改善
C.原価低減

(*)から
1)従業員数（1998年実績）
全工場の人員：1,300人、生産現場：1,215人
2)生産品と生産量（年産量）
A.精紡糸：1,300ﾄﾝ、B.人造毛糸：800ﾄﾝ、C.ｱｸﾘﾙ糸：1,200ﾄﾝ
D.毛糸・混紡糸：900ﾄﾝ、H.ﾗﾐｰ紡績糸：73.5ﾄﾝ（36Nm）
3)生産設備内容
A.全工場の紡績錘：20,000錘、B.織機（外国ｸﾞﾘｯﾊﾟ型）：12台
C.織機（ﾚﾋﾟｱ型）：21台
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

 その他の状況
　ﾗﾐｰ紡績糸及び織布の生産原価低減が実現できた。その他合成繊維の生産現場にﾗﾐｰ
生産の管理技術を導入することによって、生産性や製品の品質が改善された。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 3～4 報告書提出後の状況

和 工場（太原西山石膏）近代化計画調査 実績額（累計） 43,177 千円 2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：変更なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Taiyuan Xishan Gypsum)

調 査 延 人 月 数 15.30 人月（内現地4.40人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業
最終報告書作成年

月
1993.1

コンサルタント名 小野田エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 鳥谷部　良 2000年10月1日より太平洋エンジニリング（株）に改称

所属 小野田エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 太原西山石膏礦

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 袁　章成　（工場長）

現地調査期間 92.3.5 ～ 92.3.25 武　民敬　（副工場長）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　太原西山石膏鉱には焼石膏製造設備（2系統合計6,000Ton／年）がある。こ
の近代化計画を提案した。先ず生産工程面では製造方式、生産能力、品質向上
のためのﾌﾟﾛｾｽと生産設備の3つの観点から調査し、生産方式の改善と設備の改
善・増強案を提案した。
　製品としては、陶磁器型用、模型用焼石膏10,000Ton／年、建材用（ﾌﾞﾛｯｸ
等）10,000Ton／年、石膏ﾌﾟﾗｽﾀｰ10,000Ton／年程度で、品質面では現状より商
品質で、均一な製品を生産するものとする。設備品では、原料・焼成設備の改
造、焼石膏粉砕設備、混合設備の新設、製品包装設備の新設、各種計測装置の
新設、電気・制御設備の更新等である。
　設備改造は、二期に分けて実施し、準備期間等を含めて、三年間で実施す
る。次々生産管理面では、生産計画、日程管理、調達管理、在庫管理、工程管
理、品質管理、安全管理、設備管理、教育・訓練・環境対策に関し、日本の同
業企業の経験と実績に基づき、中国で実施可能と考えられる対応策を提案し
た。特に、品質向上達成のための生産方式の改善に伴い、各生産工程毎の管理
を中心とした管理ｼｽﾃﾑの改善策を提示した。

　
　1993年12月に中国太原西山石膏で、自
国技術により工場の燒成設備等の改造を
行った模様である。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4 報告書提出後の状況

和 工場（浦源建設機械）近代化計画調査 実績額（累計） 75,958 千円 〈1994.6.16入手〉
・詳細は不明だが、1994.6時点で未だ国家部門に対し
て工場から正式な工場改造計画が提出されていない。
・従って、近代化の投資も未だ批准されていないとの
こと。
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study on the Factory Modernization (Puyuan
Construction Machinery Factory)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1993.2

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  坂手　彰

所属  三菱重工業（株）生産技術部主管 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 92.6.10 ～ 92.7.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.生産管理面については、下記の採用を提案した。
1)「小ﾛｯﾄ順送り生産方式」
2)組立日程を基準とした部品・ﾕﾆｯﾄの製造日程
3)工程で品質を送り込む体制

2.生産工程面については、生産能力増強、品質向上、生産方式の改善の観点か
ら、次の提案を行った。
1)部品加工工程のﾕﾆｯﾄ別ﾗｲﾝ化
2)組立工程のﾀｸﾄ組立方式の採用

3.設備投資
以上の近代化実施のため、1993年～1996年の4年間における段階的な設備投資
案を提案した。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現存
しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4 報告書提出後の状況

和 工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査 実績額（累計） 85,551 千 （契約額：58,730/事前を含む105,183） ・当該総廠の廠長王永氏が1993年4月来日、ｸﾗﾎﾞｳその
他を視察した。
・1994年2月8日、浙江蘭宝国際毛紡集団公司に改組し
た。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory (Jiaxing Wollen
Complex) Modernization, the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 17.40 人月（事前を含む:19.00）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業
最終報告書作成年

月
1993.3

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 世古口　健

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家計画委員会企業技術改造診断弁公室

調 査 団 員 数 6  （通訳1名を含む） 担当者名（職位） 光　雨軍　（副処長）

現地調査期間 92.3.2 ～ 3.10 （事前調査）

92.6.11 ～ 7.1 （本格調査）

93.1.14 ～ 1.22 （現地説明）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.紡毛紡績工程について第1段階では原毛管理・調合方法・梳手機の点検・留
意事項など具体的な改善案提案。第2段階では梳毛工程の設備を編糸細番手紡
毛糸生産に対応できるよう改造を提案。既存の2山ｶｰﾄﾞ1ﾄﾗﾊﾞｰｽ方式を4山ｶｰﾄﾞ2
ﾄﾗﾊﾞｰｽ方式にすること、ﾎｯﾊﾟｰのﾀﾞﾌﾞﾙ化、ﾍﾟﾗﾙﾀﾏｼﾝの導入、ｺﾝﾃﾞﾝｻの更新。良
質の篠の生産技術を確立したあと細番手編糸の紡出のため、ﾘﾝｸﾞ精紡機をﾐｭｰﾙ
精紡機に替える。自動ﾜｲﾝﾀﾞを導入する。検査機器を備えるなどを提案。

2.ｾｰﾀｰ横編工程については自動横編機周辺に風合い向上のため、高速綛取ﾜｲﾝ
ﾀﾞ、噴射式染色機、全自動縮絨脱水機、ｱｲﾛﾝ仕上げ台の導入を提言した。

3.生産管理は職場の整理・整頓から始めて全調査多対象管理項目について改善
を提案。

4.国外調達設備機器費用は約3億円。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 工場（本渓市助剤）近代化計画 実績額（累計） 58,814 千 （契約額:52,608/事前を含む57,107） 1994.9.24付FAX（本渓市助剤廠工程　姚）
　(1)最終報告書を未だ入手していない。
　(2)10月に訪日視察団が来る。

上記(1)についてはJICA殿の調査・指導によって同廠姚
さんに返事（経貿委企業技術改造診断弁公室にとりに
行くか、郵送してもらうこと）した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Benxi
Calcium Carbonate)

調 査 延 人 月 数 15.50 人月（事前を含む:17.1）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他
最終報告書作成年

月
1993.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 世古口　健 (株)三佑コンサルタンツ

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家計画委員会企業技術改造診断弁公室

調 査 団 員 数 5  （通訳1名を含む） 担当者名（職位） （調査時の名称）

現地調査期間 93.3.3 ～ 3.23 （21日間） 賀栄培　（処長）

李江利

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.膠質炭酸ｶﾙｼｳﾑの製造について具体的に提言。前半工程（焼成・水和）は既
存設備を改善・利用し、後半（炭酸化・表面処理・濃縮・脱水・乾燥）は新し
い概念設計に基くﾌﾟﾛｾｽを提案した。
2.新しい形状の反応器、反応条件のﾎﾟｲﾝﾄ（炭酸化・表面処理）ﾌｨﾙﾀｰﾌﾟﾚｽ、ﾊﾞ
ﾝﾄﾞ乾燥機、分級粉砕ｼｽﾃﾑ、分析危機など。
3.多品種少量生産、技術ｻｰﾋﾞｽ、研究開発についても言及。自動化は最小限度
に控えた。
4.生産管理は工場の整理整頓が基本。
5.国外調達整備機器の所要資金は約3億円。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 工場（瀋陽建設機械）近代化計画 実績額（累計） 64,907 千円 ・1994年8月弊社（IHI）に対して、技術導入、生産協
力、ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ合併などの打診があり、弊社関連部署及び
関連会社に対し意向を打診中。
・1995年10月現在：弊社関連部署及び関連会社ともに
具体的な回答は得られていない。理由としてはすでに
大連の工場と外注契約を行って運搬機の部品外注加工
を実施したものの納期、品質の点で未だ問題点が多
い。弊社製品は大型のものが多く瀋陽のような内陸部
では搬送が不便という理由による。

2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study on the Factory Modernization
(Shenyang Building Machinery)

調 査 延 人 月 数 16.70 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
5.11

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 瀬戸　俊彦

所属 石川島播磨重工業(株)国際本部 相手国側担当機関名 国務院経済貿易弁公室

調 査 団 員 数 6  （通訳を含む） 担当者名（職位） 対外経済合作司導入処

現地調査期間 事前調査 92.11.24～92.12.2 王　毅　（処長）

本格調査 93.2.17～93.3.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　工場調査の結果から現状の問題を抽出し、それを分析することによって近代
化の本質な課題を設定し、下記の4つの近代化計画を策定し提言した。
1.管理機能の強化
　・組織、業務内容の再検討
　・5S運動の展開
　・事務管理の電算化
2.生産性向上
　・標準工数の見直し
　・小ﾛｯﾄ生産方式導入
　・外注加工拡大など
3.製品品質向上
　・TQC運動活性化
　・重要品質問題再発防止など
4.技術力向上
　・教育訓練体制強化
　・開発体制強化
　・溶接・塗装技術強化など
　なお、近代化は2000年完結を目標とし、この期間を3期に分けて段階的に実
施する。設備投資は必要最小限に止めることとした。

　
　1993.11月に国家貿易経済委員会から特
別借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの追加案件として批准さ
れ、投資総額2,980万元が認めらた。
1994.12月末までにC1Fﾍﾞｰｽ125万ﾄﾞﾙの設
備輸入を決めた。
　品質向上を中心とした企業管理強化を
推進中であり、1992年に比べ1993年度は
生産高48％、販売65％、利益69％の伸び
を示した。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　調査期間中、技術移転ｾﾐﾅｰ3件のほか毎日30分の技術相談の時間を設け、様々な日
常の問題についてｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行った。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査 実績額（累計） 80,865 千 （契約額:73,669/事前を含む:78,168） 1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国経
貿委から回答がなかった．

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (The
First Sichuan Cotton Mill and Printing)

調 査 延 人 月 数 22.70 人月（事前を含む:24.3）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業
最終報告書作成年

月
1993.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 7  （通訳1名を含む） 担当者名（職位）

現地調査期間 93.3.4 ～ 93.3.24 （21日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　四川第一綿紡織染色効用の紡績・織布・染色工程に関する生産工程・生産管
理の改善・近代化計画を提案。とりわけ染色・仕上工程における生産技術に重
点を置いた。近代化計画は、既存設備を有効に利用することを前提に、特に染
色・仕上工程では既存設備の機能回復が重要。生産量に関しては、紡績工程が
12,846t/年、織布工程が綿及び綿・ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ混紡織物を6,000万ｍ/年、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ
FYとｽﾊﾟﾝﾚｰﾖﾝ織物各750万ｍ/年、染色仕上工程は綿、綿・ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙFY混紡織物
染色を6,000万ｍ/年、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙFY及びｽﾊﾟﾝﾚｰﾖﾝ織物各750万ｍ/年、を生産する
ことを提案した。
　近代化のための経費の総額（第1.2.3段階の合計）は2,536,349千日本円であ
る。

その後の情報では、
　(1)1993年9月末現在で、1,528万人民元
　　 の利益を計上できた。この調子で行
　　 けば12月末までに2,000万元～2,500
　　 万元の利益が期待できる見通し。
　(2)染色工場は香港のﾒｰｶｰとの間で合弁
　　 会社にした。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 工場（無錫工作機械）近代化計画 実績額（累計） 72,351 千 （契約額:65,823/事前を含む:70,322） 1994年になり、外資を導入し日本のﾒｰｶｰと研削盤の製
造に関する合弁会社を設立した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Machine Tool)

調 査 延 人 月 数 19.70 人月（事前を含む:21.3）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1993.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大久保　勇 (株)三佑コンサルタンツ

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 無錫機床廠

調 査 団 員 数 6  （通訳1名を含む） 担当者名（職位） 洪　汝乾　（廠長）

現地調査期間 93.2.25 ～ 93.3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

結論
(1)機械加工工程に五面加工機、FMC（ﾌﾟﾚｷｼﾌﾞﾙ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｧﾘﾝｸﾞ･ｾﾙ）、横型ﾏｼﾆ
ﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰを導入して、部品の加工能率を高める。
(2)鋳造工程に熱風式ｷｭﾎﾟﾗを導入して、鋳造部品の材質を高級化する。
(3)鋳造工程にｶﾞｽ式焼純炉を導入して、鋳造部品の応力除去を改良する。
(4)その他、長期計画で示した様に、各種の設備の導入とﾚｲｱｳﾄの変更により軸
受研削盤及び関連製品の品質向上と生産効率を高める。
(5)ｺｽﾄ、機械のﾓｼﾞｭｰﾙ化、CADの推進、専用ﾗｲﾝ、部品の先行手配等の種々の施
策を実施することにより、製品開発期間を短縮する。
(6)各種研削盤について種々の技術を組み込むことにより、製品の性能と信頼
性を向上する。
(7)機械加工工程で種々の標準化を実施することにより、加工能率を向上す
る。
(8)その他、中期計画で示した種々施策を実施することにより、第8次5ヵ年計
画の早期稼働を実現する。
(9)鋳造、板金、塗装の工程について、種々の提案を実施することにより、技
術的問題を解決する。

勧告
(1)長期計画の実施に当たっては、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾁｰﾑを編成して、総合的に強力に
計画を遂行することを勧告する。
(2)軸受研削盤及び関連する工作機械の内外の市場調査を継続的に行い、今後
中国国内で急速に変貌するであろう各種機械工業のﾆｰｽﾞを捉えて、新製品の概
念設計に反映させることを勧告する。

　先方の第8次5ヵ年計画に関連させ、技
術上の改善を行ったと思われる。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 工場（無錫動力機）近代化計画 実績額（累計） 59,598 千円 〈1994.1.20入手〉
・専用加工設備・試験検査設備について引き合いがあ
り対応した。
〈1994.6.16入手〉
・工場改造計画が工場から正式に国家部門に提出さ
れ、批准された。
〈1991.10.20〉
・近代化計画については、元技術提携先である英国
Holset社の指導を得て推進している様子である。
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Engine)

調 査 延 人 月 数 16.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1993.11

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名 神谷　勝義

所属 三菱重工業（株）エレクトロニクス事業部 相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 5 担当者（職位）

現地調査期間 93.2.19 ～ 93.3.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.生産管理面について、下記の採用を提案した。
(1)半月単位の小ﾛｯﾄ･ｼﾘｰｽﾞ生産
(2)組立日程を基準とする部品生産工程の日程展開と日々の管理
(3)製品開発・試作体制の強化
2.生産工程面については、生産能力増強、部品別専用ﾗｲﾝ化及び品質安定・向
上の３つの観点から、次の提案を行った。
(1)鋳造工程の一貫ﾗｲﾝ化
(2)鋳造工程の設備増強
(3)精鋳工程、ﾌﾟﾚｽ工程、機械加工工程、組立工程の一貫ﾗｲﾝ化と必要な生産設
備・検査設備の増強
(4)治工具製作面への加工設備・加工ｼｽﾃﾑの増強
3.設備投資
以上の近代化実施のため、1995年～1996年の2年間の設備投資案を提案した。

〈1995.7.25入手〉
1.生産状況（ﾀｰﾎﾞﾁｬｰｼﾞｬ）
　　　　　　計画　　 実績
　1994 　 60,000 → 40,000
　1995   100,000 → 65,000

2.投資計画
1)「八・五」技術改造第2期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　（4,600万元：1993年末からｽﾀｰﾄ）
・鋳造工程の一貫ﾗｲﾝ化
・機械加工ﾗｲﾝ
・製品開発体制
・型製作の能力ｱｯﾌﾟ等
2)「九・五」技術改造
 （2,900万元：1995年下期よりｽﾀｰﾄ）
・鋳造ﾗｲﾝ増強
・機械加工ﾗｲﾝ増強
・型製作のCAD/CAM化等

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現存
しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査 実績額（累計） 74,179 千円 2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Yangzhou Diesel Engine Factory)

調 査 延 人 月 数 18.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1994.10

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大川　典男

所属 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 中華人民共和国国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 企業技術改造診断弁公室

現地調査期間 93.12.20 ～ 94.10.30 姜徳群　（副主任）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　当該工場はﾄﾗｯｸ（3.0～3.5t）、中型ﾊﾞｽなどのﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝを製造している
が、市場の需要が活性化していることから、生産が注文に応じきれない状況に
ある。全機種の生産計画は1994年8万台から2000年には20万台生産を計画して
いる。今回の近代化計画調査では、主力機種である4102型のｴﾝｼﾞﾝについて提
言することとした。4102型ｴﾝｼﾞﾝの生産計画は次のとおり。
 　　　 1995　　　　1996　　　　1997　　　　 1998
 　　　60,000　　　70,000　　　80,000　　　80,000台
　近代化計画の基本方針としてつぎの合意を得、1998年までに3期に分けてｽﾃｯ
ﾌﾟｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。
1. 生産技術力の向上をはかる
　工程間運搬方式の改善、運搬具の改善、製造技術の改善、多能工化、自主機
械保全活動、多品種少量生産技術の確立、公害対策、電算化管理など。
2. 品質の向上をはかる
　品質基準の見直し、品質保証体制の見直し、ISO品質認証ｼｽﾃﾑの確立、全社
QC運動の展開、主要外注品の品質保証体制の確立など。
3. 管理能力の向上をはかる
　業務の見直し、改善および実施の評価、5S年運動の実施、階層別教育、中堅
管理者の原価管理、工場運営管理、予定管理、財務管理など。
4. 開発力の向上をはかる
　市場調査、技術情報ｼｽﾃﾑの確立、自社の要素技術確立、新商品開発、電算化
など。
5. 財務管理の向上をはかる
　新財務ﾙｰﾙの教育、向上原価管理機能・組織体制の構築、部門別予算管理ｼｽﾃ
ﾑ、製造原価分析が可能な原価管理の確立、電算化による原価計算ｼｽﾃﾑ、財務
決算ｼｽﾃﾑの確立、標準原価との差異分析手法の確立など。

　当社独自の計画として、新工業団地に
進出する計画を持っていたが、1995年8月
に当社幹部が訪日した際の現状説明によ
ると、すでに新工業団地進出に着手し、
当初は組立工場を建設し、移動させる方
針である。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（南通風機）近代化計画調査 実績額（累計） 67,400 千円 　1996年に政府からの指令で株式会社に転換した。国
家が69.9％の株式を保有し、残りは自社の労組や他の
法人により所有されている。職員の9割が労組を通じて
株主となった。各自はめいめい一株づつ購入した（購
入価格4,000元）。その結果、職員一人一人は、自分が
株主であり、周りからとやかく言われる筋合いでない
という間違った考えをもち、管理が円滑に行なわれて
いない。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報は収拾不可能。
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Nantong Fan)

調 査 延 人 月 数 16.85 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1994.9

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 山根　一夫

所属 テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 中華人民共和国　国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 93.10.26 ～ 93.11.6

94.1.13 ～ 94.2.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1 生産管理の近代化
・技術課の中野生産技術部門を生産部門へ移管（技術向上の役割・責任明確
化）
・品質管理部門の完全独立化
・検査部門の独立と検査員の育成
・設計における図面原紙修正への鉛筆使用
・図面への契約番号記載、図面来歴記載
・承認図の提出
・部品のｺｰﾄﾞ化、部品番号の使用
・生産管理方法改善
　　・工程計画における工程記号使用　　　・負荷計画における山積み表使用
　　・日程計画におけるｶﾞﾝﾄﾁｬｰﾄ使用　　 ・差し立てと日報実施
　　・作業表と移動表を分離して採用

2 生産工程の近代化
・新工場（誘引送風機・軸流送風機一貫生産）建設
（主要設備）　・天井ｸﾚｰﾝ　　  ・炭酸ｶﾞｽ半自動溶接機　・直流溶接機
             ・交流溶接機 　 ・組立用ﾚｰﾙ定盤        ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ
             ・縦型旋盤  　  ・動的釣合試験機       ・定盤
・旧工場設備改善
　・罫書及び作業用定盤     ・平削盤のﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰへの改造
　・ｻﾝﾄﾞﾌﾞﾗｽﾄ設備改造     ・NC切断機改造
　・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ             ・ﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰ
　・財務会計用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ    ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

　高い経済性のある計画であり、当工場の技術的能力と財務上の可能性からみ
て、十分実行可能である。

1.生産工程
鋼材置き場：6項目中で、4項目が完全、
一部実施
鈑金工場：11項目の中で、7項目が完全、
一部実施
ｹｰｼﾝｸﾞ工場：8項目の中で、全部が完全、
一部実施
羽根車工場：6項目の中で、7項目が完
全、一部実施
組み立て工場：3項目の中で、全部が完
全、一部実施
2.生産管理
7項目の中で、6項目が完全、一部実施
3.財務･原価管理
18項目の中で、17項目が完全、一部実施
（1999年度現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（上海送風機）近代化計画調査 実績額（累計） 67,377 千円 1994.11　上海市機電局、上海送風機工場関係者が協力
　　　　 会社（宇野沢組鉄工所）を訪問。
1995.5　 中国側より技術供与の要請
1995.8　 技術供与に関わる契約書（案）を宇野沢組よ
　　　　 り、中国側に提示
1996.6　 技術供与に関わる契約書（案）で双方合意
1996.10　同契約書（案）上海市上部機関で審査中

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Roots Blower)

調 査 延 人 月 数 14.88 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1994.10

コンサルタント名 三菱化学エンジニアリング（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名 窪田　信高

所属 三菱油化エンジニアリング（株） 相手国側担当機関名 上海送風機工場

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 威　傑　（工場長）

現地調査期間 94.1.13 ～ 94.2.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1. 上海送風機工場の近代化計画に関して、工場診断結果に基づく生産管理、
生産工程の近代化計画を提言した。
2. このうち生産工程の近代化計画の内容は以下のとおりである。
 (1) 目標（生産能力）
　　　 汎用ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；　　1,000台/年　　現有生産能力；600台/年
　　　 特殊用途ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；1,000台/年　　　　　　〃
 (2) 投資額
       810.7百万円
 (3) 生産管理の近代化
　　　工場組織の改善
　　　製品標準化、設計要因の増強・教育、技術ﾃﾞｰﾀ等の蓄積
　　　一括発注・個別納入指示方式徹底
　　　原材料管理一元化
　　　部品ｽﾄｯｸ生産方式への変更
　　　負荷計画実施、生産実績分析の重要視
　　　QC工程表遵守
 (4)生産工程の近代化
　　　芯たて盤、中型・大型立て旋盤、ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、
　　　大型・中型中ぐり盤、NC旋盤、立て削り盤ﾎﾞｰﾙ盤等の導入

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（丹東フィルター）近代化計画調査 実績額（累計） 62,566 千 （契約額:52,933/事前を含む:58,863） 1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国貿
易委を通じて現地工場は倒産した旨、回答があった。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Dangdong Filter)

調 査 延 人 月 数 15.70 人月（事前を含む:17.50）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1994.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 5  （通訳1名を含む） 担当者名（職位）

現地調査期間 94.2.22 ～ 94.3.14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
1.生産工程の近代化
第一段階：現状の操業方法を既存設備に活用して改善を実施
・原料（P-SF，PVA）の調達・受入の改善
・混綿機の修理・再使用、原料の計量の精緻化
・立て振り型ｸﾛｽﾚｲﾔｰの定期的調整・修理の実施
・ｳｪﾌﾞの振り落とし速度の一定化
・乾燥機の機能ﾁｪｯｸと機能改善
・乾燥機内温度の自動制御化
・排気ﾌｧﾝの速度制御
・ﾌｨﾙﾀｰ濾材の表面温度検出と機械速度制御
・検査・技術開発の改善
・製法・梱包の改善
第二段階
・既存の毛布工場の利用のｹｰｽ（所要資金250百万円）
　混綿機、水平ｸﾛｽﾗｯﾊﾟｰ、ｳｪﾌﾞﾄﾞﾗﾌﾀｰ、縦切装置、ﾌﾟﾚﾆｰﾄﾞﾙﾊﾟﾝﾁ機・ﾆｰﾄﾞﾙﾊﾟﾝ
ﾁ機、巻取装置、乾燥機、検反機、給湿機、熱媒体油ﾎﾞｲﾗｰが各1台必要
・全設備新規導入のｹｰｽ（所要資金294百万円）

2.生産管理
・組織体制の見直し
・品質管理の近代化－品質保証・TQC
・原価管理の近代化－材料費低減・操業度等
・工程管理の近代化－標準工程表設定、工程表・生産日程計画作成、工程の記
録等
・設計管理、調達管理、在庫管理、安全管理、設備管理
・教育・訓練
・環境対策

3.財務管理

 提言内容の現況に至る理由

提言内容の現況は暫定措置。

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（常州フォークリフト）近代化計画調査 実績額（累計） 69,525 千円 2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization

(Changzhou Folklift)
調 査 延 人 月 数 15.92 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1994.11

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大塚　邦夫

所属 テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 中華人民共和国　国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 93.12.9 ～ 93.12.17

94.2.26 ～ 94.3.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.年間3,000台の蓄電池式ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ･ﾗｲﾝ生産を達成するためには、早急に加工工
程の改善、部品組立のﾕﾆｯﾄ化、工程のﾗｲﾝ化を中心とした近代化計画を実施す
る必要がある。
2.基本遵守と基礎の充実によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ、責任の所在と指揮命令系統の明確
化、全員参加による品質向上、不良品低減、安全管理、作業環境の改善と維持
についての小集団活動の展開を図ること。
3.販売体制を見直し、強化を図ること。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査 実績額（累計） 74,976 千円 　1994.10以降、当工場は日本のﾒｰｶｰとの技術提携もし
くは合弁によって、市の経済技術開発区に新工場建設
に合意したと、非公式な情報が入っているがその結果
は未確認。

　1997年9月、日立建機と合弁で新工場を建設したとの
新聞情報があった。（合弁時期など詳細は不明）
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study on the Factory (Hefei Mining
Machinery Plant) Modernization Program

調 査 延 人 月 数 19.70 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1994.12

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 瀬戸　俊彦

所属 石川島播磨重工業(株)　国際本部 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 5  （通訳を除く） 担当者名（職位） 企業技術改造診断弁公室

現地調査期間 本格調査 ：94.3.10～94.3.30（21日間） 姜徳群　（主任）

ﾄﾞﾗﾌﾄ説明：94.10.25～94.11.2（9日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　当工場の診断は現在（1994）の油圧ｼｮﾍﾞﾙ生産台数450台を2000年までに約3
倍の1,500台とするためにどのような近代化を計るべきか、また製品品質を上
げるための対策を講ずることである。
　提言は近代化のﾌﾟﾛｾｽを2000年までの6年間を3段階に分けそれぞれのｽﾃｯﾌﾟで
生産性向上と品質向上を図るため、管理と技術との切り口で改善策を提言し
た。主なものは次の通りである。
[生産性向上]　　　　　　　　　　 [品質向上]
・組立工程の定置式からﾗｲﾝ方式　　・5S運動の展開
・完成性能ﾃｽﾄの実掘削廃止　　　　・品質工程表の作成
・鋼板の前処理工程改善　　　　　 ・統計的手法と目にみえる管理
・工具集中研削と段取時間短縮　　 ・購入、外注先との品質監査ｼｽﾃﾑ
・ｸﾚｰﾝの無人化　　　　　　　　　 ・作動油、油圧部品取扱い改善
・小ﾛｯﾄ生産体制　　　　　　　　　・基礎技能訓練の充実
・事務管理の電算化
・工数の正確な把握

1995.10現在：工場からの情報はない。
 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　本格調査期間中「ﾗｲﾝﾊﾞﾗﾝｽ改善による生産性向上」と「溶接技術」についてｾﾐﾅｰを
開くとともに毎日30～60分の技術相談の時間を設け、約30項目の相談に応じた。
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（東方絶縁材料）近代化計画調査 実績額（累計） 63,938 千円
　JICA提言を受け、1994年4月～1998年3月にかけて中
古ﾌｨﾙﾑ生産設備を日本から購入し、技術改造を実施し
た。提言の内容とほぼ同一の規模と生産能力の設備が
日本の某大手繊維ﾒｰｶｰで休止され廃棄処分となるとこ
ろを、交渉の末購入し移設したもので、1998年4月から
試運転開始、そのまま営業生産に入り、順調に立ち上
げ、1998年度生産実績は約2,350ﾄﾝ、4,000能力の50％
を生産した事になり、好成績を収めた。（本設備は実
力5,000t/年の能力と聞き及んでおり、ほぼ仕様通りの
生産をした。）（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

案　件　名 英 The Study on the Factory Modernization
(Dongfang Insulating Material Works)

調 査 延 人 月 数 16.00 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.1

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名 神谷　勝義 テクノコンサルタンツ（株）

所属 三菱重工業（株）ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業部主管 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 94.6.15 ～ 94.7.5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.生産管理面
　新しい量産体制の実現に対して、製品開発体制、調達管理、工程管理、品質
管理、安全管理、教育・訓練に関して改善策を提言した。

2.生産工程
　2000年の目標生産量と品質目標を前提として
・原料保管から製品巻取・裁断までの一貫ﾗｲﾝ化
・生産能力
・品質安定・向上のための自動化
の三つの観点から、現状分析・考察を行い、改善策を提案した。

3.財務管理面
　市場経済の進展に伴い、財務面でも強い企業体質が必要となるので、今後の
財務管理のあり方及び原価管理と原価低減策を提案した。

4.設備投資計画
　現状調査の結果、現有ﾗｲﾝの部分的改造では目標とする品質ﾚﾍﾞﾙの実現が困
難であることが判明したので、投資案としては経済的に可能な現有ﾗｲﾝの改造
案と新設ﾗｲﾝの導入案の2案について具体的内容を検討・提案した。

1.設備導入
　ﾎﾟﾘｴｽﾃ2軸延伸ﾌｨﾙﾑ生産設備能力
4,000t/年1系列導入。
購入設備関係　原料工程：原料受入れ、
回収品貯蔵用ｻｲﾛ、高圧加熱乾燥設備　一
式
未延伸工程：溶融押出機、濾過成形ﾀﾞｲ、
縦延伸ﾌｨﾙﾑﾗｲﾝ　一式
延伸工程：横延伸ﾌｨﾙﾑ成形、冷却、巻取
りﾗｲﾝ　一式
製品仕上・付帯設備：制御機器、中央ｺﾝﾄ
ﾛｰﾙ設備、不良品再生回収設備　一式
その他工場側設備　4階建て生産棟及び付
帯設備（空調、空気清浄など）　一式
2.生産工程
　JICA近代化調査の提言は、生産工程で
ある主要21項目、生産管理主要12項目の
合計33項目である。主要提言：生産工程
21項目中未実施２項目を残しすべて実施
完了。
原料乾燥系・残留水分値管理図作成と活
用。
原料水分率～特性粘度～乾燥時間相関図
の作成と活用。
この2件に関してはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査期間中に
十分理解実行するよう指導した。

　(*) へ続く

 提言内容の現況に至る理由

(*) から
3.生産管理
生産管理13項目は全て実施されている。
製品・品質設計（ﾏｰｹｯﾄｲﾝ体制）：迅速な品質改良・生産体制、試験研究組織
倉庫管理、在庫管理：不良在庫の削減、製品在庫量の把握、未収金在庫の削減
工程管理：生産と販売の緊密な連携（Quick action）、結果の対比、顧客の要望対応
品質管理：手法理解と生産活動への実践、現場品質管理、品質不良再発防止の組織
4.財務管理
経営分析の指標把握と活用：収益性・生産性分析指標把握と活用
製造原価：分析と推移把握、生産への活用、精造費用と原価、損失の把握と削減
設備投資：工場設備投資収益性分析、計画と結果の比較、投資売上高予測の重要性
5.投資金額・資金調達
総投資金額11,033万元（既存設備改造投資95万元、新設備導入投資8,716万元、その
他投資2,192万元）
投資資金調達方法は銀行融資90％、その他10％。
（1999年度現地調査結果）

 その他の状況
　JICA提言はほぼ実施されたが、但し運転条件に若干問題が有り（原料乾燥条件の無
理解と乾燥設備運転作業不良）期待通りの品質が出ていない。なお、この点に関して
は、設備運転操作、乾燥条件とﾌｨﾙﾑ物性等に関し現場指導でほぼ解決の方向に有る。
（1999年度現地調査結果）
　2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現
存しない。このため追加情報の収集は不可能。
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査 実績額（累計） 65,295 千 （契約額:58,183/事前を含む:62,899） 技術提携交渉のため3回先方工場関係者と会った。条件
を提示したがまとまらず、中断している。1996年に対
象工場を訪問した。提案していた機械の内、大型、3軸
ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台導入していた。ISO9000を取得した。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for Factory Modernization (Wuxi Waste
Water Treatment Equipment)

調 査 延 人 月 数 18.54 人月（事前を含む:20.08）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.2

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 6  （通訳1名を含む） 担当者名（職位）

現地調査期間 94.7.15 ～ 94.7.31

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.生産工程
・機械加工工場にNCﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、ろ板平面切削専用機、NC旋盤、NCﾎﾞｰﾙ盤、縦
型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ盤、門型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ盤導入
・溶接・準備工場にﾀｰﾆﾝｸﾞﾛｰﾗｰとﾜｰｸの姿勢制御装置導入
・組立工場に小容量ｸﾚｰﾝ2台増設、空気操作工具使用
・熱処理工場で加工記録改善
・塗装工場の塗装基準の数値による明確化、作業標準の徹底、作業環境改善
・検査記録の遡及性改善、検査工具の限界ｹﾞｰｼﾞ使用・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化推進

2.生産管理
・品質管理－TQC強化
・設備管理－TPM推進、NC化への対応
・安全管理－安全運動実施、安全意識高揚
・教育訓練－教育環境整備
・環境対策－環境測定器具整備
・工程管理－生産平準化と管理の事務処理業務見直し合理化

3.財務管理

4.所要資金
・土地使用料　　　　　　　　　　240千元
・機械加工設備機器
　　海外調達分　　　　　　　　10140千元
　　国内調達分　　　　　　　　 9044千元
・試験設備　　　　　　　　　　　810千元
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ設備機器　　　　　　3400千元　　　合計　23634千元

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入
 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工場（濱陽電機）近代化計画調査 実績額（累計） 59,156 千円 (1)先方の希望により、ISO-9000関係の参考書（柳川団
長の自著）を送付、丁重な礼状を受理。
(2)近代化実現時（2000）には、団長及び主たる調査関
係者を工場側で招待したい旨の申し出あり。
(3)現況については、問い合わせもしたが、特に報告な
し。

2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Shenyang Electric Motor Works)

調 査 延 人 月 数 16.20 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.2

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

団長 氏名 柳川　達吉

所属 株式会社　サイエス　ﾁｰﾌ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（当時）相手国側担当機関名 中華人民共和国　審陽電機工場

調 査 団 員 数 4  （除　通訳） 担当者名（職位） 唐　啓新　（同工場　工場長）

現地調査期間 94.7.12 ～ 94.8.1 （21日間） 　

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

(1)審陽電機工場は、大、中型交流電動機、石油用ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀｰ、発電機の製作を
行っているが、1993年で、約149万kwの生産を行っている。（主力系列のJ系列
－旧型の交流電動機の生産：86万kw、3,029台、Y系列：16.3万kw、408台）
これを、2000年には200万kwの生産を達成目標とする。
(2)約1.1億元を投入して、設備の近代化を行い、生産工程、生産管理、財務管
理の近代化を推進する。
(3)経営管理面では、ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ全般の向上を図り、中国国営企業のﾓﾃﾞﾙ工場と
なることを目指す。
(4)その他の主な具体的提言
　a 海外情報を含む情報収集、加工の工夫及び利用の改善
　b 新設備による生産性向上、ｺｽﾄ低減、品質管理向上度等の数値、計数的把
握
　c 帳票類の見直し、整理、ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ化及び登録
　d 計画、実行、統制、反省のｻｲｸﾙによる管理体制の確立
　e 回転機[制御技術]の研究と技術向上
　f 既存設備の活用による新製品分野（例えば、電気誘導加熱炉等）への挑戦

1994年のY系列の生産は、報告書で確認さ
れた目標に沿って、1993年の16.3万kwか
ら50万kwに達する見通しとなっている。
（1995年2月最終報告書作成時）

 提言内容の現況に至る理由

　この工場近代化計画調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、特に技術移転に留意して作業を行ったの
で、1994年7月12日から同8月1日の本格調査時では、生産工程、生産管理、財務管理
の現状調査、問題点摘出、近代化計画の指摘のそれぞれの過程で、出来るだけの技術
移転をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ側に行った。
　また、1994年12月6日～同14日の本格的調査報告書（案）説明の折には、工場幹部
に対し、ｾﾐﾅｰ形式による技術移転を実施、出来る限り、提言内容の理解を深めて貰う
よう努力した。

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 6～7 報告書提出後の状況

和 工場（蘇州試験器）近代化計画調査 実績額（累計） 64,073 千円
1.叶副廠長他2名が診断修了の年の秋に来日した。富士電機(株)の東京工
場で工場見学（電子機器組立）、品質改善の進め方及び従業員の再教育
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを主に説明し、資料を提供した。また、弥栄工業(株)では、自動
車ﾒｰｶ向け検査機器の紹介及びこの分野の取組み方について紹介と指導を
した。
2.調査団に参加した、専門家（増子昭吾氏）がJODCの専門家として蘇州
試験機が開発したｼｬｰｼﾀﾞｲﾅﾓﾒｰﾀｰの評価・技術移動を行なった.（1997年3
月）
3.1994年位から業績が悪化（赤字化）し1996年にはかなり経営が厳しい
状況になった。1997年には400万元の赤字を計上している。こうした状況
を打破するために、市機械工業弁公室と協議し1998年6月に株式制（従業
員特殊会）への変更を通じた体制改革を実施した。債務、資産、従業員
は新会社が引き継いだ。改革前は工場長責任制で最高意思決定は職員代
表大会であったが、今は取締役指導の工場長責任制で株主代表大会が最
高意思決定機関である。現在の従業員数は880名であるが、うち出勤従業
員は250名にとどまり、その他は一時帰休等となっている。製品内容は振
動試験設備（売上の70％）、自動車検査設備が中心であり、食品加工機
械は部品のみごく少量製造している。近代化計画対象製品であった自動
車検査設備は診断当時の製品の生産を取り止め太平洋自動車設備の製品
を作っている。（1999年現地調査結果）　*)へ続く

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Shzhou
Testing Instruments) .

調 査 延 人 月 数 21.72 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.10

コンサルタント名 富士テクノサーベイ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 上田　伸也 テクノコンサルタンツ(株)

所属 富士テクノサーベイ(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 6  （通訳1名含む） 担当者名（職位） 蘇州車両検査設備工場

現地調査期間 1994.12.18 ～ 1994.12.27

1995.2.26 ～ 1995.3.18

1995.9.4 ～ 1995.9.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

1.工場近代化計画
　1)生産規模　2000年に45ﾗｲﾝの車検ﾗｲﾝ生産
　2)生産工程近代化
　原材料のｷｯﾄ化による組立ﾗｲﾝへの供給／切削加工工程歩のﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰの導入／
加工組立工程におけるﾛｰﾗｱｯｾﾝﾌﾞﾘｰの製作／自主検査充実・検査技術向上・不
良解析力強化／溶接品質の向上と溶接作業の効率化／個別入庫検査方法のﾚﾍﾞﾙ
ｱｯﾌﾟ
　3)生産管理近代化
　市場対応の開発活動実施／設計規準整備／設計のｺｽﾄ管理／生産計画に連動
した調達計画の策定／在庫管理にABC分析導入／目で見る工程管理実践／標準
時間遵守へ努力／ﾃﾞｰﾀを活用した不良原因追究と改善の完全実施／5S運動実施
／全員参加の生産保全活動推進／小集団活動実施
　4)財務管理近代化
　各種経営指標の有効活用／原価低減活動実施のためのﾃﾞｰﾀ蓄積・分析実施

2.設備近代化（導入機械）
　NC機／ﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰ／工具研磨盤／ﾛｰﾗ加工専用機／職場環境設備のための必要機
器

3.結論／勧告
　設計・製造技術員の育成・増強／顧客・競合各社の調査実施による製品開発
戦略立案／ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ技術向上／販売・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ人員の強化・増強／合
理化実施と重点部門への人員転換／帳票類の企業活動への活用／TQC・目標管
理実践／原価低減活動推

 提言内容の現況に至る理由

全体的に、合意／提案後の進展は少ない。以下の問題を抱えている。
1.廠長の交替
　合意／提案後廠長が交替した。新廠長は、現状の状態を大いに問題視していて、2
年後までにJICAの提案を含め改革を進めると明言している。
2.設計課長が退職し、競合企業を設立。
3.弱体であるｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連の設計要因がまだ補強されていない。
4.品質管理体制が実行していない。
5.労務管理面の潜在的問題
6.販売力の弱体

　近代化提案は市機械局と実施を検討したが業績の悪化に伴い実施できていない。上
層部以外報告書を読んでもいない。ここ20年技術改造が行われていない。近代化計画
対象製品であった自動車検査設備は診断当時の製品の生産を取り止め太平洋自動車補
修設備の製品を作っていることもあり、提案内容はほとんど生かされていない。
（1999年度現地調査結果）

 その他の状況
*）から
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 6～7 報告書提出後の状況

和 工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査 実績額（累計） 58,492 千円 1998.10現在：
1)生産管理分野は、報告書の提案に基づき、改善実行
されている。
2)工場ﾚｲｱｳﾄは、順次提案内容を参考に実施されてい
る。
3)設備導入は、NC旋盤を中心に、予算額と相談しつつ
実施されている。
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Suzhou
Texitile Accessories) .

調 査 延 人 月 数 17.36 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.9

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 富士テクノサーベイ(株)

所属 テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） 蘇州紡績機材工場

現地調査期間 95.1.12 ～ 95.1.21

95.2.26 ～ 95.3.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.工場近代化計画
1)近代化の方針
　生産能力を現状16500kWから60000kWへ引上げ、この増産に対応した生産工
程・生産管理体制の整備及び品質向上を行なう。
2)生産工程近代化
　原材料納入企業と品質保証取り決め／ﾌﾞﾗﾝｷﾝｸﾞﾌﾟﾚｽ能力ｱｯﾌﾟ／固定子積層鉄
心と端蓋の溶接にTIG溶接／NC旋盤導入／切削工具集中管理／工場内圧縮空気ｼ
ｽﾃﾑ・ﾊﾟﾚｯﾄﾌｫｰｸﾘﾌﾄ導入／主極ｺｲﾙ巻工程に半自動巻線装置・自動巻線装置の段
階的採用／巻線絶縁工程に真空加圧含侵装置導入／整流子締付管理方法を定
圧・定寸締法へ変更／高性能ﾜｲﾔｰｶｯﾄ機導入／QC意識と5S徹底／検査・試験の
自動化／半自動的連続塗装設備導入
3)生産管理近代化
　設計審査制度導入／調達先再評価・購買業務合理化／在庫一斉調査実施・適
性在庫量の設定／工程管理ﾃﾞｰﾀ蓄積による目で見る管理定着／工程標準化推進
／不良原因の調査・ﾃﾞｰﾀ化／稼働率調査実施と設備管理の徹底／5S教育実施・
重要技能教育・訓練体系確立／安全・衛生活動推進／環境意識徹底

2.生産設備近代化（設備導入）
　ﾊﾟｿｺﾝとCAD（設計処理能力向上）／生産管理全般のｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ化推進／150ﾄﾝ
ﾌﾟﾚｽ･ﾌﾞﾗﾝｸ取出装置等／固定子の溶接のための割り出し装置・半自動溶接設備
／NC旋盤／固定子の巻線用半自動巻線装置・自動巻線装置／真空加圧含侵装置
／ﾊﾞﾚﾙ研磨機・TIG溶接設備／ﾜｲﾔｰｶｯﾄ機／半自動的連続塗装設備

3.結論
1)近代化実施により近代化方針の実現は可能
2)技術の基礎の充実及び作業の基本遵守が最重要

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 6～7 報告書提出後の状況

和 工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査 実績額（累計） 58,574 千円 2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for Factory Modernization (Yanzhou
Cylinder Liner) .

調 査 延 人 月 数 13.80 人月（内現地5.39人月）

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.10

コンサルタント名 （財）素形材センター

調
　
査
　
団

団長 氏名 田村　啓治

所属 （財）素形材センター 相手国側担当機関名 中華人民共和国

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 国家経済貿易委員会

現地調査期間 94.12.18 ～ 94.12.27

95.3.5 ～ 95.3.25

95.9.12 ～ 95.9.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
当面の改善策：
　鋳造、機械加工、生産管理それぞれの面で基本を忠実に守れば、材料利用率及び生産性
の向上により、現在の不良の半減は容易。

近代化計画：
　            第一段階　　　　　　　　第二段階　　　　　　　　第三段階
　　　　　　　 1995-1996      　　　　1997-1998       　　 1999-2000
　基本事項   　基礎基盤作り         新技術・設備導入        新技術活用
              当面の対策実行       生産拡大               本格生産
              QC活動推進
　溶　　解     材質管理             6tｷｭﾎﾟﾗ1基増設         ｷｭﾎﾟﾗ溶解量8tにｱｯﾌﾟ
　            炉前ﾃｽﾄ材質管理       5t低周波炉新設         電弧炉廃止
              6tｷｭﾎﾟﾗ1基新設
　鋳　　造     現鋳造機改造         長尺遠心鋳造機新設       舶用ﾗｲﾅｰ生産拡大
　            ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ式2台設置    舶用遠心鋳造機新設       生型造型ﾗｲﾝ増設
　            長尺遠心鋳造機試作    生型造型ﾗｲﾝ新設　　      ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台増設
　　　　　　　 舶用砂型試作・改造　　 ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台設置  　　　 粗加工工廃止
　機械加工     当面の対策実施        加工2･3案の実施         加工2･3案の実施
　            加工1案の実施         (各2ﾗｲﾝ新設)             (各4ﾗｲﾝ新設)
　生産管理 　  当面の対策実行        新規設備運転・操作       総合生産保全体制
　            ﾑﾘ､ﾑﾀﾞ､ﾑﾗ､ﾐｽ･ﾛｽ軽減  の早期習得・立上げ       総合設備保全の確立
　            意識改革              新規工程へのQC適用
　            QC活動推進            (QC活動定着)
　            管理体制改善　         総合設備保全推進
期待効果：
　溶解量　　　　年18500t           年23500t          年26800t
　生産量        20万本             280万本         400万本+舶用3万本
　不良率        20-25％            13-16％           10％
　材料利用率     33％                36％             40％
投資額         10220万円           39200万円        30590万円

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
提言内容の現況は暫定措置
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2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 6～7 報告書提出後の状況

和 工場（常熟キャブレター）近代化計画調査 実績額（累計） 59,996 千円 2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization
(Changshu Chraburettor) .

調 査 延 人 月 数 19.19 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.10

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

団長 氏名 芦川　鯉之助

所属 (株)サイエス・コンサルタント 相手国側担当機関名 中華人民共和国

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位） 常熟キャブレター

現地調査期間 94.12.14 ～ 94.12.23 袁　栄康　（工場長）

95.2.19 ～ 95.3.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

　常熟ｷｬﾌﾞﾚﾀｰ工場はﾓｰﾀｰﾊﾞｲｸ用ｷｬﾌﾞﾚﾀｰと農業用・自動車用ｷｬﾌﾞﾚﾀｰの生産及び販売を実
施。
1.ｷｬﾌﾞﾚﾀｰの生産・販売実績（単位･千台）　1992  1993  1994  1995(計画)
　　　　　　　　　　　　　　　　 生産    170   310   360   500
　　　　　　　　　　　　　　　　 販売    185   285   290
2.生産目標　　　1998年　　100万台　　2000年　　150万台

3.近代化計画
1)生産工程
　整理・整頓・清掃の徹底／入出庫作業に省力機器導入／新規ﾀﾞｲｷｬｽﾄ機増設／精密加工
機・精密測定機導入／ﾀﾞｲｷｬｽﾄ自動制御ｼｽﾃﾑ導入／多加工1機械1人作業ｼｽﾃﾑ導入／自動
盤・NC複合工作機械導入／治具標準化／ｼﾝｸﾞﾙ段取り実現／作業者の技能訓練強化／組立
治具採用／中間検査ﾗｲﾝ化／ﾗｲﾝの工程内ﾁｪｯｸ体制強化／検査機器の機能改善・増設
2)生産管理
　部品統一／技術情報蓄積と設計標準化／CAD導入／ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ改善・小ﾛｯﾄ化／需要調査に
よる生産の平準化／ABC分析による調達管理・在庫管理／在庫基準見直し／計画工数の再
設定／各種分析・改善手法の活用／中心値管理実施／品質管理項目明確化／工程設計・品
質設計の合理化／安全教育徹底／設備定期点検のﾁｪｯｸﾘｽﾄ改善／改善手法の教育／製造原
価ﾃｷｽﾄ容易／加工品洗浄設備合理化
3)財務管理
　製造費用の予算統制徹底／投資効果の算定方法のﾙｰﾙ化／原価計画策定／原価管理ｼｽﾃﾑ
確立

4.既存設備近代化経費　総費用　52040万円　中国国内からの購入設備費 16700万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海外からの購入設備費　　 35340万円

5.資金調達　　中国政府 70％　企業自身 30％

6.返済計画　　国家規定の範囲内で企業のあげた利潤より返済

1995年10月現在：
1.生産ﾌﾟﾛｾｽの合理化
（機械加工）
　1工程1ヶ所加工から1工程数ヵ所加工へ
の移行により効率向上
（ﾀﾞｲｶｽﾄ加工）専門の会社へ外注

2.品質向上
　各工程管理項目の遵守徹底により品質
のばらつきの削減

3.生産効率向上及びｺｽﾄ削減
　生産量管理ｼｽﾃﾑ、原価管理ｼｽﾃﾑのEP化
準備。管理会計の勉強会実施。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　現地調査では工場の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対
して技術ｾﾐﾅｰを実施することで技術移転を行った。
　最終報告書（案）の説明の際には工場幹部に対して詳細な説明を行い提言内容の理
解促進に留意した。



円

個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 486
2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 6～7 報告書提出後の状況

和 工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査 実績額（累計） 72,814 千 （契約額:73,438千円） 2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for Factory Modernization (Wuxi Radio
Component Factory No.2)

調 査 延 人 月 数 21.89 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 長沢　癸行

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 6  （通訳1名を含む） 担当者名（職位） 無錫無線パーツ第２工場

現地調査期間 95.2.19 ～ 95.2.28

95.5.21 ～ 95.6.10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.調査対象製品　圧電ｾﾗﾐｯｸﾌｨﾙﾀｰ、圧電ｾﾗﾐｯｸﾄﾗｯﾌﾟ、圧電ｾﾗﾐｯｸ発振子

2.近代化計画の構想
　既存設備活用による良品率向上（高価な新規設備導入は避ける）/歩留率向上によ
り生産量拡大／角型ﾕﾆｯﾄに変更／現在の管理・技術・設備の人材育成／良品率及び
歩留率向上後に新規設備導入の検討

3.近代化計画の方針
　P-C-D-Aｻｲｸﾙ徹底／問題点の重点化のための統計を利用した実態把握から開始／ｽ
ﾀｯﾌと生産現場の協力による解決／自助努力による技術水準向上

4.近代化計画概要（優先度の高い項目）
1)生産工程
（素原料調達）原料開発体制強化
（ｾﾗﾐｯｸ）ﾎﾞｰﾙﾐﾙ排出ｽﾗﾘｰ中の異物除去／噴霧乾燥粉の鉄錆除去／ﾊﾞｯﾁ乾燥路の清掃
／ﾛｰﾙ成型条件の検討／安全衛生対策の実施／環境対策の検討
（ﾌｨﾙﾀｰ加工）ﾗｯﾌﾟ厚みばらつきの改善／分極条件の安定化／周波数大・小の改善／
ﾗｯﾌﾟ作業改善
（ﾄﾗｯﾌﾟ加工）蒸着電極重なり面積のばらつき改善／素子幅の適正化／短冊状態の素
子と周波数の対応性向上／素子・短冊破損不良の改善
（発振子加工）電気性能改善／分極性能の不良対策／周波数大・小の改善／短冊・
素子破損不良の改善／短冊ﾗｯﾌﾟ工程の改善
2)管理
　不良品解析・分析による不良原因追究／工程における不良品・不良率の改善／ﾈｯｸ
工程の序列の整理と重点化／品質管理組織見直し／統計的品質管理による一元的管
理／ﾉｳﾊｳ育成につながる教育訓練実施／従業員の創意を引き出す活動の推進／労働
環境改善
3)財務
　売上金回収条件の改善／企業会計準則に従った会計処理／原価差異の配賦方法の
適正化
(*)へ続く

 提言内容の現況に至る理由

(*)より
5.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ

1)生産工程近代化
・短期計画（良品率向上）　　　　1996-1997年
（導入設備）灼熱用の炉、発光分光分析装置、粒度分不測定装置、ｼﾞﾙｺﾆｱ玉石、ﾈｯﾄ
ﾜｰｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、樹脂焼付炉、蒸着装置、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、ｴｱﾏｲｸﾛﾒｰﾀｰ、分極端子板の改造、ﾀﾞ
ｲｻｰｶｯト機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ機、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、分極端子板の改造、周波数調整用印刷機、選
別・検査室の温湿度、調整設備
・中期計画（既存建物内増産）　　1997-1998年
（導入設備）仮焼路、ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾚｽ機、ﾗｯﾌﾟ盤、蒸着装置、印刷機、ｶｯﾄ機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ
機、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、樹脂焼付炉
・長期計画（大規模増産）　　　　1999年以降
（導入設備）自動はんだ付機、自動ﾜｯｸｽ機、自動特性選別機、自動組立機、自動ﾜｯｸｽ
付機
2)生産管理近代化　・短期的問題着手・実施　　　　　1996-1997年
　　　　　　　　　・長期的な取組が必要な課題　　　1996-1998年
3)財務管理近代化　　　　　　　　1996年

 その他の状況
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 6～7 報告書提出後の状況

和 工場（無錫ポンプ）近代化計画調査 実績額（累計） 62,434 千円 2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能。
2003.3現在：新情報なし案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Wuxi

Pump Works) .
調 査 延 人 月 数 17.46 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.12

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大塚　邦夫

所属 テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 95.2.15 ～ 95.2.24 無錫ポンプ工場

95.5.24 ～ 95.6.14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.近代化計画
1)生産工程（主なもの）
（原材料受入）ﾒｰｶｰ指導／仕切新設
（鋳造）大型鋳物にﾌﾗﾝ砂適用／炉前管理用分析機器導入原因追究・対策徹底
（熱処理）温度校正要領確立／将来の材質・ｻｲｽﾞにあわせた設備導入
（加工）ﾌﾗｲｽ系ﾂｰﾘﾝｸﾞ技術修得／現在位置表示装置の有効活用／自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入
によるNCﾃﾞｰﾀ供給体制確立
（組立）動的ﾊﾞﾗﾝｻ－導入／洗浄装置・ｴｱﾗｲﾝ設置／水圧試験用治工具整備
（塗装）ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ設備による下地処理徹底／ｴﾎﾟｷﾝ系樹脂塗料導入
（検査）次高圧ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転実施／循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用の実流量試験装置導入／ﾊﾟｿｺﾝﾚﾍﾞﾙの計測ｼ
ｽﾃﾑ導入
2)生産管理
（設計）段階的設計審査と原価予測ﾙｰﾙ化／ｼﾘｰｽﾞの整理と複数型式並行開発／設計ﾏﾆｭｱﾙ
化
（調達）重要度の応じた発注方式／目で見る管理によるｶﾑｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ採用
（工程）中日程計画のﾀｲﾑﾊﾞｹｯﾄを3日単位に
（品質）生産の仕組み改革／脳底能力向上と自主点検徹底
（設備）保全促進体制確立
（教育）労使安保部ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる計画進行／教育計画策定実施
（安全／環境）安全理念・原則策定／職場意識改革
3)財務管理
（原価管理）ﾉﾙﾏ時間の実態への近づけ／目標管理徹底
（原価分析）歩留率向上／仕上価格引下／新材料採用
（財務分析）工業用ﾎﾟﾝﾌﾟへのｼﾌﾄ／顧客管理徹底

2.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ（導入設備）
1)中期計画（1997年まで）投資金額3.9億円
　自硬性型化ｼｽﾃﾑ、CEﾒｰﾀｰ、3次元ﾚｲｱｳﾄﾏｼｰﾝ、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ、NC立旋盤、NC自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ
装置、動ﾊﾞﾗﾝｻｰ、ﾊﾟｿｺﾝ計測ｼｽﾃﾑ
2)長期計画（2000年まで）
　発光分光分析装置、凝固解析ｼｽﾃﾑ、精密鋳造設備、低周波誘導炉、高速ﾓﾃﾞﾙ加工NC機、
大型熱処理炉、NC立型MC機、ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転設備

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 7 報告書提出後の状況

和 工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査 実績額（累計） 58,328 千 （契約額:59,101千円） 2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study for Factory Modernization
(Pistonling) .

調 査 延 人 月 数 18.19 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1995.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 5  （通訳1名を含む） 担当者名（職位） 中国安徽省安慶活塞環廠

現地調査期間 95.6.30 ～ 95.7.4

95.8.2 ～ 95.8.14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.調査対象製品　自動車ｴﾝｼﾞﾝ用ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ

2.結論
1)新工場稼働後設備導入（生産量年間3000万本）
2)製品の一貫歩留率を向上（70→90％）させるための方策実施
　ｽﾁｰﾙ製圧力ﾘﾝｸﾞの成型器と熱処理炉導入／溶湯分析装置導入／ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ機
導入／仕上用両面研削盤導入／ﾒｯｷ装置導入／ﾒｯｷ及びﾊﾟｰｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞの廃液処理
装置導入／ｴﾝｼﾞﾝ実験装置導入によるﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞの開発・ﾃｽﾄ／新生産ｼｽﾃﾑのﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ編成・新生産ｼｽﾃﾑ導入／ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ活用加速化／全員参加による5S・改
善活動活性化／売上債権管理強化・適正在庫基準設定／標準原価計算方式導入

3.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
1)生産工程
・短期計画（設備投資不要な計画）　1996.1～1996.3
・長期計画（設備投資必要な計画）　検討・準備　1996.1～1996.3
　　　　　　　　　　　　　　　　　発注・納入　1996.4～1996.9
　　　　　　　　　　　　　　　　　稼働　　　　1996.10以降
2)生産管理
・新生産ｼｽﾃﾑ　　　1996.8-
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ化　　　1996.1-　（1997年末完了）
・改善活動活性化　1995.8-
3)財務管理
・財務管理　　　　1996.8-
・原価管理　　　　1996.12-

4.所要資金　　　1)国外調達機械設備　　 9598千元（105575千円）
　　　　　　　　2)国内調達機械設備　　 9229千元
　　　　　　　　3)その他　　　　　　　 1337千元
　　　　　　　　4)合　計　　　　　　　20174千元

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 工場（武進電気機器）近代化計画調査 実績額（累計） 59,638 千円 （*）より
2)総組立とｱｰﾏﾁｭｱ工程を社内生産とし、他は分工場へ外注す
る。
3)次のような近代的設備を導入する。
･高速ﾌﾟﾚｽの導入・温度制御型ﾌｭｰｼﾞﾝｸﾞ装置導入･検査設備改善
･自動制御付試験装置（高回転・高出力用）購入･3次元振動台
の購入
･組立工程に新検査設備導入
4)新工場建設
･小型永久磁石ｽﾀｰﾀ工場（1996年11月より建設着手）
･減速ｽﾀｰﾀ工場建設
5)組織変更改善
･設計1課開発担当
･設計2課生産技術担当
　以上の実行計画が確認され、これにより、2000年には年間売
上高10億元、税前利益1億元を実現する。また、1996年のｽﾀｰﾀ
生産台数60万台/年は、中国ﾄｯﾌﾟとなり、市場ｼｪｱは17.8％な
る。
さらに190万台/年では市場ｼｪｱ19％となる。

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Wujin
Electric Machine Works)

調 査 延 人 月 数 17.95 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1996.10

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

団長 氏名 成田　延雄

所属 (株)サイエス 相手国側担当機関名 中華人民共和国　武進電機工場

調 査 団 員 数 4  （除通訳） 担当者名（職位） 鄒　林華　（常務副工場長ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ責任者

現地調査期間 96.1.17 ～ 96.1.26

96.2.26 ～ 96.3.17

96.8.29 ～ 96.9.6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.武進電機工場は、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用ｽﾀｰﾀと発電機を約60品種製造しており、全国60ヶ所の
ｴﾝｼﾞﾝﾒｰｶと２000ヶ所の販売店へ出荷している。
2.八五計画と九五計画のｽﾀｰﾀの生産計画及実績を下表に示す。
　　　　　　 八五計画　　　　　　　 九五計画
　西暦（年） 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
　計画       15   20   30   38   50   67   80   100  125  160
　実績       16   21   34   47   56
3.本格調査団の提言と合意内容
(1)業務指示に沿った各工程の提言
　生産工程では、年次目標を設定した製造品質不良低減を軸とした全20項目にわたる提言
をした。次に生産工程では、工程で品質を作り込むための、QC工程表・作業標準書の整備
から始まって、ISO9000の認定及定着化に至る全48項目にわたる提言をした。
また、財務管理では、管理会計の導入から事務処理のEDP化まで全14項目にわたる提言を
し、合意を得ている。
(2)調査団が特に取上げて提言した内容（3項目）
　A)設備近代化計画として、時系列に短期・中期・長期に区分し、それぞれにA･B･C3案を
立案して、工場の技術面、資金面、その他状況より、現実に沿った提案をした。
投資金額　短期206.7百万円、中期243.7百万円、282.4百万円
　B)工場の経営施策として、社内教育（生産性に寄与する人材の育成）・外注工場政索
（160万台／年　生産具体化への対応）・2技術的部門の設立と展開（技術主導型企業を目
指す）をまとめ提言した。
　C)工場が開発中の減速ｽﾀｰﾀQDJ1301について、一刻も早く生産開始が可能となるよう
に、現状直面している製品の技術的問題項目への助言、製造技術に関する技術的助言を
行った。

以上3点をまとめて、4つの項目に集約提言し、合意を得ている。
　[1]ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨに富んだ160万台／年　生産性の具体化
　[2]品質保証体制の確立
　[3]製品・生産両面の技術開発体制の確立
　[4]組織と人の活性化

1996年9月3日　最終報告書を中国側へ説明した
時の確認事項
1.武進電機工場の生産計画変更
（ｽﾀｰﾀ160万台／年→ｽﾀｰﾀ280万台／年）
2000年迄に全製品を380万台／年ﾍﾞｰｽの生産を
する
　内訳　発電機　100万台／年
　　　　ｽﾀｰﾀ　  280万台／年
　　作業機械用 直結ｽﾀｰﾀ  120万台／年
　　ｵｰﾄﾊﾞｲ用　 直結・減速 100万台／年
　　自動車用   直結・減速  60万台／年
2.武進電機工場投資額　　　単位：億元
              1996  1997  1998  1999  2000
1994年8月
武進九五計画  1000  1500  1500  1000
1996年9月
武進九五計画　5000（190万台/年用）3000
　・1996年～1998年の5000万元資金は、国家経
済貿易委員会の融資による。
　・1999年～2000年の3000万元資金は、江蘇省
経済委員会の融資による。
3.武進電機工場の年次生産拡大計画
ｽﾀｰﾀ生産  1996  1997  1998  1999  2000
 前回計画  67    87    100   125   160
 今回計画              190         280
発電機生産
 前回計画  66    88    110   130   190
 今回計画               60         100
4.工場改造内容
1)設計管理・生産管理及財務管理の近代化のた
めDP化を実施する。
ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ2台購入･CAD/CAMの導入　投資110万
元

 提言内容の現況に至る理由

2002.3現在:新情報なし
2003.3現在情報なし

（**）より
・第2次現地調査では、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、武進電機工場の直面している技術的問題項
目の助言を含めた技術ｾﾐﾅｰを開催した。
・技術ｾﾐﾅｰ講演内容
・生産工程の自動化（成田）・ﾓｰﾀｰ設計・工場組織（秋山）
・ｽﾀｰﾀ技術動向・開発技術・減速ｽﾀｰﾀ生産技術（松浦）
・財務管理・原価管理（清水）
・先進ｽﾀｰﾀﾒｰｶの製品と技術開設資料の提供

 その他の状況
　武進電機工場へ役立つ提言や提案をするため、本格調査団は次のようなﾌﾟﾛｾｽに従って、作業を
進めた。
1.武進電機工場近代化計画調査　着手報告書　　1995年12月27日発送
2.第1次現地調査質問書発送（全119項目）　　　1996年1月11日発送
3.第1次現地調査　　　　1996年1月17日～1月26日（全10日間）
4.第2次現地調査　　　　1996年2月26日～3月17日（21日間）　　（**）へ続く



円

個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 490

2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 工場（蘇州医療器械）近代化計画調査 実績額（累計） 57,053 千 （契約額:56,896千円）
　売上げ（1998年）6,582万元（税込み7700万元）、生産額8,700万
元（税込み）。従業員数750名。1998年の製品別生産実績は、眼科
手術顕微鏡726台（売上約40％）、人口水晶体3,314枚（同10％）、
ｽﾘｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟ2,257台（同30％）、手術用具30.67万枚（同20％）。
　販売面では、顕微鏡の国内市場ｼｪｱが50％程度（中小都市では
90％以上）、ｽﾘｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟは97％であり、国内生産をほぼ独占してい
る。人口水晶体は国内に4つの合弁企業があり競争が激しい。製品
の販売ﾙｰﾄ（回収条件）は病院50％(口座振込後出荷)、代理店25％
（出荷後振込み、平均6ヶ月）、問屋25％（口座振込後出荷
22.5％、出荷後振込み2.5％）である。
　輸出比率は売上の10％程度。日本企業へのOEM生産も実施してお
り、輸出全体の10％程度を占める。品質の改善により、ここ2～3年
輸出が増加傾向にある。輸出の2/3は商社ﾙｰﾄ、1/3は自社ﾙｰﾄ（24ヶ
国に代理店あり）、主な輸出先は韓国、日本である。
　また、工場独自の訓練所（30名×3年）を保有しているが、1学年
は全員同じ専門（1年目は旋盤工、次の年は工学というように）を
学習するｼｽﾃﾑである。一生同じ職種ということはないが、会社内で
訓練して技術を習得した後に他の職種に移る。ただし、多能工はな
い。
(*)へ続く

案　件　名 英 The Study for the Factory Modernization (Shzhou
Medical Instruments)

調 査 延 人 月 数 17.83 人月

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業
最終報告書作成年

月
1996.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 4＋1  （通訳） 担当者名（職位）

現地調査期間 96.1.30 ～ 2.4

96.3.4 ～ 3.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
（対象工場の概要）
1.工場名　（蘇州医療器械工場）蘇州医療器械廠　　2.所在地　江蘇省蘇州市大儒巷34号
3.設立　1956年　4.従業員数　746人　　5.調査対象製品　眼科手術用顕微鏡
6.生産実績　眼科手術用顕微鏡1994年469台（1993年504台）　　7.売上高　4500万元
8.主要生産品目　光学機械、眼科手術用顕微鏡、眼科手術用器具、水晶体人工ﾚﾝｽﾞ

（中国側の近代化計画）
1.2000年売上高　510000万元（眼科手術用顕微鏡1750台、6800万元）
2.製品外観、照明の明るさ改善、識別力・焦点深度改良、信頼性・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、操作性向上
3.眼科以外の用途拡大によるｼﾘｰｽﾞ化
4.医療器械技術開発ｾﾝﾀｰ設立
5.2000年までの総投資額　約7000万元（器械設備費用5131万元）

（近代化計画内容）
1.用途別手術用顕微鏡生産計画（2000年）　合計3000台（ガン化用1750台、脳外科用500台、咽
喉科用／形成外科/整形外科用各200台、産婦人科用150台）
2.製品開発　製品設計におけるVR手法導入（部品数低減）、設計機関1/2化手法による短縮
3.生産計画　MRP推進
4.工場計画　GT技法導入による多品種少量生産対応
5.金属部品　部品加工精度向上、加工工程部品移動距離短縮、実機稼働率向上、等
6.光学部品　ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞﾍﾟﾚｯﾄ皿採用、ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝみがき採用、はめ込式ﾚﾝｽﾞ保持法採用、等
7.組立工程　ﾓｼﾞｭｰﾙ型生産ｼｽﾃﾑ採用、工程管理強化、工場作業環境・空気清浄度改善、等
8.表面処理　ﾒｯｷ・塗装処理品質試験充実
9.検査　　　検査業務役割分担変更、製品親愛製試験・故障解析充実
10.設備計画 金属加工整備能力の増強、板金化工整備能力・多目的方真空蒸発装置の導入
11.調達管理 ｺｽﾄﾀﾞｳﾝのためのVEの推進
12.在庫管理 販売・生産・在庫計画の一元化、小ﾛｯﾄ生産方式の導入
13.工程管理 5Sの推進、適切な標準時間に基づく工数の設定、生産計画の数量計画から日程計画
への展開
14.品質管理 全社的品質管理活動の導入
15.安全管理 個別職場の安全管理の推進、危険場所の特定と対策、災害統計の記録と活用
16.教育訓練 階層別教育訓練体系の導入
17.一般　　　ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰによる工程管理ｼｽﾃﾑ、ﾄｰﾀﾙｺｽﾄﾀﾞｳﾝの導入　(*)へ続く

1.設備導入
近代化計画において提言された設備のうち、高速ﾚﾝ
ｽﾞ研磨機、真空薄膜形成装置、超音波洗浄装置等の
設備が導入され、ｺﾝﾊﾟｸﾄﾚｰｻﾞｰ干渉計等も近く導入
予定である。NC旋盤、ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ等の切削加工設備
は既存設備の有効活動が対応可能との判断から、ﾌﾟ
ﾚｽﾌﾞﾚｰｷ等は対象工程が外注化されたことから、導
入されていないが、全体的には必要性の高い設備か
ら順調に導入されている。
2.生産管理
生産管理も生産工程同様に「一部分のみが採用され
ているｹｰｽ」が目立つ。特に、調達管理におけるVE
導入、生産計画における日程計画の展開、作業進捗
管理、現場問題対応対は遅れが目立つ。また、在庫
管理関係の項目は項目的には一部実施であるが効果
が充分出ていない。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを活用した管理も進め
られているがﾃﾞｰﾀ入力ﾐｽが多いために充分活用でき
てない。
3.財務管理
1996年以降新製品導入もあり売上、利益とも年率
20％の伸びを記録しているが、総資本利益率
3.2％、自己資本利益率9％と利益率は低位安定であ
る。
4.投資金額・資金調達
投資金額は1997年以降総額で2,953万元（設備
90％、その他建屋約10％）、1997年～1998年3月
1,453万元、1998年4月以降1500万元。投資資金は
70％が銀行融資（金利4.5％、金利は低下傾向）、
残り30％は自己資金である。9・5計画中に8,000万
元の投資が予定、経貿委により批准されている。経
貿委に批准されていることに加えて、企業の信用
度、成長度から銀行融資が可能になる。現在、

 提言内容の現況に至る理由

生産工程における提案内容は設備導入に比べて各工程ともに「一部分のみが採用されているｹｰｽ」
が目立つ。この要因としては、1)必ずしも日本側の提案内容の真意が理解・徹底されていないこ
と、2)提案が行われて3年であり、ｿﾌﾄ面の改善を工場独自で実施するには時間が短いこと、3)工
場側が品質改善等の「目標」に直結しやすい項目を重点的に実施したこと、等が考えられる。
（1999年度現地調査結果）

(*)より
18.設計管理 技術継承ｼｽﾃﾑの構築、要素技術開発の先行、工業ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの養成
19.環境対策 水質汚濁対策の実施
20.財務管理 資金支払能力を示す指標の定期的把握、資金繰表による経常収支の管理、資金運用
表による財政状況変動の管理
21.原価管理 標準原価計算法の導入、直接経費標準の設定、直接経費の差異分析の実施

（主要導入設備）
1.金属部品加工工程　MC5台、NC旋盤7台、各種汎用機11台
2.光学部品加工工程　高速ﾚﾝｽﾞ研磨機14台、超音波自動洗浄機／多目的型真空蒸着装置／ﾚｰｻﾞｰ干
渉計1台
3.板金加工工程　　　ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ・ﾊﾟﾝﾁﾌﾟﾚｽ各1台
（所要資金）　　24206千元
（設備投資計画財務分析）　増分内部収益率　40.73％

 その他の状況
(*)から
賃金は1996年12,000元から毎年2,000元ｱｯﾌﾟしており、2000年には20,000元とする計画である。生
産性の向上を反映したものであると同時にｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを与えて品質改善と生産性向上を促すことが
意図されている。1997年に登録先が医薬集団公司に変更。医薬集団公司はその傘下に国有100％企
業5～6社、合弁企業（多くの合弁は集団公司が出資）を持つ（1999年度現地調査結果）。
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし
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